
 

 

重要課題： 
 洪水に対する施設の脆弱性の理解 

 洪水リスク評価の実施 

 洪水に対するレジリエンスの強化 

 緊急対応の改善 

 

 

 
 

ハリケーン・ハービーによる洪水後にアルケマ・クロスビー

において発生した有機過酸化物の分解、流出、火災 

テキサス州クロスビー 

事故発生日：2017年8月31日 

緊急対応要員への曝露、地域住民の避難、物的被害 
 
 
 

 

 

 

報告書番号：2017-08-I-TX 

2018年5月 

 

 

 
 

 Investigation Report 



2 CSB · Investigation Report 

 

 

 

 

CSB（U.S. Chemical Safety and Hazard Investigation Board）は、人々と環境を保護するため

に独立した調査を通じて化学安全の向上を推進することを使命とする独立した連邦機関である。 

 

CSBは科学的調査機関であり、法執行機関や規制機関ではない。1990年の改正大気浄化法に基

づき設立され、事故の原因を特定し、安全に関する勧告を行い、化学安全に関する課題を調査

研究し、化学安全に関わる他の政府機関の有効性を評価する役割を担っている。CSBに関する

詳細は、www.csb.govを参照のこと。 

 

CSBは、その活動と決定を調査報告書を通じて公表しており、報告書には必要に応じて安全対

策の勧告が含まれる場合がある。以下は、CSBが発行する報告書の種類である。 

 

Investigation Reports（調査報告書）：重大な化学事故に関する正式かつ詳細な報告書

であり、主な調査結果、根本原因、安全に関する勧告が記載されている。 

Investigation Digests（調査ダイジェスト）：調査報告書の要約版で、平易な言葉で書

かれている。 

Case Studies（ケーススタディ）：調査報告書よりもテーマを絞った調査報告書。 

Safety Bulletins（安全速報）：短い出版物で、多くは単一の安全性トピックに焦点を当

てている。 

Hazard Investigations（危険調査）：重大な化学的危険性に関するより広範な調査研究。 

Safety Videos（安全ビデオ）：事故の各側面をアニメーションで表現したり、CSBの安

全メッセージを強調したビデオ。 

 

CSBの出版物は、www.csb.gov から自由に閲覧できるほか、下記まで問い合わせるこ

とで入手可能。 

U.S. Chemical Safety and Hazard Investigation Board 

Office of Congressional, Public, and Board Affairs 1750 Pennsylvania Ave NW, Suite 910 

Washington, DC 20006 

(202) 261-7600 

 

偶発的な流出またはその調査に関連するCSBの結論、調査結果、または勧告のいかなる部分も、

証拠として認められず、またそのような報告書に記載された事項に起因する損害賠償を求める

訴訟や法的措置において使用することはできない。42 U.S.C. § 7412(r)(6)(G) を参照のこと。 

 

http://www.csb.gov/
http://www.csb.gov/
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1. 要約 

1.1. 事故と活動の概要 

1. 2017年8月24日、カテゴリー4のハリケーン「ハービー」がテキサス州南東部に上陸した。そ

の後数日間、この嵐はテキサス州南東部とルイジアナ州南西部に前例のない量の降雨をもた

らし、大きな洪水を引き起こした。ハリケーン・ハービーは、米国史上、ハリケーン・カト

リーナに次いで2番目に大きな被害をもたらした熱帯低気圧で、大雨をもたらした。ハリケー

ン・ハービーによって68人が死亡、30万棟以上の家屋が浸水し、約4万人が自宅からの避難を

余儀なくされた。ハリケーン・ハービーは、地元、州、連邦政府による大規模な緊急対応活

動を必要とした。 

2. アルケマ・クロスビー施設は、100年氾濫原および500年氾濫原に位置しているa。ハリケー

ン・ハービーによる大雨によって発生した広範囲に及ぶ洪水は、設備の設計高さを超え、工

場の電源、予備電源、重要な有機過酸化物の冷却システムを喪失させた。その結果、アルケ

マは待機状態の冷蔵トレーラーを使って有機過酸化物製品を冷却した。この洪水により、最

終的にアルケマの全従業員は施設からの避難を余儀なくされた。統合司令部は、アルケマ施

設の周囲に1.5マイル（約2.6km）の避難区域を設定し、住民の安全のためにこの区域からの

住民の移動を支援した。 

3. 2017年8月31日、冷蔵トレーラー内に保管されていた有機過酸化物製品が分解し、過酸化物と

トレーラーが燃えた。蒸気が工場に隣接する公道を横切り、分解生成物から発生したガスに

さらされた21人が医療処置を受けた。この道路はハリケーンの復旧作業のための重要なルー

トであったため、緊急対応当局は当初、アルケマ施設周辺に設定された避難区域を通過する

道路であるにもかかわらず、閉鎖しない判断を下した。その後の数日間にわたり、2度目の火

災と統合司令部が行った管理燃焼により、低温保管が必要な有機過酸化物製品を積んだ8台の

トレーラーがさらに焼失した。3回の火災によって35万ポンド（約160トン）を超える有機過

酸化物が燃焼した。その結果、同施設から1.5マイル（約2.6km）圏内に住んでいたため避難

していた200人以上の住民は、1週間家に戻ることができなかった。図1は、ハリケーン・ハー

ビーがテキサス州南東部を通過し、同施設が浸水した際に、アルケマ・クロスビー施設で発

生した一連の事故と活動を時系列で示したものである。 

 

                                                      
a 100年氾濫原は、基準洪水標高とも呼ばれ、どの年においても洪水の危険性が1パーセントの地域である。500年氾濫

原は、どの年においても洪水の危険性が0.2％の地域である。 
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図1：時系列で示すアルケマ・クロスビー施設で発生した事象と活動の概要 

 

1.1.1. ハリケーン・ハービーへの備え 

4. ハリケーン・ハービーがメキシコ湾を10日以上かけて通過した後、2017年8月24日（木）、暴

風雨がテキサス州の中部および北部沿岸に影響を与え、テキサス州上空で停滞する可能性が

高いことが明らかになった [1]。気象学者たちは、この暴風雨が2017年8月25日（金）に上陸

し、テキサス州の広い範囲に12～20インチ（約30～50cm）の大雨をもたらし、一部の地域で

は暴風雨の期間中に30インチ（約75cm）に達する可能性があると予測した [2]。アルケマ・ク

ロスビー施設の職員は、施設周辺地域は暴風雨の直接の進路には入らないと予測されてはい

たものの、ハリケーン・ハービーに備えて準備を開始した。 

5. アルケマ・クロスビー施設は、ハリケーンの前後を含め、どのように従業員と財産を保護す

るかを詳述したハリケーン対策計画を文書化していた。2017年8月24日（木）、アルケマの担

当者は、ハリケーンがクロスビー施設に影響を与えた場合に備えて、施設の準備が必要であ

ると判断した。アルケマ・クロスビー施設の従業員の経験を総合すると、予測される雨量で

は周辺道路が冠水する可能性が高く、「現場対応チーム（ride-out crew）」の出動が必要にな

る可能性が高いと判断された。このチームは、他の従業員が施設に出入りすることが困難に

なるため、現場に留まることになっていた。しかし、クロスビーの従業員は誰も、雨の量や

洪水の規模、あるいはその結果起こりうる壊滅的な損害の可能性を予想していなかった。何

十年にもわたる施設運営経験を持つ従業員でさえ、施設での軽度の冠水は予想したものの、

安全システムに影響を及ぼすほどの水害は想定していなかった。 

6. ハリケーン対策計画に従い、2017年8月25日（金）、アルケマは生産を停止し、嵐に備えて多

くの予防措置を講じた。これらの予防措置には、予想される強風で吹き飛ばされたり、損傷

を与える可能性のある緩んだ資材を固定すること、洪水に浸らないように可搬式装置を高所
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に移動させること、洪水でも稼働可能なボートとフォークリフトを確保すること、土嚢やそ

の他の防水対策を準備すること、十分な予備燃料を確保することなどが含まれていた。加え

て、アルケマ・クロスビー施設では、現場対応チームを動員し、その後アルケマは、湾岸地

域にあるすべてのアルケマ施設に対するハリケーンの潜在的な影響を管理するため、全社的

な「危機管理チーム（crisis team）」を発足させた。 

1.1.2. 有機過酸化物の移動 

7. アルケマ・クロスビー施設で製造・保管されている有機過酸化物はすべて、自己加速分解温

度（SADT：Self-Accelerating Decomposition Temperature）と呼ばれる臨界温度以下に保たなけ

れば分解・燃焼する可能性がある。クロスビー施設の有機過酸化物製品の中には、SADTが非

常に低く、分解を防ぐために連続的な冷却が必要なものがあった。このため、－20°F（約－

29°C）の低温に保たれている冷蔵有機過酸化物の低温貯蔵棟（「低温倉庫」）にある有機過

酸化物製品は、倉庫の電力が失われ、必要な冷却能力を維持できなくなった場合、低温を保

つために他の冷蔵エリアに移動する必要があった。 

8. ハリケーン・ハービーがヒューストン上空で停滞し、この地域に前例のない量の降雨をもた

らす中、現場対応チームはアルケマ・クロスビー施設内の状況を監視しながら、洪水の増水

状況を監視した。暴風雨が進むにつれ、水位の上昇が続くようであれば、現場対応チームは

ショートを防ぐために電気機器の通電を事前に遮断する必要があることは明らかであった。

しかし、現場対応チームは、これまでの経験から、この状況はまだ管理可能であり、ハリケ

ーンが施設の安全性に及ぼす影響はごくわずかで済むだろうと信じていた。暴風雨の間、現

場対応チームは、水位上昇がやがて止まり、数時間持ちこたえれば水位が下がり始めるであ

ろうと考えていた。 

9. 2017年8月27日（日）、国立ハリケーンセンターは、「ハービーはテキサス州南東部上空で蛇

行を続けており、壊滅的で生命を脅かすほどの洪水を引き起こす雨を降らせている [3]」と発

表した。日曜日の早い時間には施設で大きな洪水が発生し、現場対応チームは、水が電気設

備に到達する前に、いくつかの低温倉庫の電源を予防的に遮断した。 

10. 日曜日の午後までに、クロスビー施設の一部の水位は約4フィート（約1.2m）となった。水位

の上昇に伴い、低温倉庫の冷却システムの継続運転が困難になる恐れが生じたため、作業員

は有機過酸化物製品を敷地内にあった冷蔵トラックトレーラーに移し始めた。水位上昇のた

めに低温倉庫の半数が手動で電源を遮断された後も、現場対応チームはさらに別の倉庫も失

うとは考えていなかったため、まだ十分な保管スペースが確保できると信じていた。低温倉

庫からの製品がトレーラーに満載されると、これらの冷蔵トレーラーは施設内の高台にある

「レイダウンエリア」と呼ばれる場所に移動され、冷蔵トレーラーが稼働し、有機過酸化物

製品の冷却が維持された。 

11. 豪雨が続く中、アルケマ・クロスビー施設の水位は上昇し続けた。作業員たちはさらに多く

の低温倉庫の電源を遮断し、有機過酸化物製品を別の場所へ移動させる必要があった。日曜

日の夜までに、作業員たちは増水に直面し、7棟の低温倉庫のうち1棟を除くすべての電源を

遮断し、有機過酸化物製品を冷蔵トレーラーに移動させた。月曜日の終わりまでに、6台の冷

蔵トレーラーが施設の高台に移動された。 

12. 2017年8月28日（月）の午前2時頃、洪水が施設の主変圧器に達し、敷地内のすべての建物が

停電した。バックアップ発電機は自動的に作動したが、洪水の増大により、作業員は安全の

ために発電機を停止せざるを得なかった。その結果、最後に残っていた低温倉庫も電力を失

った。 
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13. 月曜日を通じて、作業員が冷蔵トレーラーや有機過酸化物を積んだパレットを移動させるた

めに使用していた設備が次々と故障し始めた。施設で使用していたフォークリフトやセミト

レーラーの電気系統が冠水の影響を受けて故障したためである。この時点で、現場対応チー

ムは冷蔵トレーラーを施設内のより高い場所へ移動させることができなくなり、有機過酸化

物のパレットを持ち上げることも不可能となった。さらに、低温倉庫周辺の水位は胸の高さ

まで上昇し、現場対応チームの移動は困難になった。 

14. 月曜日の終わりまでに、作業員たちは、電源を失った最後の低温倉庫から残りの有機過酸化

物の小容器（合計約2,160個）を手作業で最後に残った冷蔵トレーラーへ移動させていた。こ

の時点までに、作業員たちは合計約10,500個（35万ポンド（約160トン）以上）の製品を9台

の冷蔵トレーラーに移動させていた。しかし、そのうちの3台（4,000個以上の容器を積載）

は冠水の影響で高台に運ぶことができず、増水によってトレーラーの燃料タンク内に水が流

れ込み、冷却機能の喪失が懸念される状況となった。 

15. アルケマ本社の担当者は、冷蔵トレーラーが電力を失った場合、内部の有機過酸化物製品が

数日以内にSADTに達して発火する可能性があると判断した。アルケマの担当者は、この状況

の悪化について地元の緊急対応要員に警告した。アルケマはまた、2017年8月30日（水）正午

から、冷蔵トレーラーの遠隔測定データと、冷蔵トレーラー6台の有機過酸化物の推定SADT

の情報を統合司令部に提供し始めた。 

16. 2017年8月29日（火）の朝、アルケマは緊急対応要員に対して現場対応チームを避難させるよ

う要請した。避難完了後、緊急対応要員は、冷蔵トレーラーが発火する可能性を想定したモ

デリング結果に基づき、施設周辺1.5マイル（約2.6km）の避難区域を設定した。アルケマは、

有機過酸化物の分解による危険性について統合司令部に警告し、この物質にさらされる可能

性のある緊急対応要員は、個人用保護具と自給式呼吸具を着用すべきであると警告した。 

1.1.3. 緊急対応活動 

17. アルケマ・クロスビー施設で化学反応を伴う事故が発生することが明らかになり、緊急対応

要員がその事態に対処している間も、ハリケーン・ハービーに対する大規模な緊急対応が進

行していた。ハリケーンとそれに伴う洪水がヒューストン地域から東へ進み、ボーモント地

域に拡大するにつれ、緊急対応要員も移動を余儀なくされた。ハリケーンによる降雨で州間

高速道路10号線の一部が冠水したため、ハリケーンの救援・救助物資の輸送に最適なルート

は、アルケマ・クロスビー事故の避難区域の中央を通る東行きの高速道路90号線となった。 

18. こうした制約と、必要な場所へ人員や機材を輸送する重要性を考慮し、ハリス郡当局は、避

難区域は維持しつつ、東行きの高速道路90号線については通行可能な状態を保った。また、

冷蔵トレーラーの内容物が燃焼を開始した場合に備え、緊急対応要員は道路を封鎖する準備

を整えていた。 

19. 2017年8月30日（水）深夜直前、避難区域周辺を監視するために配置されていた警察官のうち

2人が、同地域の洪水に関連する通報に対応するため高速道路90号線を西に走行中、アルケ

マ・クロスビー施設から発生した白煙の雲の中を車で通過したと報告した。彼らが白煙の報

告をした後、統合司令部は高速道路90号線を閉鎖した。 

20. 白煙の報告を受け、クロスビー・ボランティア消防団の隊員2名がアルケマ施設へ派遣され、

現場の状況を評価することとなった。現場到着後、これらの消防団員は白煙や有機過酸化物

の分解の兆候を確認できなかった。また統合司令部は、アルケマ社から提供された遠隔測定

データを確認した。そのデータには、いくつかの冷蔵トレーラー内の温度測定値が含まれて

おり、3台の冷蔵トレーラー内の空気温度が推定SADTを超えていることが判明した。しかし、
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9台の冷蔵トレーラーのうち3台はこのデータを提供できなかった。さらに、データが提供さ

れたトレーラーでも、測定されていたのはトレーラー内部の空気温度のみであり、有機過酸

化物製品そのものの温度は測定されていなかったので、その測定結果だけでは、有機過酸化

物が分解しているかどうかを判断することはできなかった。東行き高速道路90号線を可能な

限り長く開通させておく必要性と、分解が発生していないことを目視で確認したことから、

緊急対応要員は高速道路の通行を再開した。 

21. 白煙の中を走行した警察官は、自分の車のドライブレコーダーに白煙が記録されているのを

確認し、施設で何らかの放出が発生していると他の警察官に報告した。その後、他の3人の警

察官が、現場の警察官とドライブレコーダーの映像を確認するため、高速道路90号線を東へ

向かった。これらの警察官もアルケマ施設の近くを通過する際、施設から発生した白煙の中

を走行したと報告した。 

22. その後間もなく、5人の警察官全員が、アルケマ・クロスビー施設から発生した白煙の中を走

行したことで、化学物質に暴露した可能性があると認識した。彼らは、自身のさまざまな症

状を考慮し、迅速な治療を受けるため、高速道路90号線を西へ走行し指揮所へ向かった。 

23. 5人の警察官が4台の警察車両に分乗し、高速道路90号線を指揮所に向かって西に走行した。

警察官たちは避難区域の南西端に到着したとき、電話で医療支援を要請した。移動中、警察

官たちはアルケマ・クロスビー施設からの黒煙にさらされたと報告した。避難区域の南西端

に到着するまでに、警察官たちは吐き気、頭痛、喉の痛み、目のかゆみなどの症状を訴えた。

他の緊急対応要員が、煙にさらされたと訴える警察官を診察し、露出した皮膚を水で洗浄し

た。 

24. 指揮所に到着した警察官たちは、緊急対応要員に自らの経験を報告した。これを受けてハリ

ス郡の緊急対応当局は高速道路90号線の両方向の通行を遮断した。高速道路90号線は、この

数日後に警報が解除されるまでは閉鎖となった。夜になると、9台の冷蔵トレーラーのうち1

台で有機過酸化物の分解が進行し、火災が発生した。 

25. 翌日の2017年9月1日（金）午後5時頃、新たに2台の冷蔵トレーラーが発火・炎上した。この

時点で、洪水の影響でレイダウンエリアの高台に移動できなかった冷蔵トレーラー3台はすべ

て焼失し、高台にあった残りの冷蔵トレーラー6台は燃焼せずにいた。これらのトレーラーの

冷却装置はまだ稼働していた可能性が高いが、トレーラー内部の内容物を確認する手段がな

く、遠隔測定データに頼るしかなかったため、統合司令部は有機過酸化物の内容物を安全に

除去することができなかった。 

26. 避難していた住民は、6台の冷蔵トレーラーがまだ燃焼していなかったため、引き続き1.5マ

イル（約2.6km）の避難区域内に再び入ることができなかった。この頃、多くの避難者が、自

宅の様子を確認できないことや所持品を持ち出せないことに不安を抱き始めた。残りのトレ

ーラーが燃え尽きるまでに数日から数週間かかることが明らかになったため、緊急対応要員

はこれらのトレーラーの管理燃焼を実施する計画を策定した。 

27. 2017年9月3日（日）、緊急対応要員がアルケマ・クロスビー施設に入り、避難と事故を終息

させるために、残りの6つの冷蔵トレーラーに対して管理燃焼を実施した。それが燃え尽きた

後、緊急対応要員は避難区域を解除し、住民の帰宅が許可された。最終的に、2017年9月4日、

統合司令部は警報解除を宣言し、高速道路90号線を通行可能にした。 

1.2. 主要な調査結果と教訓 

28. 有機過酸化物は反応性の高い化学物質であり、本質的に不安定である。この不安定性のため、

これらの反応性化学物質は、有機過酸化物が分解し熱や副生成物が発生することを防ぐため
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に、特別な保管と取扱いの注意が必要である。有機過酸化物は、製品の温度に応じた速度で

継続的に分解する。有機過酸化物の安全性に関する重要な特性の一つが、自己加速分解温度

（SADT）である。アルケマが製造するすべての有機過酸化物は、分解速度を安全なレベルに

制限するため、それぞれのSADTより低い温度で保管しなければならない。アルケマ・クロス

ビー施設では、冷蔵トレーラーが冷却機能を失い、低温貯蔵を必要とする内部の有機過酸化

物製品が分解・燃焼したため、最初の3台の冷蔵トレーラーが2度の火災で燃焼した。企業は、

有機過酸化物製品をSADT以下の温度に維持するために、十分な安全対策を講じる必要がある。 

29. アルケマは、有機過酸化物製品を低温に保ち、SADTに達しないようにするため、複数の安全

システムを導入していた。アルケマのプロセスハザード分析（PHA：process hazard analysis）

においてPHAチームメンバーは、低温倉庫における冗長化された冷却システム、低温倉庫が

停電した際の緊急用発電機、代替冷却手段としての液体窒素、有機過酸化物を一時的に保管

するための冷蔵トレーラーなどの安全防護層を特定していた。しかし、ハリケーン・ハービ

ーでは、これらすべての安全防護層が、共通の故障要因である洪水によって機能不全に陥っ

た。電源喪失に対するアルケマの安全対策のいずれも、ハービー規模の洪水に対する独立防

護層分析の同社または業界の基準を満たしていなかった。この洪水によって施設は電力を喪

失し、バックアップの非常用発電機、液体窒素システム、有機過酸化物製品を一時的に保

管・冷却するための冷蔵トレーラーも機能しなくなった。企業は、安全防護層に共通の故障

要因がないようにする必要がある。 

30. 連邦緊急事態管理庁（FEMA：Federal Emergency Management Agency）の洪水保険料率地図と

洪水保険調査は、洪水に関する重要なリスク情報を提供する。アルケマ・クロスビー施設は、

同地域の洪水地図や洪水調査が作成される前に建設された。CSBの調査によると、アルケ

マ・クロスビー施設を含む地域の最初の洪水地図は1985年に発行されており、その時点では

施設の洪水リスクは最小とされていた。FEMAは2007年に、関連する洪水保険料率地図を大

幅に更新した。その結果、アルケマ・クロスビー施設全体が氾濫原内にあることが明らかに

なった。施設の一部は100年氾濫原にあり、敷地の残りの部分は500年氾濫原に含まれていた。

アルケマの保険会社であるFM Globalが2016年9月に作成した報告書では、氾濫原の指定を含

むクロスビー施設の洪水リスクが指摘されていたが、過去に在籍していた施設管理者を除き、

アルケマ・クロスビー施設の従業員は、この情報を認識していなかった可能性がある。米国

のプロセス安全規制では、企業に対し関連するプロセス安全情報の収集を義務付けているが、

洪水保険料率地図や関連調査を必須のプロセス安全情報として明示的に指定してはいない。

CSBが調査したところ、他の企業においても、必要な安全分析において洪水関連情報が収

集・評価されていない場合、洪水リスクが自社の施設にプロセス安全上のハザードをもたら

す可能性について認識していないことが明らかとなった。 

31. クロスビー施設の低温倉庫のPHAを実施したアルケマチームは、洪水リスクを文書化してい

なかった。仮にPHAにおいて洪水リスクが評価されていたとしても、洪水に関する業界ガイ

ダンスは限られており、ハリケーン・ハービーの洪水によるハザードに対し、具体的かつ十

分に安全側な対策を講じるには不十分であったと考えられる。しかしながら、洪水リスク評

価がなかったにもかかわらず、クロスビー施設には100年に一度の洪水に対しては、低温倉庫

の冷却を維持するための十分な安全対策が整っていたように見受けられる。 

32. 企業が洪水ハザードに対処するための業界向け安全ガイダンスは、化学プロセス安全センタ

ー（CCPS：Center for Chemical Process Safety）やFEMAなど、複数の機関から提供されていた。

しかし、これらの指針は一般的すぎるか、あるいは十分に安全側な対策を求める内容ではな

かったため、アルケマが今回の事故を防ぐための有効な手立てとはならなかった。例えば、

このガイダンスでは、ハリケーン・ハービー規模の洪水によって、アルケマ・クロスビー施
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設の安全システムが機能不全に陥るのを防げるだけの高さに、重要な設備を設置することを

義務付けていない。このような課題を踏まえるなら、危険物を取り扱う化学施設向けに、洪

水、ハリケーン、吹雪、竜巻、干ばつなどの極端な気象現象に備えるための、より強固な業

界ガイダンスが必要である。 

33. アルケマ・クロスビー施設は過去40年間にわたり洪水の被害を受けてきたが、長年勤務して

いる従業員の記憶では、ハリケーン・ハービー以前に洪水が2フィート（約60cm）を超えた

ことはなかった。その結果、アルケマは安全システムの浸水を発生確率の高いリスクとは考

えていなかった。しかし、100年洪水や500年洪水のリスクを評価する際、個々の従業員の経

験のみに頼るのでは、リスクレベルを適切に判断するには不十分である。例えば、アルケ

マ・クロスビー施設の長年の従業員は、2001年の熱帯暴風雨アリソンが、同施設における過

去の洪水の最高水位基準だったと記憶していた。しかし、洪水記録によると、クロスビー施

設においては、1994年のハリケーン・ローザによる降雨や、2015年の無名の嵐による降雨の

方がアリソンよりもより深刻な洪水をもたらしていた。ハリケーン・ハービーでは、アルケ

マ・クロスビー施設の一部で5フィート（約1.5メートル）を超える浸水が発生した。企業は、

過去の外部事象に基づいた施設リスクをより適切に記録するためのシステムを構築し、重要

な事故の概要情報を保持しておく必要がある。洪水のような外部事象は発生確率が低いもの

の、重大な健康被害や安全リスクをもたらす可能性がある。 

34. ハリケーン・ハービーによる洪水は、500年氾濫原の標高を超えて広がった。この洪水レベル

は同地域において前例のないものであったが、異常洪水は定期的に発生していた。1994年以

降、アルケマ・クロスビー施設に最も近い水位計は、3回の100年洪水を記録しており、その

うちの1回は500年洪水基準に近い水位に達していた。近年、異常な降雨による洪水の発生頻

度は増加しており、2015年のEPAの報告書によると、この傾向は今後も続くと予測されてお

り、米国の多くの地域で洪水リスクが高まっている。このEPAの報告書では、テキサス州は

将来の洪水被害の潜在リスクが全米で最も高い地域のうちの一つであることを示している。 

35. 避難区域を二分する形の高速道路90号線は、緊急対応当局によって避難区域が設定された後

も東行き車線が通行可能なままだった。統合司令部にとってこの判断は困難なものであった

が、東方向に移動するハリケーン・ハービーの進路に関連して、人員および資源の移動を確

保するために高速道路90号線を開放することで、緊急対応要員が最初の火災発生後も施設の

近くを通って通行できるようにしていた。しかし、クロスビー施設の状況が不安定になり、

有機過酸化物の分解が進行する可能性があると報告された時点で、緊急対応当局は高速道路

90号線を閉鎖し、代替ルートを確保すべきであった。この判断により、少なくとも21人が、

燃焼中の冷蔵トレーラーや有機過酸化物からの分解生成物と煙に曝露した。ハリケーン・ハ

ービーの緊急対応要員には、高速道路90号線以外で、重要な輸送ルートを確保するための選

択肢が限られていた。有機過酸化物を積載したトレーラーの遠隔測定データには燃焼の兆候

は示されていなかったが、警察官たちは白煙の中を走行し、蒸気の臭いを感じ、曝露症状を

経験したことから、化学物質の放出を報告した。緊急時には、データが不完全であったり、

相反する情報が得られたりすることが多いため、緊急対応要員は、できる限り安全側な判断

を行い、自身と一般市民の安全を確保すべきである。 

36. 英国では、環境庁が、規制対象施設が洪水対策計画を実施するのに役立つガイダンスを公開

している。この洪水対策ガイダンスでは、企業がすべての施設における洪水リスクを把握し、

洪水モデリング結果を取得し、洪水対策計画を策定し、洪水レジリエンスを向上させること

を推奨している。また、このガイダンスでは、企業が洪水発生前に洪水対策計画を策定・実

施できるようにすることや、各計画には作業員の保護、危険なプロセスの安全対策、危険物

の安全確保の手順を含めることを推奨している。アルケマ・クロスビー施設の事故に関連す
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る事項として、環境庁の洪水対策ガイダンスでは、洪水の影響を受けやすい化学製品の安全

対策の実施や、電力供給や液体窒素などの主要なユーティリティの保護を、先を見越して実

施することについて、具体的に記載している。 

1.3. 業界に対するガイダンス 

37. 本件の事故を受け、アルケマはクロスビー施設の、施設内の関連地点の標高を把握するため

の敷地高調査および、ハリケーンなどの異常気象時に起こりうる洪水状況を評価するための

水文学的調査を委託した。アルケマはこれらのデータを活用し、さまざまな深刻度の洪水に

対するリスクを評価することで、今後起こり得る冷却システムの喪失による有機過酸化物製

品の分解に備えた対策を講じることができる。 

38. アルケマが事故後に講じた積極的な対応を踏まえ、CSBは、洪水などの異常気象の影響を受

けやすい地域において、化学物質の製造、取扱い、または保管を行う施設を持つ企業に向け

たガイダンスを以下の通り示す。 

 該当する施設は、異常気象への脆弱性を評価するための分析を実施するべきである。企業

は、プロセス安全情報プログラムの一環として、洪水マップなどの重要な安全情報を収集

すべきである。この重要な安全情報を評価し、施設のどの部分が100年氾濫原または500年

氾濫原に含まれるのかを判断すべきである。さらに企業は、地震ハザードマップを評価し

て地震リスクを把握し、強風などの他の異常気象リスクも考慮する必要がある。 

 企業は、リスク評価および関連する安全対策の適切性を、施設のプロセス安全マネジメン

トプログラムを活用（例えばプロセスハザード分析や施設配置など）して検証すべきであ

る。施設は、異常気象シナリオによる潜在的影響を評価し、緩和策を講じる際には、十分

に安全側のリスクマネジメントアプローチを適用するよう努めるべきである。 

 施設は、重要な安全対策および設備が一般的な故障モードに対して脆弱にならないように

すべきである。洪水を想定する場合、施設が冠水する水位に達した際にも機能する、独立

した安全防護層を確保する必要がある。 

1.4. 勧告事項の概要 

39. 本報告書は、本事故の状況とその原因の詳細を明らかにし、重要な安全上の教訓を提示する

とともに、同様の事故を防止することを目的として、産業界向けに安全ガイダンスを提示す

るものである。CSBは本調査の結果を受けて、アルケマ・クロスビー施設の管理者、アルケ

マ社、米国化学工学会／化学プロセス安全センター（CCPS）、およびテキサス州ハリス郡当

局に対し、安全勧告を行う。CSBは、本書に記載された主要な安全上の教訓とガイダンスを、

各企業が自社施設への適用を検討し、既存のプロセス安全マネジメントの業務慣行と設備設

計を評価したうえで改善を検討することを強く求める。 
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2. アルケマ・クロスビー事業の背景情報 

40. アルケマ・グループは、年間売上90億ドルを誇るグローバルな化学メーカーであり、約50カ

国で事業を展開し、全世界で約20,000人の従業員を擁している [4]a。同社は、2004年にトタル

社の化学品部門が再編された際に設立された [5]。 

41. 北米では、アルケマ・グループは、ペンシルベニア州キング・オブ・プルシア（KOP）に本

社を置く子会社 Arkema Inc.（アルケマ）の下で事業を展開している [6]。この地域子会社は約

6,000人を雇用し、米国、カナダ、メキシコ、ブラジルに48の事業所を運営している [6]。 

42. アルケマは多様な化学製品を製造しており、その中には「Luperox®」と呼ばれる各種有機過

酸化物製品が含まれるb。これらの有機過酸化物の多くは輸送規制により航空輸送が禁止され

ている。その結果、アルケマ・グループ全体では、これらの有機過酸化物製品を9カ国で現地

生産している [7]c。子会社のArkema Inc.は、米国、メキシコ、ブラジルの3カ国で有機過酸化

物製品を生産している。 

43. 米国内では、アルケマは以下の3カ所で有機過酸化物製品を製造している。 

 テキサス州クロスビー（アルケマ・クロスビー）[8] 

 バージニア州フランクリン [9] 

 ニューヨーク州ジェネシオ [10] 

2.1. 有機過酸化物 

44. テキサス州クロスビーにあるアルケマの施設では、約50人の従業員が約30種類の有機過酸化

物製品を製造し、ポリマー製造業者に販売している [11, p. 2]。販売された有機過酸化物製品

は、人工大理石のカウンタートップ、ポリスチレンのカップやプレート、ポリ塩化ビニル

（PVC）のプレートやカップ、自動車部品（ホース、ガスケット、ヘッドライトアセンブリ

等）など、さまざまな消費者向け製品の製造に使用されている [12]。アルケマの前身は1960

年にクロスビー工場の敷地を購入し、1960年代に化学製造プロセスを確立したd e。 

45. 有機過酸化物は不安定な化学薬品であるため、重合開始剤や硬化剤として商業的に重要な役

割を果たしている [13, p. 219]。この不安定性のため、有機過酸化物の保管と取扱いには特別

な注意が必要である［13, p. 219］。有機過酸化物の不安定性は、ペルオキシ基として知られ

る酸素-酸素（-O-O-）結合に由来する［14, p. 3］f。このペルオキシ基は熱によって分解し、

熱や副生成物を発生させるとともに、商業的に有用な化学反応を引き起こす［14, p. 3］g。 

                                                      
a 売上高はアルケマが報告した75億ユーロを、2017年9月の為替レート（1ユーロ＝1.2ドル）で換算 [4]。 
b 「有機過酸化物は、汎用ポリマー（低密度ポリエチレン、PVC、ポリスチレンの反応開始剤）、アクリルポリマー、

不飽和ポリエステル、ゴム架橋などさまざまな分野で使用される開始剤である。[アルケマ・グループの社内推定に

よれば]、この分野では世界第2位である。主な競合企業は AkzoNobel およびUnited Initiators である [214, p. 24]」 
c アルケマは、有機過酸化物製品Luperoxの製造を、米国、メキシコ、ブラジル、ドイツ、イタリア、インド、中国、

韓国、日本（合弁会社）で行っている [7]。 
d アルケマは、長年にわたって化学製品の生産設備と倉庫施設を拡張してきた。 
e アルケマの記録によると、クロスビーの敷地はもともとWallace & Tiernan社が所有していた。1969年にWallace & 

Tiernan社はPennsalt社と合併し、Pennwalt社となった。その後、1990年にElf Aquitaine社に買収されるまで、クロスビ

ー施設はPennwalt社のものであった。2004年のアルケマ設立に伴い、同施設はArkema Inc.の一部となった。 
f 官能基とは、分子に特定の化学的性質を与える原子の集合体である。『The Functional Group Explained』（官能基の
説明） [215]。 
g AkzoNobel社は、『Crosslinking Polymers with Organic Peroxides』（有機過酸化物による架橋処理） [175], 『Free 

Radical Polymerization』（フリーラジカル重合） [174]、『Unsaturated Polyester Resin Curing』（不飽和ポリエステル
樹脂の硬化） [173] など、有機過酸化物の産業用途を紹介する複数の動画を公開している。 

http://www.luperox.com/en/FAQ/
https://www.youtube.com/watch?v=nMTQKBn2Iss
https://www.youtube.com/watch?v=nMTQKBn2Iss
https://www.youtube.com/watch?v=dXT1r5WA6SM
https://www.youtube.com/watch?v=dXT1r5WA6SM
https://www.youtube.com/watch?v=0yOJajPJptA
https://www.youtube.com/watch?v=0yOJajPJptA
https://www.youtube.com/watch?v=ZEjXmHwEWFc&t=94s
https://www.youtube.com/watch?v=ZEjXmHwEWFc&t=94s
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46. 有機過酸化物は、温度に応じた速度で継続的に分解する ［13, p. 219］。各有機過酸化物には

それぞれ異なる分解速度があり、品質や安全上の理由から低温保管が必要なものもある [14, p. 

3]、[11, p. 2]、[15, p. 71]a。 

47. 有機過酸化物が分解すると熱が発生し、発生した熱が周囲への放熱速度を上回ると、有機過

酸化物の温度が上昇し、残存する過酸化物の分解が促進される可能性がある [13, p. 219]。温

度が上昇すると、この反応は自己加速分解温度に達して暴走反応を引き起こす可能性がある 

[13, p. 219]、[16, p. 4]b。  

48. 有機過酸化物の安全性を評価する上で重要な指標の一つが、自己加速分解温度（SADT：Self-

Accelerating Decomposition Temperature）である。SADTは、輸送時の包装状態において自己加

速分解を起こす最低温度を指す [17, p. 7]c d。有機過酸化物はSADT以下の温度でも分解するが、

その分解速度は十分に遅いため、自己加速分解には至らない [17, p. 8]。図2は、アルケマの安

全ビデオから抜粋したもので、自己反応性分解による激しい反応を示している [18]e。 

 
図2：有機過酸化物の分解。左の画像は、自己加速分解を起こしている有機過酸

化物の容器の様子を映したビデオの一場面 [18]。右の図は、有機過酸化物製品が

「推奨保管温度」以下では安全であり、温度がSADTを超えると制御不能な分解

反応が起こることを示すアルケマ作成の説明イラストである [11, p. 3]。 

49. 事故当時、アルケマ・クロスビーの施設では、低温倉庫に冷蔵が必要な有機過酸化物製品が

約367,000ポンド（約170トン）保管されていた。これらの製品は、SADTが23°F（－5℃）か

ら113°F（45℃）の範囲にあるため、冷蔵を必要とする11種類の有機過酸化物が含まれていた

                                                      
a 有機過酸化物の分解では蒸気（ガス）が発生する。この蒸気の一部は可燃性であるが、過酸化水素の分解とは異な

り、有機過酸化物は一般的に酸素を放出しない [14, p. 17]。 
b 熱暴走は以下のように説明される。「発熱反応が熱暴走を引き起こす可能性がある。熱暴走は、反応によって発生

する熱量が除去される熱量を超えたときに始まる。蓄積した余剰熱が反応物の温度を上昇させ、その結果として反応

速度が上昇する。これにより、熱の発生速度が加速され、熱暴走が起こる [176, p. 1]。」 
c SADTは、包装された状態で試験された有機過酸化物が1週間以内に自己加速分解を示す最低温度である。したがっ

て、SADTは有機過酸化物の組成だけでなく、その包装形態にも依存する [14, p. 16]。 
d 「SADTは、標準的な包装に入った製品が自己加速分解を起こす最低温度である。この反応は激しく進行すること

があり、通常は包装を破裂させ、過酸化物、液体および気体の分解生成物が広範囲に飛散する。発生した熱は可燃性

蒸気を自己発火させる可能性がある。一般に、SADTに達してから分解が激しくなるまでには一定の時間がかかるが、

その時間の長さは、SADTをどの程度超過しているかによって異なり、超過温度が高いほど急速に分解が進行する 

[153, p. 1]。」 
e オリジナルビデオはアルケマの公式ウェブサイト [236] で公開されている。 

http://www.luperox.com/en/safety/
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a。これらの有機過酸化物製品は危険であるが、米国運輸省（DOT：Department of 

Transportation）の規制では最も危険なクラスの有機過酸化物には指定されていないb。これら

の有機過酸化物は爆発する可能性があるものの、最終製品としての包装状態では、長期的に

冷却が停止するような潜在的な加熱シナリオなどにより、火災の方がより可能性のあるハザ

ードである [19]c。有機過酸化物に関するその他の情報は、付録Bに記載されている。 

2.2. 有機過酸化物の貯蔵施設 

50. アルケマ・クロスビー施設には、9棟の有機過酸化物貯蔵棟がある。このうち7棟は低温倉庫

と呼ばれる冷蔵保管施設であり、これらの低温倉庫は、貯蔵される有機過酸化物の要件に応

じて、－20°F（約－29℃）から0°F（約－18℃）の範囲で温度管理されている（図3）。1棟は

常温で運用される有機過酸化物保管施設である。最終有機過酸化物の保管施設はアルケマ・

クロスビー施設内で最大の保管施設であり、その内部は複数の区画に分かれており、40°F

（約4°C）から常温の範囲で温度管理されている。 

 
図3：クロスビーの低温倉庫。アルケマ・クロスビー施設にある7つの低温倉庫の

うち3つがこの写真に写っている。（出典：CSBの写真） 

2.3. 冷蔵設備 

51. 7棟の低温倉庫は、それぞれ電力駆動の冷却装置を使用して冷蔵している（図4）。各低温倉

庫には少なくとも2つの冷却装置が設置されており、そのうちの一つはバックアップ用である。

アルケマで扱っている有機過酸化物の一部は自己加速分解温度以下に維持するために冷却が

必要なため、同社の手順では、冷蔵設備に問題が発生した場合に迅速に対応することの重要

性が強調されている。 

                                                      
a アルケマの各有機過酸化物製品の必要保管温度は、SADTよりもかなり低く設定されている。 
b 49 C.F.R. §173.128 (b) (2004)。 
c 有機過酸化物の安全データシートでは、C～Fのタイプの有機過酸化物に対して炎のピクトグラムと「加熱により火

災の危険性あり」というハザード警告が表示されている。タイプAおよびBの有機過酸化物には爆発の危険性がある 

[19]。 

https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=c5761f6a7f1031b076774e513f20f84a&mc=true&node=se49.2.173_1128&rgn=div8
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図4：アルケマ・クロスビー施設の低温倉庫の保冷に使用されている標準的な冷

蔵設備。左の写真は、低温倉庫の内部から熱を除去するために使用される冷却用

蒸発器である。右の写真は、冷媒から熱を除去するための冷凍凝縮装置と、冷却

装置および照明などの建物用電気機器に電力を供給する電源装置であるa。（出

典：CSBの写真） 

52. アルケマの手順書には、低温倉庫の温度上昇が発生する可能性のあるさまざまなシナリオに

沿った対応措置が詳述されている。対応策として、以下の措置が挙げられる。 

 冷蔵設備の問題に対するメンテナンスの迅速化 

 有機過酸化物製品の別の低温倉庫への移動 

 予備電力を供給するための非常用発電機の始動 

 代替冷蔵源としての液体窒素の使用 

 有機過酸化物製品の冷蔵トラックトレーラーへの移動 

2.4. 非常用発電機 

53. アルケマ・クロスビー施設では、7基のディーゼル式非常用発電機が設置されており、施設内

の建物や設備にバックアップ電力を供給している（図5）。このうち2基は、アルケマの低温

倉庫にバックアップ電力を供給している。 

                                                      
a 冷却に関する基本的な説明については、『HOW IT WORKS: Refrigerators』（冷蔵庫の仕組み）を参照のこと [208]。 

https://www.youtube.com/watch?v=wzqTWv8zGlM
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図5：アルケマ・クロスビー施設にある7台の非常用発電機のうちの1台。発電機

21-GN-1は、アルケマの7棟の低温倉庫に非常用電力を供給する2基の発電機のう

ちの1基である。発電機の底部（コンクリート基礎の上部）は地面から約2フィー

ト（約60cm）の高さにある。（出典：CSBの写真） 

2.5. 液体窒素システム 

54. アルケマ・クロスビー施設では、液体窒素システムを使用して、低温倉庫のためのバックア

ップ用緊急冷却源を供給している（図6）。電源やバックアップ電源の喪失など、冷却システ

ムに重大な問題が発生した場合、作業員は短いホースを接続し、バルブを開くことで、有機

過酸化物低温倉庫のいずれかに液体窒素を注入し、冷却源を供給することができる。これは、

電力に依存しない冷却手段である。各低温倉庫には、液体窒素専用の配管が設置されている。

通常、この配管にはキャップが取り付けられ、誤使用を防ぐためにシステムはロックされて

いる。注入された液体窒素は、極低温であることに加え、酸素濃度を低下させるため、作業

員に窒息ハザードを生じさせる。 
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図6：アルケマ・クロスビー施設の液体窒素タンク。このタンクには最大40,000

ポンド（約18トン）の液体窒素が貯蔵されており、有機過酸化物の低温倉庫に注

入することでバックアップ用の冷却源とすることができる。（出典：CSBの写真） 

2.6. 冷蔵トレーラー 

55. 低温倉庫内の温度が上昇する事態に対する最終的なバックアップ手段として、有機過酸化物

製品を可搬型の冷蔵トラックトレーラーへ移すことができる（図7）。アルケマは、これらの

冷蔵トレーラーを主に有機過酸化物製品の顧客への輸送に使用しているが、アルケマの手順

書では、緊急時や低温倉庫の冷却システムの修理中に限り、これらのトレーラーを一時的な

保管場所として使用することを認めている。これらの冷蔵トレーラーの燃料タンクは、冷却

ユニットに電力を供給するコンテナの下に設置されている。満タンであれば、一般的に適切

な低温状態を1週間以上維持することが可能である。 



22 CSB · Investigation Report 

 

 

 
図7：冷蔵トラックトレーラー。アルケマは、有機過酸化物製品の顧客への輸送

や、低温倉庫の一つまたは複数で低温状態を維持できない場合の一時的な保管場

所の提供を目的として、このような冷蔵トラックトレーラーを約12台使用してい

た。（出典：CSBの写真） 

2.7. 製品用トート容器 

56. 低温貯蔵を必要とする有機過酸化物製品は、一般的に1ガロン（約3.8リットル）または5ガロ

ン（約19リットル）のプラスチック容器、またはトート容器に梱包されている。顧客は少量

の有機過酸化物を使用することが多いため、トート容器は顧客にとって利便性が高い包装形

態である。このような有機過酸化物トート容器はパレットに積み重ねられ、シュリンク包装

されるため、作業員が施設内で製品を容易に移動させることができ、輸送時の安定性も確保

される（図8）。 
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図8：積み重ねられた有機過酸化物のトート容器。この写真は、シュリンク包装

された5ガロン容器がパレット上に積み重ねられた例である。（出典：アルケマ

の写真） 
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3. 事故の概要 

57. 国立ハリケーンセンターは、ハリケーン・ハービーa とそれがもたらした大雨についてまとめ

た報告書を作成した。ハリケーン・ハービーは、テキサス州中部の海岸沿いに上陸する前の

時点でカテゴリー4の暴風雨だった [20, p. 1]。この嵐は停滞し、その結果、「テキサス州南東

部に60インチ（約152cm）を超える歴史的な降雨量をもたらした [20, p. 1]」。ハリケーンの進

路を以下の図9に示す。図9に示すとおり、ハリケーンは2度上陸し、テキサス州南東部付近に

長時間留まったことで、この地域に大量の降雨をもたらした。 

 

図9：ハリケーン・ハービーの進路。赤い丸は、アルケマ・クロスビー施設のお

およその位置を示している。（出典：Cooperative Institute for Meteorological 

Satellite Studies [21]、CSBによる編集画像） 

58. ハリケーン・ハービーに関する国立ハリケーンセンターの『Tropical Cyclone Report』（熱帯

低気圧レポート）は、被害状況を次のように記している。 

この豪雨により壊滅的な洪水が発生し、ハービーは米国史上2番目に大きな被害額を出し

たハリケーンとなった（1250億ドル）b。これは、インフレ調整後の評価で、ハリケー

ン・カトリーナ（2005年）に次ぐ規模である。テキサス州では少なくとも68人が暴風雨

の直接的な影響で死亡しており、これは1919年以来、同州で最も多くの死者を出した熱

帯低気圧となった [20, p. 1]。 

59. 降雨に関して報告書は、「ハービーは、1880年代頃に信頼できる降水記録が始まって以来、

その降雨範囲とピーク降水量の両面において、米国の歴史上最も重大な熱帯低気圧による降

                                                      
a 2018年4月、世界気象機関は嵐の名称リストから「ハービー」を除外した。これは、ハービーが非常に壊滅的な被害

をもたらしたため、今後同じ名前を使用することが不適切と判断されたためである。1953年以降、合計86の暴風雨名

が廃止されている [234]。 
b 国立ハリケーンセンターの報告書は、米国海洋大気庁（NOAA）が作成した被害推定値を使用している [20, p. 9]。

『Billion - Dollar Weather and Climate Disasters: Table of Events』[224] を参照のこと。 

https://www.ncdc.noaa.gov/billions/
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雨事象であった [20, p. 6]」とした。報告書はまた、この暴風雨により4万人が危険地域から退

避または避難し、30万以上の建造物が浸水し、約50万台の車両が損壊したと指摘している [20, 

p. 9]。図10と図11は、ハリケーンによる降水の影響が最も大きかった地域を示している。 

 

図10：ハリケーン・ハービーによる降水量（テキサス州南東部）。赤い丸はアル

ケマ・クロスビー施設のおおよその位置を示している [22]。（出典：CSBによる

編集画像） 
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図11：NOAA米国気象局が作成した、年間発生確率に対する降水量の超過を示す

地図（ハリケーン・ハービー、テキサス州南東部）。地域ごとにハービー級の降

水量が年間で発生する確率を示し、色分けしている [23]、[24]。 

60. 表1に示すように、予測降水量はハリケーン・ハービー襲来までの数日間増加し続け、上陸後

も増加した。 

表1：ハリケーン・ハービーによるヒューストン地域の予測降水量。 

日付 テキサス州南東部における予測総降水量 

8月24日（木） 12～30インチ 

8月25日（金） 15～35インチ 

8月26日（土） 15～40インチ 

8月27日（日） 15～50インチ 

61. 最終的に、アルケマ・クロスビー施設の雨量計は、ハリケーン・ハービーの期間中に39イン

チ（約100cm）を超える降雨量を記録した（図12）。 
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図12：アルケマ・クロスビー施設の雨量計データ。アルケマの施設では、ハリケ

ーン・ハービーの影響を受けた数日間に39インチを超える降雨を記録した。 

3.1. 2017年8月24日（木） 

62. ハリケーン・ハービーは、メキシコ湾を10日以上にわたって移動した後、テキサス州の中部

および北部沿岸部に影響を及ぼし、最終的にはテキサス州南東部地域で停滞する可能性が高

いことが明らかになった [1]。2017年8月24日（中部夏時間）午前10時、国立ハリケーンセン

ターは最新情報を発表し、ハリケーン・ハービーが勢力を強めており、暴風雨による深刻な

洪水を引き起こすことが予測されると警告した。発表された最新情報では、以下のように述

べられている。 

ハービーは今朝急速に勢力を強め、上陸時には大型ハリケーンとなり、テキサス州沿岸

の一部に生命を脅かす高潮、豪雨、強風をもたらす見込みである。熱帯暴風雨級の強風

がハリケーンや高潮の警戒区域に到達するのは金曜日であるため [2]、生命と財産を守る

ための準備は本日中に完了しておく必要がある。 

金曜日から来週初めにかけて、テキサス州沿岸の大部分で12～20インチ（約30～51cm）、

一部地域では最大30インチ（約76cm）の大雨による、生命を脅かすほどの洪水が予想さ

れている。 

63. ハリケーン・ハービーが翌日（2017年8月25日金曜日）に上陸することを見越して、アルケ

マ・クロスビー施設の職員は嵐への備えを開始した。アルケマ・クロスビー施設にはハリケ

ーン計画があり、ハリケーン発生前、発生中、および発生後における従業員と施設の保護方

法が詳細に記されていた。この計画の実施を担当するチームは、ハリケーンシーズンの始ま

り（6月1日）以降、定期的に会議を開き、メキシコ湾で形成される、またはメキシコ湾に移

動する暴風雨を監視していた。また、アルケマ・クロスビー施設は、潜在的な嵐の脅威につ

いて本社部門のスタッフと連絡を取り合い、協力しながら、ハリケーンが発生している間は

施設に留まって対応に当たるスタッフで構成される現場対応チームをいつ稼働させるかを決

定した。現場対応チームは、ハリケーンの間、施設の安全確保と状況の変化を監視する責任

を負う。現場対応チームは以下の構成となっている。 

 管理者（2名） 

 オペレーター（4名） 
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 冷却設備専門技術者（1名） 

 保守担当（3名） 

 機械・電気技師（2名） 

64. 木曜日、アルケマの職員は、ハリケーンがクロスビー施設に影響を与えることを想定し、工

場の準備を整える必要があると判断した。施設の担当者は数日前からハリケーン・ハービー

の進行状況を監視しており、ハリケーン対策計画の実施準備が整っていた。現地の天気予報

に基づき、アルケマの施設管理担当者は、ハリケーンがクロスビー施設の南を通過すると予

想し、ハリケーンの間、施設では10～15インチ（約25～38cm）の雨が降ると見積もっていた。

施設の管理チームは会合を開き、施設が深刻な影響を受けた場合に備えて、適切な施設のシ

ャットダウン方法および最善のハリケーン対策について協議した。 

65. 2017年8月24日（木）午後10時（中部夏時間）、国立ハリケーンセンターは、「テキサス州の

中部および北部沿岸地域において、壊滅的かつ生命を脅かす洪水が発生する可能性があり、

15～25インチ（約38～64cm）の豪雨が予想される。一部地域では最大35インチ（約89cm）に

達する可能性がある [25]」と予測した。その日の終わりには、クロスビー地域の降水量予測

は15～18インチ（約38～46cm）と天気予報が告げており、アルケマ・クロスビーの管理チー

ムは本格的な準備作業を開始した。 

66. これまでの経験に基づき、アルケマ・クロスビー施設の従業員は、このレベルの雨は道路を

冠水させるのに十分であり、作業員の出入りが困難になるため、現場対応チームの出動が必

要になることを認識していた。クロスビー施設の職員は、40インチ（約100cm）の降水があ

ると、施設内には1～2フィート（約30～60cm）の浸水が発生し、施設内の移動は困難になる

が、安全システムには影響がないと想定していた。アルケマの物流部門は、サプライヤーや

顧客に電話し、同施設が原料を必要としないことや生産が中断する可能性が高いことを伝え

た。 

3.2. 2017年8月25日（金） 

67. 2017年8月25日（金）の朝の時点で、クロスビー施設の区域の天気予報は、ハリケーンの期間

中、降水量は15～25インチ（約38～64cm）に達し、一部地域では最大35インチ（約89cm）に

及ぶ可能性があると伝えていた  [26]。連邦緊急事態管理庁（FEMA：Federal Emergency 

Management Agency）はテキサス州緊急事態管理局や他の機関と協力し、ハリケーンの影響を

管理するための物資や人員を事前に配置した [27]。その日の終わりには、FEMAはこの状況

を「大規模災害」と正式に宣言した［28］。 

68. 降水量の増加が予測されたことで、地域の道路が冠水する可能性が高くなり、12名で構成さ

れる現場対応チームの招集が必要であると判断された。しかしながら、施設の停電や、冷蔵

された有機過酸化物製品への潜在的な影響に関しての懸念は持たれていなかった。 

69. 2017年8月25日（金）午後2時、ハリケーン・ハービーはカテゴリー3のハリケーンへと変わり、

金曜日の夕方にはカテゴリー4のハリケーンへと発達し、風速は時速130マイル（約210km）

に達した [1]。この日一日でハービーが沿岸部に接近し、ハービーの外側の雨雲がクロスビー

施設周辺で降雨をもたらし始めた（図13）。 
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図13：ハリケーン・ハービーによる、2017年8月25日（金）の1時間ごとの降水量。

アルケマ・クロスビー施設の北東約2.5マイルにあるシーダーバイユー観測ステ

ーション1740が8月25日に測定した、ハリケーン・ハービーによる降雨の1時間ご

との降水量グラフ [29]。 

70. アルケマは、ハリケーン・ハービーの接近に伴い、クロスビー施設での生産を停止した。工

場の従業員は、以下の対策を含めたハリケーンへの準備を開始した。 

 暴風雨による飛散や洪水で流されることを防ぐため、足場や空の製品用トート容器など、

緩んでいる資材を固定。 

 ポータブル機器（コンプレッサーなど）を高所に移動させ、洪水の影響を受けないように

配置。 

 プロセスシャットダウン（プロセス機器を空にして洗浄する作業も含む）の完了。 

 オフロードフォークリフトやボートを含む暴風雨対策用の機材を施設内に配置。 

 ポンプ、ホース、土嚢などの機材を適所に配置。 

 非常用発電機および冷蔵トレーラーのディーゼル燃料タンクに燃料を補充。 

 液体窒素タンクが満充填であることを確認。 

 暴風雨のシナリオと是正措置について現場対応チームのメンバーと確認。 

 大雨に備えて排水処理設備の水位を下げる。 

71. 金曜日、アルケマ・クロスビー施設に降った雨は1インチ（約2.5cm）程度であったが、嵐の

勢力は強まりつつあった（図13）[29]。午後10時頃、ハリケーン・ハービーの目が、テキサス

州南部湾岸にあるコーパスクリスティの北東約30マイルの地点に上陸した [1]。暴風雨がテキ

サス州内に進むにつれて、国立ハリケーンセンターは、テキサス州の中部および北部の沿岸

部全域で15から30インチ（約38から76cm）の大雨が降り「壊滅的で生命を脅かす洪水」が発

生すると予測し、一部の地域では40インチ（約100cm）に達すると警告した [30]。 

3.3. 2017年8月26日（土） 

72. 午前10時の時点で、国立ハリケーンセンターからの予報は変わらず、15～30インチの大雨、

一部地域では40インチに達する大雨との予報であった [31]。ヒューストン地域で雨が降り続
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く中、クロスビー施設では浸水が始まり、（クロスビー施設がある）シーダーバイユー流域

では水位が約13フィート（約4m）上昇した（図14）。 

 

図14：ハリケーン・ハービーによるシーダーバイユー流域の水位を示す観測ステ

ーション1740のグラフ。水位は、2017年8月26日（土）の一日を通して、徐々に

上昇し続けた [29]a b。 

73. アルケマが施設を停止し、現場対応チームを始動させると、クロスビーの現場対応チーム12

名は嵐の間、施設内に留まった。その後、事態が進展し、現場対応チームは有機過酸化物製

品をクロスビー施設内の安全な場所に移動させる作業を開始した。施設内の水位が上昇する

中、現場対応チームは工場の状態を監視し、特に工場のユーティリティと廃水処理システム

が増加する負荷に対応できるかを確認した。現場対応チームは施設周辺を巡回し、風や水で

移動する恐れのある物がないか確認するとともに、施設の状況を把握した。今後時間が経過

し、増水が続くようであれば、現場対応チームは、各建物の電源用変圧器を含む電気設備へ

の通電を事前に遮断し、ショートしないようにする必要があるだろう。 

74. 現場対応チームは、主に各設備が地面からどの程度の高さに設置されているかを評価するこ

とで、施設内の電気設備の浸水リスクを分析した。低温倉庫の480ボルト変圧器の浸水は、そ

の故障が設備の損壊だけでなく付近の作業員を感電させる危険性もあるため、最大の懸念事

項であった。現場対応チームは、低温倉庫（あるいは他の建物）において水の影響を受けや

すい電気機器に浸水が到達するリスクがあると判断すると、その時点で、水が電気機器に到

達する前に手動で建物全体の電源を切った。 

75. 土曜日の夜、暴風雨のために工場の電話システムが機能停止したが、現場対応チームは携帯

電話を使うことができた。一日中降り続いた雨により施設の浸水状況は悪化し、低温倉庫周

辺には停滞水が広がった。現場対応チームのメンバーは、水位がさらに上昇すれば、低温倉

庫の一部が停電し、それに伴い冷却能力を失うため、有機過酸化物製品を移動させる必要が

あることを認識した。しかし、この時点では、現場対応チームは、事態は管理可能であり、

ハリケーンが施設運営に与える影響も最小限に留まると考えていた。 

                                                      
a 水路底（BOC：Bottom of Channel）とは、バイユーの最も低い地点の標高を指す。堤防頂部（TOB：Top of Bank）

とは、大雨の際に水が溢れ出す可能性のある場所における堤防の高さを指す。特定の河川の水深を求めるには、堤防

頂部の測定値から水路底の標高を差し引く [139]。 
b 高速道路90号線のシーダーバイユーでは、堤防頂部は53.4フィート（約1.8m）、水路底は36.09フィート（約1.1m）

である [29]。 
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76. アルケマ本社の担当者は、嵐の進路上にあるテキサス州のアルケマ施設における豪雨対応を

支援するため、全社危機管理チームを招集した。危機管理チームは、あらゆる種類の危機的

状況の際に支援を提供し、コミュニケーションを調整する。危機管理チームのメンバーはこ

の時点ですでに会合を開いていたが、クロスビー施設（および同地域の他のアルケマ施設）

の現場対応チームならば、洪水の水位上昇が止まりさえすれば、施設で起こるいかなる種類

の流出や事故も防ぐことができると考えており、また、水位の上昇も間もなく止まるだろう

と予想していた。 

77. 午後10時、国立ハリケーンセンターは最新情報を発表し、2017年8月31日までにさらに15～25

インチの降雨量、一部地域では合計40インチに達する降雨量の予測を報告した [32]。この最

新情報には、テキサス州南東部の大部分で「生命を脅かす」洪水の危険が続くという警告が

含まれていた [32]。2017年8月26日（土）の終わりまでに、アルケマ・クロスビー施設付近で

は約5インチの雨が降った（図15）[29]。 

 

図15：ハリケーン・ハービーによる、2017年8月26日（土）の1時間ごとの降水量。シー

ダーバイユー観測ステーション1740が8月26日に測定した、ハリケーン・ハービーによる

降雨の1時間ごとの降水量グラフ [29]。 

78. 雨は降り続き、ハリケーン・ハービーがテキサス州南東部に停滞する中、アルケマ・クロス

ビー施設の水位は上昇し続けた。ハービーによる前例のない降雨がテキサス州南東部全域に

降り注ぎ、下流の水位も上昇し続けたため、施設内の水位の上昇速度が加速し始めた（図

14）。しかし、現場対応チームは、気象予報が最大30インチの降水を予測していることを確

認し、その範囲であれば対応可能であり、低温倉庫を含めた施設に深刻な影響を及ぼすこと

はないと判断していた。実際、その日の正午頃、現場対応チームの管理者は、現場対応チー

ムの解散及び数日以内に通常の人員配置と操業に戻す計画について議論するため、電子メー

ルを送った。しかし、土曜日の夜になっても嵐は予想通りには収束せず、施設内の水位は依

然として上昇し続けたため、管理チームは運用上の意思決定を「1日ごとに判断する」方針に

変更した。 

3.4. 2017年8月27日（日） 

79. 午後10時、国立ハリケーンセンターは最新情報を発表し、「ハービーはテキサス州南東部上

空で蛇行を続けており、壊滅的で生命を脅かすほどの洪水を引き起こす雨を降らせている [3]」

と報告した。また、今後数日間で、さらに15～25インチ（約38～64cm）の降雨が予想され、
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一部地域では総雨量が50インチ（約130cm）に達する可能性があると予測した [3]。この最新

情報の中で、「安全のため、不要不急の外出は控えるように」との警告が出された［3］。 

80. 日曜日の早朝、大規模な洪水が発生し、現場対応チームのメンバーは、水位が電気設備に達

する前に、一部の低温倉庫の電源を予防的に遮断した。図16は、アルケマ・クロスビー施設

のGoogle Earthによる俯瞰画像である。この画像では、左下（南西部）が低地であり、右上

（北東部）に向かうにつれて地盤が高くなっている。午後2時の時点で、施設の一部には4フ

ィート（約1.2m）の水が溜まっていた。水位の上昇に伴い、低温倉庫（図16中の左から右へ

番号1～7）の運用に影響が及び、現場対応チームによってほぼその番号順に倉庫への電源が

遮断され、有機過酸化物製品は低温倉庫から冷蔵トレーラーへと移動された。 

 

図16：ハリケーン・ハービーが襲来する前のアルケマ・クロスビー施設のGoogle 

Earth俯瞰画像。この図は、施設の主要な設備の配置を示しているが、建物や発

電機に振られている番号は実際の設備番号とは一致しない。（出典：CSBによる

編集画像） 

81. アルケマ・クロスビー施設は、他のアルケマ有機過酸化物製造施設向けに、有機過酸化物の

低温保管機能を提供する、地域の流通センターとして機能していた。中心的な流通拠点とし

て同施設には11台の冷蔵トレーラーが配備されており、バックアップ保管用の貯蔵庫として

使用されていた。図16には、低温倉庫2の隣に冷蔵トレーラーが多数見える。 

82. 水位の上昇に伴い、作業員が低温倉庫の電源を切ると（図17）、現場対応チームは7棟ある低

温倉庫のうち6棟から有機過酸化物製品を取り出し、別の低温倉庫または施設内にある11台の

冷蔵トレーラーのうちの1台へ移動させた。日曜日の午後早くには、作業員は3棟の低温倉庫

の電源を遮断した。低温倉庫1は、浸水が電気部品に達する恐れがあったため、最初に手動で

電源を落とした。次に低温倉庫2と低温倉庫3の電源が手動で遮断され、そこに保管されてい

た有機過酸化物製品は別の場所に移された。現場対応チームはフォークリフト（図18）を使

って、これら3棟の低温倉庫から約20パレットの有機過酸化物製品を2台の冷蔵トレーラーに
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移し、その後、それらを高台にあるレイダウンエリアに移動させたa。この最初の3棟の低温

倉庫が空になった後、現場対応チームは「現場では他の倉庫の冷却能力が失われる可能性は

ないと考えているが、もしそうなった場合、十分に（有機過酸化物を）保管できる能力（冷

蔵トレーラー）は確保できない可能性がある。」との報告を送った。現場対応チームの想定

とは異なり、洪水の水位は下がることなく、むしろ上昇し続けた。その結果、他の低温倉庫

も電源を失い、作業員は有機過酸化物製品を別の場所へ移動する作業を継続することとなっ

た。 

 

図17：低温倉庫の裏に設置された空調設備。空調設備に重ねて引かれた赤い線は、

アルケマ・クロスビー施設の最終的な浸水水位を示している。（出典：CSBの写

真） 

                                                      
a クロスビー施設にはセミトレーラートラック（「ヤードミュール」と呼ばれる）が2台配備されており、作業員はこ

れを使って冷蔵トレーラーを施設内で移動させていた。 
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図18：現場対応チームが使用したフォークリフト。この画像に示されているフォ

ークリフトは、現場対応チームのメンバーが、浸水水位の上昇に伴い電源を遮断

した保管施設から有機過酸化物のパレットを移動させるために使用したものであ

る。（出典：アルケマの写真） 

83. 洪水の水位が上昇したため、現場対応チームは低温倉庫だけでなく、工場内の他の建物の電

源も遮断した。他の建物への電力供給が停止されたことで、現場対応チームは廃水処理施設

など一部のシステムを遠隔監視する能力を失った。その結果、現場対応チームは工場の重要

なデータを1時間ごとに手作業で記録するようになり、危険な天候にさらされる機会が増え、

12名の対応チーム全体の作業負荷も増大した。 

84. 水位がさらに上昇したため、施設の給水ポンプおよび消火用水ポンプの電源を切る必要が生

じた。上昇した水位はバックアップ発電機の一部にも達し、現場対応チームはその電源も遮

断することになった。電源を切った発電機には図16の低温倉庫1、2、3にバックアップ電力を

供給していた発電機（図19）も含まれていたが、現場対応チームメンバーの安全を確保する

ためにはそうせざるを得なかった。なお、すでに手動で電源を落としていた低温倉庫につい

ては、バックアップ発電機の供給も不要である。 
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図19：低温倉庫にバックアップ電力を供給する非常用発電機。左の写真は、2017

年8月29日（火）に洪水標高が発電機の下半分を覆った様子を示している（黄色

の楕円部分）。右の写真は、事故後に撮影された同じ発電機の様子である。（出

典：CSBが修正したアルケマ社の写真（左）、CSBの写真（右）） 

85. 水位が上昇し、施設内の車両の移動が困難になり始めたため、現場対応チームのメンバーは

浸水を避けるため、自家用車を高台に移動した。 

86. 前述したように、液体窒素のタンクは、低温倉庫の冷却能力喪失や電力喪失に備えたアルケ

マの安全対策の一つであった。作業員は液体窒素を冷蔵保管施設に直接注入して温度を下げ

ることができる。しかし、日曜日には、施設全体の電力が完全に失われる危険性が明確にな

ったため、現場対応チームは液体窒素システムが確実に使用できるように準備することを決

定した。液体窒素の配管システムにより、必要に応じて各低温倉庫に1カ所ずつ窒素を注入す

ることが可能であったが、しかし、増水によって配管が水没し始め、システムの利用が困難

になり始めた。この状況を受け、現場対応チームのメンバーが、現時点でもアルケマ・クロ

スビー施設内を走行可能な、車高を上げて大型タイヤを装備した自家用車を持つ工場監督者

を呼び寄せた。現場に到着した工場監督者は、浸水水位が上昇してもアクセスできるように、

窒素配管システムに1フィートの延長部分（図20）を追加した。その後、工場監督者は現場を

離れる前に、さらに有機過酸化物製品を冷蔵トレーラーに移すのを手伝った。 

  



36 CSB · Investigation Report 

 

 

 

図20：液体窒素配管の延長。工場監督者は、有機過酸化物製品が保管されている

低温倉庫に現場対応チームが液体窒素を注入する必要が生じた場合に備え、接続

ポイントが洪水標高より上に維持されるよう液体窒素の配管を延長した。しかし、

この延長された接続部も十分な高さではなく、水位のさらなる上昇により最終的

には浸水してしまった。（出典：CSBの写真） 

87. 現場対応チームは、低温倉庫の電源を切った後、そこに保管されていた有機過酸化物製品を、

まだ電源が供給されている他の低温倉庫か冷蔵トレーラーに移動した。その後、冷蔵トレー

ラーは、施設の北端にあるレイダウンエリアに移された（図21）。日曜日の夜までに、現場

対応チームは低温倉庫7を除くすべての低温倉庫の電源を手動で遮断し、その後、6棟の低温

倉庫から搬出した有機過酸化物製品を、工場北端のレイダウンエリアで稼働していた6台の冷

蔵トレーラーに移し替えた。 
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図21：レイダウンエリアに配置された冷蔵トレーラー。この写真は、アルケマ・

クロスビー施設に停められた、有機過酸化物製品を積んだ6台の冷蔵トレーラー

を示している。写真上部には空のタンカートレーラー2台も確認できる。（出

典：アルケマ社提供写真） 

88. ハリケーン・ハービーの一連の出来事を通して、現場対応チームの管理者は、アルケマ社の

全社危機管理チームと継続的に連絡を取り合い、工場の状況を共有していた。アルケマ・ク

ロスビーの工場長は、工場の状況を詳細に記した電子メールを毎日、本社の担当者に送り、

低温倉庫の喪失など重要な事象が発生した際には携帯電話で連絡を取った。現場対応チーム

はアルケマ本社に現場の状況を伝え、低温倉庫の冷却システムが機能しなくなった際には、

最善の対応方法について助言を求めた。 

89. テキサス州南東部の広範囲では日曜日いっぱい豪雨が続いた。数時間の間、ハリケーン・ハ

ービーは東南東にゆっくりと移動し、メキシコ湾北西部では豪雨帯の形成が続き、テキサス

州の北部沿岸部やルイジアナ州南西部へと流れ込んでいた。ヒューストン広域圏では、すで

に20～27インチ（約51～69cm）の降水量が記録されており、さらに今後数日間で15～25イン

チ（38～64cm）の降水量が予測されていた。一部の地域では累積降水量が50インチ（約

130cm）に達する可能性があるとされ、地域史上最大級の降水量になると予測されていた。

図22に示すように、この日、アルケマ・クロスビー施設周辺では、ハリケーン・ハービーに

よる一日降水量の最大値（約23インチ（約58cm））が記録された [29]。 
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図22：ハリケーン・ハービーによる、2017年8月27日（日）の1時間ごとの降水量。

シーダーバイユー観測ステーション1740が8月27日に測定した、ハリケーン・ハ

ービーによる降雨の1時間ごとの降水量グラフ [29]。 

 

3.5. 2017年8月28日（月） 

90. ハリケーン・ハービーによる雨はこの地域で降り続き、施設の浸水は終日上昇し続けた。ア

ルケマ・クロスビー施設では、降雨が長時間途切れることもあったが、周辺地域ではすでに

大量の水が溜まっていたため、工場内の水位は上昇し続けた（図23）。 

 

図23：ハリケーン・ハービーによる、2017年8月28日（月）の1時間ごとの降水量。

シーダーバイユー観測ステーション1740が8月28日に測定した、ハリケーン・ハ

ービーによる降雨の1時間ごとの降水量グラフ [29]。 

 

91. 午前2時頃、CenterPoint社a の主変圧器（図24）が増水により故障した。残っていた2台の発電

                                                      
a CenterPointは、アルケマ・クロスビー施設に電力を供給していた電力会社である。 
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機（図16、発電機2および3）がこの時点で作動し、唯一稼働していた有機過酸化物の低温貯

蔵棟である低温倉庫7に電力を供給した（図25）。その後、発電機の1台が浸水により故障し

たが、もう1台の発電機は稼働を続け、低温倉庫7に電力を供給していた。施設には一次電源

がなく、非常用発電機も長くはもたないだろうと判断した現場対応チームは、午前3時頃、低

温倉庫7内の有機過酸化物製品を建物の外に停めてあった2台の冷蔵トレーラーへ移動させる

作業を開始した。その残りの低温倉庫には10万ポンド（約45トン）を超える有機過酸化物製

品が保管されており、現場対応チームは低温状態を維持できる可能性のある冷蔵トレーラー

に製品を移す必要性を認識していた。 

 

図24：アルケマ・クロスビー施設のCenterPoint社製変圧器。これらは、アルケ

マ・クロスビー施設にあるCenterPoint社の主変圧器である。（出典：CSBの写真） 

 

図25：非常用発電機。これは、アルケマ・クロスビー施設の停電時に自動的に作

動する非常用発電機の一つである。（出典：CSBの写真） 
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92. 午前4時頃、電源喪失により廃水処理ポンプが作動不能となった。その結果、施設はプロセス

機器と廃水タンクを囲む防液堤の排水ができなくなり、廃水処理用の防液堤には、廃水が溜

まり始めた。この状況は、低温有機過酸化物製品の冷却が失われることに対して直接の影響

はなかったが、現場対応チームの作業負担を増大させ、その業務をより複雑にした。 

93. 月曜の朝5時頃、洪水がさらに増水し続ける中、現場対応チームは、電気設備への影響を防ぐ

ため、先手を打って最後の非常用発電機（図25）を停止した。これにより、いずれの低温倉

庫にも電力が供給されていない状態となった。 

94. 月曜日の朝、現場対応チームが液体窒素冷却システムを点検したところ、前日に工場監督者

が追加した1フィート（約30cm）の配管延長部が完全に洪水に浸かっており、システムが使

用不能となっていた。クロスビー施設で40年近くの経験を持つ工場監督者は、この延長によ

って接続部が予想される洪水標高より十分に高くなると考えていた。しかし、水位はそれを

上回る高さまで上昇し、配管延長部は最終的に完全に水没した。 

95. 午前中、冷蔵トレーラーや有機過酸化物製品のパレットを移動させるために作業員が使用し

ていた機器（フォークリフトやセミトレーラートラック）の電気系統が浸水の影響で次々と

故障し始めた。この時点から、現場対応チームは有機過酸化物のパレットを持ち上げること

も、冷蔵トレーラーをレイダウンエリアへ移動させることもできなくなった。その結果、3台

の冷蔵トレーラーが保管倉庫のそばに取り残された（図26）。さらに、低温倉庫周辺の水位

は胸の高さまで達し、現場対応チームの移動や作業は一層困難になった。また、まだ有機過

酸化物製品を積み込んでおらず、レイダウンエリアへ移動させる予定だった空の冷蔵トレー

ラーも、燃料タンクに水が入り込み、使用不能になった。その結果、今回の事故中に有機過

酸化物製品を保管できた冷蔵トレーラーは、11台中9台のみだった。 

 

図26：高台へ移動できなかった3台の冷蔵トレーラー [33]。この航空写真は、ア

ルケマ社の現場対応チームが避難した後、2棟の有機過酸化物製品保管倉庫の近

くに取り残された3台の冷蔵トレーラー（黄色と赤の円）を示している。（出

典：CSBによる編集写真） 

96. 月曜日の朝、アルケマの全社危機管理チームは、低温保管が必要な有機過酸化物製品を安全

に管理するためのシナリオを検討した。チームの最優先事項は、有機過酸化物製品の発火を

防ぐことであり、そのためには、冷蔵トレーラーに冷蔵システムの稼働に十分な燃料がある

ことの確認、冷却の維持、冷蔵トレーラーを低温保管が可能な別のアルケマ施設または他の
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有機過酸化物メーカーの施設へ移動する選択への調整も必要となる。しかし、全社危機管理

チームは、敷地外での保管の可能性を検討したものの、輸送用の車両や運転手がクロスビー

施設に到達できないと判断した。 

97. しかし、もしアルケマが有機過酸化物製品を敷地外に移動させたいと考えていたのであれば、

そのような決定はかなり早い段階、可能であればハリケーン・ハービーが上陸する前の段階

で行うべきであった。運輸省の規制では、危険物を輸送する運転手に対し、危険物輸送資格

付きの商業運転免許の取得を義務付けている [34]。有機過酸化物は危険物に分類されるため、

アルケマはこの資格を持つ運転手を確保する必要があった。しかし、特にハリケーンのよう

な緊急事態では、この要件を満たす追加の運転手を確保し、さらに輸送手段を手配するには、

数日から数週間を要しただろう。 

98. 図16に示されている低温倉庫7には、約50パレット分の有機過酸化物製品が残っていた。低温

倉庫の電源が完全に失われ、冷却機能も停止したため、作業員はこれらのパレットを移動さ

せる必要があった。現場対応チームのメンバーは、低温倉庫7内のパレットを分解し、個々の

有機過酸化物容器を手作業で近くの建物に停めた冷蔵トレーラーへ移した。最終的に現場対

応チームは、合計約2,160個の有機過酸化物容器を低温倉庫7から最後の冷蔵トレーラーまで

手作業で移動した。この作業は深夜まで続き、現場対応チームは懐中電灯を頼りに暗闇の倉

庫内で作業を完了させた。 

99. 月曜日の終わりまでに、作業員は、低温保管が必要な11種類の有機過酸化物製品（約10,500

個の個別容器に収納され、総重量350,000ポンド（約160トン）以上）を9台の冷蔵トレーラー

に移した。図27と図28は、9つの冷蔵トレーラーの最終的な位置を示している。施設の南端近

くにあった3台の冷蔵トレーラーは、4,000個以上の有機過酸化物容器を収納していたが、依

然として浸水したままであり、現場対応チームはこれらのトレーラーは稼働し続けることが

できず、収容している有機過酸化物製品を冷蔵し続けることができないのではないかと懸念

していた。 
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図27：有機過酸化物製品を積載した9台の冷蔵トレーラーの配置。（出典：

Google Earthの画像をCSBが加工） 
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図28：有機過酸化物製品を積載した9台の冷蔵トレーラーの写真。（出典: アル

ケマ提供の写真をCSBが加工） 

100. 図29に示されているように、洪水は最終的に一部の低温倉庫の床面を超える高さまで上昇し

た。しかし、その時点までに現場対応チームは、これらの低温倉庫からすべての有機過酸化

物製品を搬出し終えていた。もし、有機過酸化物製品が倉庫内に残されていた場合、バック

アップ安全システムの有無にかかわらず、温かい水によって急速に加熱され、発火したであ

ろう。 

 

図29：アルケマ・クロスビー施設の低温倉庫。赤い線は、洪水の最高水位を示し

ており、地上から約5フィート（約1.5メートル）の高さに達していた。（出典：

CSBの写真） 

101. 月曜日の夜まで、施設内を移動する最も実用的かつ安全な方法はボートであった（図30）。

現場には2隻のボートがあった。1隻は小型のボートで、アルケマの工場におけるハリケーン

対策計画の一環として事前に用意されていたもの。もう1隻は、洪水標高の上昇に伴い、現場
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対応チームのメンバーの親族が持ち込んだ全長16フィート（約4.9メートル）の大型ボートで

ある。 

 

図30：現場対応チームがアルケマ・クロスビー施設内を移動するために使用した

ボート。写真に写っているのは、洪水の中で施設内を移動するために使用された

16フィートのボートに乗った現場対応チームの2人のメンバーである。（出典：

アルケマの写真） 

102. 現場対応チームが状況の深刻さをアルケマの全社危機管理チームに報告した後、全社危機管

理チームはハリス郡の緊急対応要員に対し、クロスビー施設での化学物質の流出や火災の可

能性があることを警告した。また、アルケマの全社危機管理チームは、レイダウンエリア以

外に配置された冷蔵トレーラーが停電した場合、トレーラー内の有機過酸化物製品が発火す

る可能性があることを想定し、対応準備を開始した。全社危機管理チームが実施した分析の

結果、冷蔵トレーラーが機能を失った場合、内部の製品は数日以内に自己加速分解温度

（SADT）に達し、発火する可能性が高いことが判明した。 

3.6. 2017年8月29日（火） 

103. 深夜頃、心配した家族が地元当局に通報したため、ハリス郡の緊急対応要員が現場対応チー

ムのメンバー1名を避難させた。残りの現場対応チームメンバーは、避難する前に、現場を確

認し、明るくなってから冷蔵トレーラーの状態を再評価するために残った。 

104. 火曜日の朝、現場対応チームは、夜間の間に1台の冷蔵トレーラーが部分的に傾き、建物にも

たれかかっているのを発見した（図31）。この傾きは、洪水による水流がトレーラーのサポ

ートを倒すほど強かったか、トレーラーが有機過酸化物製品を過積載していたか、あるいは

その両方の状況が重なったために起こったと思われる。全社危機管理チームのメンバーは、

現場対応チームから図31の写真を受け取り、クロスビーの施設では有機過酸化物製品の分解

が原因で少なくとも1件の火災が発生する可能性が高いと推察した。少なくとも冷蔵トレーラ

ーのいくつか（レイダウンエリアに移動できなかったもの）は電力を維持できず、最終的に

は冷却ができなくなるだろう。アルケマ社の全社危機管理チームは、ハリス郡の緊急対応要

員に現場対応チームの避難を要請することを決定した。 
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図31：2017年8月29日（火）朝のクロスビー施設の状況。この写真は、現場対応

チームが全社危機管理チームに送信したもので、左側のトレーラーが傾いている

様子を示している。（出典: アルケマの写真をCSBが編集したもの） 

105. 火曜日の午前中、現場対応チームは、施設の状況を確認して、アルケマの全社危機管理チー

ムおよび緊急対応要員へ最新情報を提供するため、最後にもう一度ボートで施設内を巡回し

た。正午頃、ハリス郡の緊急対応要員がボートで現場対応チームを避難させ、近くの消防署

に移送した。 

106. 図31に示されている3台の冷蔵トレーラーは、現場対応チームが高台にあるレイダウンエリア

へ移動できなかったトレーラーである。図31に示された3台の冷蔵トレーラーの冷却システム

は、高水位が原因で故障した可能性が高い。一方で、レイダウンエリアにあった6台の冷蔵ト

レーラーは、依然として稼働し、有機過酸化物製品の冷却を維持していた（図32）。 

 

図32：高台に置かれた有機過酸化物用の冷蔵トレーラー。この写真は、2017年8

月29日（火）、ハリケーン・ハービーによる高水位の洪水の中、有機過酸化物製

品を収容し、アルケマ・クロスビー施設北側の高台に設置されていた冷蔵トレー

ラーである。この場所にあった6台のトレーラーは2017年9月3日の管理燃焼の際

にすべて焼却された。（出典：アルケマの写真） 

107. 日中、クロスビー施設では、洪水標高が廃水タンクを囲む二次防壁の上端を超え、有機液体
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が洪水水に流出した。二次防壁内に設置されていた2基の廃水タンクは大気に開放されており、

過度の降雨によって内部の液体が溢れ出た。アルケマは、約23,000ポンド（約10,400kg）の有

機化合物が洪水水に流出したと報告した（表2）。 

表2：洪水水中に放出された化学物質。アルケマの廃水タンクが溢れた際、以下

の化学物質（およびその数量）が、ハリケーン・ハービーによる洪水水へ流出し

た。 

化学物質 数量 
（ポンド） 

tert-アミルアルコール 2,026 

tert-ブチルアルコール 2,026 

ジ-tert-ブチル過酸化物 507 

ジ-tert-アミル過酸化物 507 

2,5-ジメチル-2,5-ジ-（tert-ブチル過酸化物）ヘキサン 507 

エチルベンゼン 405 

ナフタレン 405 

ナフサ（重質および軽質） 6,089 

キシレン 405 

1,2,4-トリメチルベンゼン 2,229 

ミネラルスピリット 8,106 

108. 午後、アルケマは9台の冷蔵トレーラーのうち6台から遠隔測定データの受信を開始した。こ

のデータは、6台の冷蔵トレーラーの製造メーカーから提供されたものであった。他の3台の

トレーラーは別のメーカーから供給されたもので、遠隔測定データ機能はなかった。遠隔測

定データには、冷蔵トレーラー内の空気温度や、冷却システムが作動しているかどうかの情

報が記録されていた。アルケマは、このデータを緊急対応要員に提供し、冷蔵トレーラーが

いつ燃え始めるかを推定するために使用した。積載されていた有機過酸化物製品の種類に基

づく冷蔵トレーラーのSADTの推定値は、19°F（約－7°C）から70°F（約21°C）の範囲であっ

た。ただし、注意すべき点として、遠隔測定データで得られた温度は、各冷蔵トレーラー内

部の「空気の温度」であり、有機過酸化物製品そのものの温度を直接測定したものではなか

った。また、暴風雨の中、積み込み作業が慌ただしかったため、現場対応チームのメンバー

は各冷蔵トレーラーにどの種類の有機過酸化物製品が積載されているのかを正確に特定する

ことができなかった。そのため、遠隔測定データは、トレーラーの冷却がいつ停止し、内部

の温度がどの程度上昇しているかを把握する参考にはなったが、このデータから冷蔵トレー

ラーやその内容物がいつ発火するかを正確に判断することはできなかった。 

109. 現場対応チームがクロスビー施設から避難した際、工場長は緊急対応要員に対し、施設の概

要と冷蔵トレーラーの状態について、当時の状況を理解している範囲で説明した。また、工

場長は、多くの冷蔵トレーラーが電力を失い、冷却機能を維持できない状態であることを緊

急対応要員に伝えた。また、アルケマは、事故発生中を通じて緊急司令センターにスタッフ

を常駐させ、緊急対応要員に最新情報を伝えた。 

110. アルケマ・クロスビー事故を担当した緊急対応要員は、同施設周囲1.5マイル（約2.4km）を

避難区域に設定した（図33）。FEMA、米国環境保護庁（EPA：Environmental Protection 

Agency）、およびハリス郡消防局を含む緊急対応機関は、冷蔵トレーラーの燃焼を前提とし



CSB · Investigation Report 47 

 

 

た分析とシミュレーションを実施した。この分析では、二酸化硫黄貯蔵タンクからの流出、

イソブチレン貯蔵タンクからの流出、燃焼した冷蔵トレーラーからの降灰が評価された。分

析結果によると、冷蔵トレーラーの燃焼による煤煙や粒子状物質の影響を考慮した場合、1マ

イル（約1.6km）の避難区域で十分であると判断された。しかし、保守的に考えて、地域住民

の安全を高め、資源を効率的に配分することを考慮し、緊急対応機関は避難区域を1.5マイル

（約2.4km）に拡大する決定を下した。この決定プロセスにおいて、アルケマ本社の全社危機

管理チームと協議が行われた結果、同危機管理チームも、有機過酸化物の燃焼が避けられな

いという想定のもと、1.5マイルの避難区域が妥当であると同意した。その結果、緊急対応要

員が避難区域内の住民の避難を開始し、約205人の住民が自宅から避難した。 

 

図33：避難区域の拡大。アルケマ・クロスビー施設周辺の1.5マイルの拡大避難

区域が赤丸内に表示されている。（出典：Google Earthの画像をCSBが加工） 

111. 午後4時50分、アルケマは施設から避難したことを一般に知らせる公式声明を発表し、現在の

状況について警告を行った。同声明は、事故について以下のように述べた。 

現在、クロスビー地域ではこれまでにない水位の上昇により、有機過酸化物製品保管用

の予備コンテナの冷却機能が損なわれている。アルケマとしては、嵐が収まるまでは、

施設の現状に対してできる対応が限られている。当社は、各冷蔵コンテナの温度を遠隔

監視している。現時点では、直ちに危険が差し迫っているとは考えていないが、施設内

で化学反応が発生し、火災や爆発につながる可能性がある [35]。 

3.7. 2017年8月30日（水） 

112. 緊急対応要員は住民の避難と避難区域の維持を継続した。避難区域につながる道路を監視す

るために、多くの連邦機関や地方機関が人員を提供した。緊急対応要員には、アルケマ・ク

ロスビー施設で「爆発の可能性が差し迫っている」との警告が伝えられていた。避難した地

域住民の中にも、工場での事故が差し迫っていると考え、避難を急いだ者がいた [36]。 

113. クロスビー施設での対応のため、国家インシデント管理システム（NIMS：National Incident 
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Management System）の手順に従い、統合司令部が設置された。統合司令部は、ハリス郡消防

署長事務所、クロスビー・ボランティア消防団、ハリス郡保安官事務所および警察官、ハリ

ス郡公害管理局、アルケマ社、EPA、テキサス州環境品質委員会（TCEQ：Texas Commission 

on Environmental Quality）で構成され、事故の後半にはヒューストン市爆発物処理班も加わっ

た。クロスビー・ボランティア消防団が事故指揮を担当し、指揮所はクロスビー消防署に設

置された。 

114. 図34は、避難区域周辺に配置された緊急対応要員の位置を示している。避難区域への立ち入

りを防ぐため、戦略的な地点に道路封鎖が設置された。避難区域の周辺には、燃焼生成物を

検査するための大気モニタリングステーションが設置された。 

 

図34：避難区域と主要な待機場所。避難区域（赤丸）は、緊急対応要員の待機場

所（道路封鎖、司令センター、大気モニタリングステーションなど）に囲まれて

いる。（出典：Google Earthの画像をCSBが加工） 

115. 統合司令部は、アルケマ・クロスビー施設での事故発生が避けられない状況であることを認

識し、緊急対応要員はその対応計画を進めていた。しかし同時に、ハリケーン・ハービーに

対する大規模な緊急対応作業も進行中であった。ハリケーンがヒューストン地域からボーモ

ント地域へ移動するにつれ、緊急対応要員も移動を余儀なくされた。嵐による降雨で州間高

速道路10号線が冠水し通行不能となったため、アルケマ・クロスビー事故の避難区域の中央

を通る高速道路90号線が、資源輸送の唯一のルートとなった（図35）。この状況から人員や
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機材を必要な地域へ輸送することを優先し、避難区域が設定されている間も高速道路90号線

はその目的のために通行可能とされた。統合司令部は、冷蔵トレーラーの燃焼が確認された

時点で、緊急対応要員を配置して道路を封鎖した。周辺道路が冠水していたため、高速道路

90号線が閉鎖されると、避難区域を迂回するには数時間を要する状況であった。 

 

図35：ヒューストンとボーモント間の主要ルート。このGoogleマップに示されて

いるように、州間高速道路10号線（赤線で示す）が冠水したため、高速道路90号

線（緑線で示す）がヒューストンとボーモントの間でハリケーン救援物資を運ぶ

ための重要な輸送路となった。アルケマ・クロスビー施設の位置は青い丸で示さ

れている。（出典：Googleマップの画像をCSBが編集） 

116. アルケマ社は引き続き統合司令部に遠隔測定データを提供し、冷蔵トレーラー内の温度を追

跡した。また、アルケマと緊急対応要員は、施設の状況や次の対応について話し合うため、

日中に定期的な会議を開いた。アルケマは、冷蔵トレーラーの現場配置図と、それぞれのト

レーラーに積載されている有機過酸化物製品の概算リスト、および各トレーラー内の製品の

推定SADTを統合司令部に提供した。統合司令部のメンバーは、冷蔵トレーラー内部の温度デ

ータを基に、どのトレーラーがいつ燃焼するかを予測できると考えていた。しかし、3台の冷

蔵トレーラーは遠隔測定データの送信機能がなく、アルケマも緊急対応要員も、これらのト

レーラー内部の温度を把握することができなかった。さらに、アルケマは各トレーラーに積

載されている製品を完全には把握していなかったため、SADTの数値はあくまで推定値であっ

た。 

117. 深夜直前、避難区域の周辺を監視するよう任命された警察官のうち2人が、上司から高水位警

報への対応を求められた。2名の警察官は、アルケマ・クロスビー施設の北東に配置されてい

たが、対応のため持ち場を離れて高速道路90号線を西に走行中、アルケマ工場の近くに差し

掛かった際に「大きなガス雲」の中に突入し（図36）、このガス雲は警察車両を包み込み、

車内にも流入した（図37）。警察官は直ちに車両を反転させ、元の場所であるアルケマ・ク

ロスビー施設の北東へと撤退した。ガス雲には化学物質特有の臭気があり、警察官たちは曝

露による健康被害（目、皮膚、喉、呼吸器の刺激）を受けたa。そのため、このガス雲を化学

物質の流出と判断し、高速道路90号線の封鎖を開始した。その後、警察官たちはこの化学物

質の流出を統合司令部に報告した。 

                                                      
a 2名の警察官のうち1名は呼吸用保護具を所持していたが、曝露があまりにも急に発生したため、使用する時間がな

かった。この警察官は、特殊対応グループに所属しており、その装備として呼吸用保護具を携行していた。特殊対応

グループは、抗議行動などに対応するための訓練を受けた少数精鋭の警察官部隊であり、あらゆる状況に対処できる

装備と準備を整え、平和的な解決を促進する役割を担っている [237]。 
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図36：警察車両のドライブレコーダー映像に映る白煙。左のドライブレコーダー

映像には、2017年8月30日午後11時52分頃、アルケマ・クロスビー施設付近に発

生した白煙の雲aが写っている。右の画像は、白煙がない状態のドライブレコー

ダー映像であり、比較のための基準となる。（出典: テキサス州ハリス郡） 

 

図37：2017年8月30日の推定風向。白煙の雲に最初にさらされた警察官は、高速

道路90号線の北東の道路封鎖地点から高速道路90号線を西に走行していた。（出

典：Google Earthの画像をCSBが加工） 

3.8. 2017年8月31日（木） 

118. 真夜中頃、アルケマの工場で煙が上がっているとの通報を受け、統合司令部は活動拠点とな

っている消防署で緊急対応要員とともに安全ブリーフィングを実施した。各部隊は工場の状

況について説明を受け、潜在的な化学物質の放出に対して風上に位置するよう指示された。 

119. 利用可能な遠隔測定データには、冷蔵トレーラー内の温度の急上昇は示されていなかったの

で、統合司令部はクロスビー・ボランティア消防団の隊員2名を派遣し、クロスビー施設内で

火災が発生しているかどうかを確認させた。消防団員は施設での有機過酸化物の分解を示す

現象は確認できず、その旨を指揮所に報告した。午前0時30分、アルケマの施設で火災や煙は

確認されなかったため、当局は当初報告された白煙は「低く漂う気象雲」であると判断し、

高速道路90号線の通行を再開した。遠隔測定データや大気モニタリングデータにも燃焼の兆

                                                      
a 白煙の中心は、警察車両のドライブレコーダーの記録では、北緯29.947683度、西経95.018305度付近で高速道路90号

線を横切った。 
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候は示されておらず、前述の通り、高速道路90号線は支援が必要なボーモント地域へ緊急対

応要員を輸送するための重要な交通ルートであった。司令センターは遠隔測定データを頼り

に、冷蔵トレーラー内の有機過酸化物が分解し始めた場合には警告として活用できると考え

ていた。しかし、この時点で統合司令部は、白煙を発生させた可能性が高い冷蔵トレーラー

には遠隔測定データの送信機能がないことを把握していなかった。 

120. 最初に雲の中を運転したと報告した警察官は、それが化学物質の流出であると考えており、

他の警察官に対し、自分たちの車両のドライブレコーダーに雲が記録されており、それは報

告した流出を示すものであることを伝えた。その後、他の3人の警察官が、最初の警察官とド

ライブレコーダーの映像を確認するため、高速道路90号線を車で走行した。この3人の警察官

も、アルケマ施設の近くを通り過ぎるとき、アルケマ施設から発生した雲の中を走行するこ

ととなった。彼らはエアコンを切ったにもかかわらず、白煙が車両内部に侵入した。 

121. 3人の警察官は避難区域の北東端に到着すると、最初の警察車両のドライブレコーダー映像を

確認した。そこには、白煙が映っていた。直近で白い雲の中を走行した3人の警察官は、目の

かゆみと喉の痛みを訴えた。彼らは直ちに、自分たちもアルケマ施設から流出した化学物質

に曝露したと考えた。さらに、彼らの位置から高速道路90号線の上空にアルケマ施設から発

生した黒煙が見えた（図38）。黒煙と体調の異変に、付近の道路の浸水状況と警察官たちの

迅速な医療処置を求める気持ちが重なり、警察官たちは指揮所と浸水していない病院へ向か

って高速道路90号線を西へ走行した。合計5人の警察官が4台の警察車両で高速道路90号線を

走行した。避難区域の南端に到達した警察官たちは、電話で医療支援を要請した。 

 

図38：警察車両のドライブレコーダー映像に映る黒煙。黄色の円で囲まれた部分

は、2017年8月31日午前1時30分頃、アルケマ・クロスビー施設から発生した黒煙

を示している。この画像が記録されたとき、警察車両はアルケマ・クロスビー施

設の北東約2.5マイル地点、シェイディレーン近くの高速道路90号線上に駐車し

ていた。（出典：テキサス州ハリス郡、CSBによる編集画像） 

122. 警察車両が高速道路90号線を西に走ると、警察官たちは再びアルケマ施設から発生した雲に

曝露した。5人の警察官の健康状態は悪化し始め、避難区域の南端に到着する頃には、吐き気

と激しい頭痛に襲われた。他の緊急対応要員が、曝露を訴える警察官に除染処置を施し、露

出した皮膚を水で洗い流した。 

123. 前線指揮所に到着した警察官たちは、そこにいた緊急対応要員に自らの曝露経験を報告した。

その結果、当局は高速道路90号線の通行を封鎖した。それ以降、高速道路90号線は、9月4日

に警報解除が出るまで通行止めとなった。 

124. 救急医療技術者（EMT：emergency medical technician）が警察官の支援のために出動した。

EMTが現場に向かう途中、彼らの車両も雲の中を通過した。EMTが現場に到着した時点で、

すでに多くの警察官が曝露症状を訴えており、嘔吐する者もいた。到着直後、EMTのうち3人

も曝露症状を訴えた。最終的に、21人の緊急対応要員が、アルケマ・クロスビー施設から発
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生した煙への曝露に関する医療評価を受けるために病院へ搬送された。 

125. 午前2時頃、火曜日の朝に傾いた冷蔵トレーラー内の有機過酸化物製品に分解が生じて燃え出

し、冷蔵トレーラーが炎上した。図39は、燃えたトレーラーの翌朝の様子である。図には、

低温倉庫7の外にあった2台の冷蔵トレーラーも写っている。これら2台の冷蔵トレーラーは、

次に分解が生じ、燃え出すだろうと統合司令部が予想したものである。 

 

図39：アルケマ・クロスビー施設で最初に燃焼した冷蔵トレーラー。この画像は、

最初に燃焼した冷蔵トレーラーが建物21の外で燻っている様子を示している [37]。 

126. 午後、EPAはクロスビー施設の上空を飛行し、大気モニタリングを実施した。モニタリング

の結果、夜間に燃えた冷蔵トレーラーのすぐ風下で、低濃度の過酸化物が検出された。ただ

し、この飛行調査は高い高度で実施されたため、必ずしも地上の状況を反映したものではな

いことに留意されたい。 

127. 午後4時55分、アルケマはクロスビー施設の状況について声明を発表した [38]。声明の一部は

以下の通りである。 

現在、工場には記録上最大の6フィート（約1.8メートル）の浸水が発生している。主電

源と2つの非常用バックアップ電源を失った。その結果、敷地内の化学物質に対する重要

な冷却機能が失われ、貯蔵されている物質が爆発し、激しい火災を引き起こす可能性が

ある。この高水位と電力喪失のため、我々にはこれを防ぐ手立てがない [38]。 

3.9. 2017年9月1日（金） 

128. アルケマは地域住民向けに記者会見を開いて最新情報を提供し、ハリス郡公害管理局は以下

の声明を発表した。 

曝露リスクを低減するため、住民は屋内に留まり、すべての窓とドアを閉め、エアコン

を停止して外気の取り込みを遮断すること。どうしても外出が避けられない場合は、煙

の流れを避けて移動し、屋外での活動（仕事、運動、遊び）を最小限にすること [39]。 

129. 日中、ハリス郡のヘリコプターがアルケマ・クロスビー施設の状況調査を行った。ヘリコプ

ターは、冷蔵トレーラーの上空を飛行し、燃焼の兆候を確認するとともに、クロスビー施設

のリスク管理計画におけるワーストケースシナリオ評価の要因である、イソブチレンおよび
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二酸化硫黄の原料タンクaの調査を行った。午前10時の時点で施設の状況は落ち着いており、

有機過酸化物を積載した残りの冷蔵トレーラー8台には燃焼の兆候は見られなかった。 

130. 午後5時頃、さらに2台の冷蔵トレーラーが発火し、火災が発生した。この時点で、8月28日

（月）の洪水のために高台に移動できなかった3台の冷蔵トレーラーはすべて焼失した。一方、

残り6台の有機過酸化物を積載した冷蔵トレーラーはレイダウンエリア（高台）にあり、燃焼

していなかった。図40は、燃焼中の2台の冷蔵トレーラーから発生する煙の様子を示し、図41

は、焼失した2台の冷蔵トレーラーの残骸を示している。 

 

図40：燃えている2台目と3台目の冷蔵トレーラー。2017年9月1日にアルケマ・ク

ロスビー施設で燃焼している2台の冷蔵トレーラーから火と煙が見える [40]。 

 

図41：有機過酸化物製品を保管する2台のトレーラーを焼失させた2度目の火災の

残骸。2回目の火災で、有機過酸化物製品を保管する冷蔵トレーラー2台が焼失し

た後の画像。（出典：CSBの写真） 

                                                      
a これらのタンクに関する追加情報は、セクション11.1および11.2を参照のこと。 
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3.10. 2017年9月2日（土） 

131. 2017年9月2日（土）の時点で、冷蔵された有機過酸化物を積載したトレーラーは6台のみが残

っていた（図42）。これらの6台の冷蔵トレーラーは、冷却装置が稼働している可能性は高か

ったが、分解と燃焼が発生するまでにどれくらい持つのかは不確かであった。 

 

図42：最後に残った6台の冷蔵有機過酸化物トレーラーの位置 [41]。（出典：

CSBによる編集写真） 

132. 午後1時20分頃、統合司令部は、施設上空の再偵察飛行を実施した。この飛行調査により、少

なくとも1台の冷蔵トレーラーが冷却能力を失っていることが判明した。また、残るトレーラ

ーの周囲には分解した物質や煙が確認されたが、火災は発生していなかった。赤外線カメラ

の画像によると、冷蔵トレーラーの少なくとも1台から漏れ出している物質は高温であった。

この物質を特定するためにアルケマの担当者に問い合わせたところ、正確な組成を特定する

ことはできなかったが、漏出物は有機過酸化物の分解による副生成物である可能性が高いと

推測された。 

133. 避難が続く中、避難区域に入ることができない住民からは、自宅の確認や所持品の回収がで

きないことへの心配の声が上がり始めた。住民たちは避難解除とクロスビー施設の状況改善

を求め、当局に対して圧力をかけるようになった。これを受けて、避難の終結を促進するた

め、統合司令部は午後6時頃、地域対応チームと会合を開き、残る6台の冷蔵トレーラーの管

理燃焼の実施可能性について議論した。関係者は管理燃焼の計画を策定し、最終承認を得る

ためにアルケマへ提案を行った。午後7時までに、アルケマを含む統合司令部内のすべての関

係者がこの計画を承認した。 

134. 管理燃焼を実施するにあたり懸念されたのは、レイダウンエリア内の最も近い冷蔵トレーラ

ーから約40ヤード（約36.6メートル）の距離に位置するイソブチレン貯蔵タンクの安全性で

あった（図43）。この懸念は、6台の冷蔵トレーラーの管理燃焼によりイソブチレン貯蔵タン

クが加熱され、場合によっては化学物質の放出や爆発を引き起こす可能性があることから生

じていた。緊急対応要員は、タンクとの距離が十分に確保されていること、ならびにタンク

の換気が適切であることから、大きな事故にはつながらないと判断した。しかし、実際の管

理燃焼の計画では、5台の冷蔵トレーラーを先に燃焼させ、最後の1台がイソブチレン貯蔵タ

ンクの熱遮蔽として機能するように燃焼させることで、安全性を確保する方針がとられた。
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この最後のトレーラーは、他の5台の燃焼が完了した後に、単独で燃焼させる計画となった。 

 

図43：アルケマ・クロスビー施設のイソブチレン貯蔵タンク。イソブチレン貯蔵

タンクは、レイダウンエリア内で6台の冷蔵トレーラーの管理燃焼が実施される

場所から約40ヤードの距離にあり、安全性への懸念があった。（出典：CSBの写

真） 

3.11. 2017年9月3日（日） 

135. 統合司令部は日曜日に再び施設上空の偵察飛行を実施し、冷蔵トレーラーからさらなる物質

の漏出を確認した。これは、冷蔵トレーラー内で依然として何らかの化学反応が進行中であ

ることを示していた。この情報を踏まえ、緊急対応要員は、冷蔵トレーラーに近づいたり、

内部の物質を取り扱ったりするのは危険と判断した。 

136. 統合司令部は午前10時頃に再招集され、今後の対応について協議を行った。緊急対応要員は、

冷蔵トレーラー内で断続的に進行している分解反応と、次に発生しうる事象に関する情報が

不足していることを懸念していた。また、すべての有機過酸化物製品の燃焼スケジュールが

明確になっていないことも懸念事項となった。一方、避難住民は自宅に戻ることを切望して

いた。このような状況の下、管理燃焼を実施することが迅速かつ確実に事故を収束させる妥

当な方法であると判断され、前夜に策定された管理燃焼計画を進めることが決定された。 

137. アルケマは、タンクの位置によるハザードと放出のリスクの評価に役立てるため、二酸化硫

黄およびイソブチレンの貯蔵タンクに関する情報を統合司令部に提供した。この情報をもと

に、統合司令部は、管理燃焼中に二酸化硫黄タンクやイソブチレンタンクから物質が放出さ

れる可能性は低いと判断した。 

138. 午後12時45分、管理燃焼計画について、突入班に対するブリーフィングが実施された。管理

燃焼の実施前に、まず分解した有機過酸化物がイソブチレンタンク付近に漏れていないこと

を確認するため、一つの突入班がタンク周辺の目視偵察を行う。このような漏出がある場合、

トレーラー燃焼時に着火し、イソブチレンタンクへの接炎の危険性があるためである。タン

ク付近で漏出物が確認された場合、計画を見直し、管理燃焼を実施する前にタンクの排出方

法を検討することとし、タンク付近に漏出物が確認されなかった場合は、計画通りに管理燃

焼を開始することとされた。 



56 CSB · Investigation Report 

 

 

139. 目視偵察チームは、管理燃焼の実施は安全であると判断した。管理燃焼のため、ハリス郡の

緊急対応要員は、レイダウンエリアにある6台の冷蔵トレーラーそれぞれに、遠隔操作可能な

発火装置を設置した。また、突入班メンバー全員は、冷蔵トレーラーから漏出する未知の分

解生成物による健康リスクに備え、自給式呼吸器を装着した。 

140. 午後3時40分頃、緊急対応要員は有機過酸化物を積載した残る6台の冷蔵トレーラーの管理燃

焼を開始した。ハリス郡消防署長事務所は、間もなく実施される管理燃焼に関して市民に警

告する公式声明を発表した [42]。 

141. 午後9時頃、避難区域内で追加の大気モニタリングが実施されたが、いずれの測定値も基準値

を超えるものはなかった。この結果を受け、緊急対応チームは、地域社会に対する健康リス

クがもはや存在しないと判断し、アルケマ・クロスビー施設の人員体制が整い次第、避難区

域の解除が可能とされた。 

3.12. 2017年9月4日（月） 

142. 午前1時頃、統合司令部は避難区域の解除を承認し、住民の帰宅を許可した。 
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4. 洪水に関する情報 

143. アルケマ・クロスビー施設は、テキサス州ハリス郡に位置している。ハリス郡洪水管理地区a

によると、洪水はこの地域における自然災害の主要な懸念事項である。その要因として、平

坦な地形、水を吸収しにくい粘土質の土壌、年間平均降水量48インチ（約122cm）などが挙

げられる [43]。 

144. 米国海洋大気庁（NOAA：National Oceanic and Atmospheric Administration）は、「高潮は常に

潜在的な脅威ではあるものの、過去30年間でより多くの人々が命を落としたのは内陸部での

洪水によってである」として、ハリケーンによる内陸部での洪水を「しばしば最も致命的な」

影響をもたらすと指摘している [44]。また、NOAAは、総降雨量が特に多くなるケースとし

て、勢力の弱い嵐が移動速度を落とす、または特定の地域で停滞する状況を挙げている [44]。

熱帯暴風雨は激しい降雨を伴うことがあるため、ハリケーンは沿岸から数百マイル離れた内

陸部にも重大な影響を及ぼす可能性がある [44]。そのため、NOAAは、沿岸部の洪水リスク

がある地域の住民や事業者に対し、「ハリケーン」と聞いたら内陸部の「洪水」を思い浮か

べるよう提言している [44]。 

145. ハリケーン・ハービーは、1961年以降でテキサス州を襲った最も強力なハリケーンであり、

米国に上陸したカテゴリー4のハリケーンとしては2004年以降で初めてのものであった [45]。

ハリス郡洪水管理地区の報告によると、ハリケーン・ハービーによる4日間にわたる降雨の影

響で、約1兆ガロン（約3.8兆リットル）の雨水がハリス郡に降り注いだ [46]。この雨量は、ハ

リス郡全域（1,800平方マイル≒4,662平方キロメートル）を33インチ（約84cm）の水で覆う

ことができる規模であった [46]。この暴風雨によって、13万6千以上の建造物が浸水被害を受

けた [46]。 

146. ハリス郡洪水管理地区は洪水警報システムを運用しており、センサーが備え付けられた154カ

所の観測ステーションを設置し、降雨量と水位のデータを送信している [47]（図44）。この

観測システムは、1983年に13基の測定器で始まり、その後拡張されて現在の154基に至ってい

る [47]。 

                                                      
a テキサス州議会は、1929年および1935年の壊滅的な洪水を受け、1937年にハリス郡洪水管理地区を設立した [127]。

同洪水管理地区の使命は、「地域社会および自然環境の価値を適切に考慮しながら、洪水被害を軽減するプロジェク

トを提供すること [127]」である。 

https://www.hcfcd.org/hurricane-harvey/hurricane-harvey-faqs/
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図44：ハリス郡洪水管理地区の観測ステーションマップ。このマップは、ハリケ

ーン・ハービーによる7日間の累積降雨量（単位：インチ）を示している [48]。

赤い丸は、アルケマ・クロスビー施設のおおよその位置を示している。（出典：

CSBによる編集画像） 

147. ハリス郡にはガルベストン湾に注ぐ22の流域a がある [49]b。アルケマ・クロスビー施設は、

そのうちのシーダーバイユー流域に位置している（図45）。このシーダーバイユー流域には

約37,000人が住んでおり、流域面積は202平方マイル（約523平方キロメートル）で、流域内

には128マイル（約206キロメートル）にわたる開水路が含まれている [50]。シーダーバイユ

ーの本流は約40マイル（約64キロメートル）の長さがあり、南へ流れ、最終的にガルベスト

ン湾へと注いでいる [50]。 

                                                      
a 流域（watershed）とは、河川や小川などの共通の水路へと水が流れ込む地理的領域である。ハリス郡には22の主要

な流域がある [139]。 
b 詳細は、洪水保険調査『Flood Insurance Study: Harris County, Texas and Incorporated Areas:Volume 1 of 12』（2017年1

月6日） [49] の21ページにあるハリス郡の流域の項を参照のこと。洪水保険調査の第1巻（番号48201CV001E）を閲覧

するには、FEMAの洪水地図サービスセンターのウェブサイトにアクセスし、アルケマ・クロスビー施設の住所

（18000 Crosby Eastgate Rd., 77532）を入力してから、「Show all products for this area」をクリックする。続いて、

「Effective Products」フォルダを選択し、「FIS Reports」をクリックしてから、「Product ID」列に地図

「48201CV001E」が表示されるまでページを下にスクロールする。 

https://www.harriscountyfws.org/Glossary#watershed
https://msc.fema.gov/portal/search
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図45：テキサス州ハリス郡のシーダーバイユー流域の地図。右側の白と青の縞模

様部分がシーダーバイユー流域である。赤い星印はアルケマ・クロスビー施設の

おおよその位置を示す [50]。（出典：CSBによる編集画像） 

148. 連邦議会は、1968年に国家洪水保険プログラムを設立し［51, p. 1］、その後、1970年代後半

には連邦保険局が洪水保険調査を担当するようになった [52, p. 1]a。現在、このプログラムは

連邦緊急事態管理庁（FEMA）が運営している [51, p. 2]。その進展の一環として、洪水保険

調査（FIS：Flood Insurance Studies）グループは、洪水保険や氾濫原開発規制の基礎となる地

図や報告書の提供を開始した [52, p. 2]。これらの地図には、洪水保険料率地図（FIRM：

Flood Insurance Rate Map）が含まれる［52, p. 3］。FIRMは、以下のような作業に使用される。 

 不動産が氾濫原にあるかどうかを判断する。 

 不動産の洪水保険区域を示す。 

 不動産のおおよその基準洪水標高を設定する [52, p. 13]b c。 

149. シーダーバイユー流域には、過去に洪水が発生した記録がある [50]。図46は、アルケマ・ク

ロスビー施設が氾濫原内に位置していることを示しているd。アルケマ・クロスビー施設の北

                                                      
a 1954年、テネシー川流域開発公社（TVA：Tennessee Valley Authority）は、地域の洪水ハザード情報を提供する最初

の連邦機関となった [52, p. 1]。 
b 1989年以降、洪水保険料率地図（FIRM）には、氾濫原がどのように洪水流域と洪水外縁部に区分されているか、ど

のような点において河川が詳細に調査されているかなどを示す情報等が追加された。『Utilizing Information from 

Flood Hazard Studies』の6-15および6-16ページを参照のこと [52]。 
c 基準洪水標高（BFE：Base Flood Elevation）は、特定の地域で任意の年に1％以上の確率で発生する洪水の水位を指

す。BFEは、基準洪水または100年洪水とも呼ばれる [61, p. 1]。 
d  氾濫原（floodplain）とは、河川や小川に隣接し、自然に洪水が発生しやすい地域である [128]。「湿地帯の流れの

緩やかな川（バイユー）や小川は、時折、大雨によって自然に水位が上昇し、堤防を超えて隣接する土地を浸水させ

ることがある。こうした浸水区域が氾濫原と呼ばれる [139]。」（ハイパーリンクを追加。）「これは、一連のパラ

メータ（想定された時間にわたって流域で発生する仮想の降雨など）に基づいて、バイユーや小川から洪水が発生す

る可能性のある地域を予測してマッピングした氾濫原に過ぎない。実際の降雨時には、自然条件によって想定以上の

降水や流出が発生し、FEMAの洪水保険料率地図（FIRM）で示されるよりも洪水標高が深く、範囲が広がる可能性が

ある [127]。」（ハイパーリンクを追加。） 

https://training.fema.gov/hiedu/docs/fmc/chapter%206%20-%20utilizing%20information%20from%20flook%20hazard%20studies.pdf
https://training.fema.gov/hiedu/docs/fmc/chapter%206%20-%20utilizing%20information%20from%20flook%20hazard%20studies.pdf
https://www.fema.gov/media-library-data/1381405016896-8bdeadf634c366439c35568a588feb24/SandyRA5DesignAboveBFE_508_FINAL2.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=Pqyessf4xBA
https://www.hcfcd.org/glossary/
https://www.hcfcd.org/hurricane-harvey/hurricane-harvey-faqs/
https://www.hcfcd.org/hurricane-harvey/hurricane-harvey-faqs/
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および東にはシーダーバイユーと名称不明の支流が流れ、西側にはアドロング水路（Adlong 

Ditch）がある。アドロング水路はアルケマ施設から南東へ約3マイル（約4.8km）流れ、シー

ダーバイユーと合流する。アルケマ・クロスビー施設での洪水の発生は、当該地域の降雨量

と、アドロング水路およびシーダーバイユーがその降水をガルベストン湾へ排水する能力な

どの複数の要因に依存しているa。 

 

図46：アルケマ・クロスビー施設付近のおおよその氾濫原マップ。赤い星印で示

されたアルケマ・クロスビー施設は、アドロング水路（Adlong Ditch）とシーダ

ーバイユー（Cedar Bayou）の支流（名称不明）の洪水流域b 間に位置している。

また、この施設は100年氾濫原c および500年氾濫原d の両方の中にある [53]。

（出典：CSBによる編集画像） 

150. ハリス郡洪水管理地区の観測ステーション1740（図47）は、アルケマ・クロスビー施設の北

東約3マイル（約4.8km）の位置にあり、シーダーバイユーが高速道路90号線の下を通る地点

に設置されている（図48）。 

                                                      
a USGSは、100年洪水の決定方法や、年間超過確率（AEP：Annual Exceedance Probability）が1％と言ったときの（つ

まり100年洪水の）精度について等の追加的な洪水情報を提供している [216]。 
b 洪水流域（floodway）は、100年洪水に備えて 侵入堆積が生じないように確保すべき区域[128]であり、侵入堆積

（encroachment）とは、水の流れを妨げるような氾濫原の開発のことをいう [129]。 
c 「1％（100年）氾濫原は、連邦緊急事態管理庁（FEMA）の洪水保険料率地図（FIRMまたは氾濫原地図）において

「特別洪水危険区域」とも呼ばれるが、これは1％（100年）洪水時にバイユーや小川などの水路が溢れ出すことによ

る洪水の危険性がある地域である。1％（100年）氾濫原に位置する構造物は、1年間に最低でも1％の確率で洪水に見

舞われる可能性がある。統計的には、1％（100年）氾濫原に位置する構造物は、多くの住宅ローンの期間である30年

間に、最低でも26％の確率で洪水に見舞われる。また、構造物が高架でないと仮定した場合、バイユーや小川に近づ

くほど洪水リスクは高くなる。地図上に示された1％（100年）氾濫原は、市または郡によって土地開発が規制されて

いる地域である [139]。」(ハイパーリンクを追加。） 
d 「0.2％（500年）氾濫原とは、0.2％（500年）洪水時にバイユーや小川などの水路が溢れることにより洪水が発生す

る危険のある区域である。0.2％（500年）氾濫原に位置する構造物は、1年間に最低でも0.2％の確率で洪水に見舞わ

れる可能性がある。統計的には、0.2％（500年）氾濫原に位置する構造物は、多くの住宅ローンの期間である30年間

に、最低でも6％の確率で洪水に見舞われる。また、構造物が高架でないと仮定した場合、バイユーや小川に近けれ

ば近いほど洪水リスクは高くなる［139］。」(ハイパーリンクを追加。） 

https://pubs.usgs.gov/gip/106/pdf/100-year-flood_041210web.pdf
https://pubs.usgs.gov/gip/106/pdf/100-year-flood_041210web.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=Pqyessf4xBA
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q&esrc=s&source=web&cd=2&ved=0ahUKEwi6ncfJ6q3WAhXn8YMKHRd4CqUQFgguMAE&url=https%3A%2F%2Fwww.floods.org%2Face-files%2Foutreach%2FFP_Facts_12_Floodway_Encroachments.doc&usg=AFQjCNHus-WSsPPUq9pVIiKFyD_cfzbZjg
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q&esrc=s&source=web&cd=2&ved=0ahUKEwi6ncfJ6q3WAhXn8YMKHRd4CqUQFgguMAE&url=https%3A%2F%2Fwww.floods.org%2Face-files%2Foutreach%2FFP_Facts_12_Floodway_Encroachments.doc&usg=AFQjCNHus-WSsPPUq9pVIiKFyD_cfzbZjg
https://www.harriscountyfws.org/Glossary
https://www.harriscountyfws.org/Glossary
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図47：観測ステーション1740。この観測ステーションは、バブラーシステムを使

用し、シーダーバイユーが高速道路90号線と交差する地点（アルケマ・クロスビ

ー施設の北東約3マイル）の水位を測定するa。（出典：CSB写真） 

                                                      
a 「バブラーは、ハリス郡全域の観測ステーションで使用されている3種類のリアルタイム水位測定装置の一つである。

バブラーシステムは水中に設置され、オリフィスラインと呼ばれる開口部のあるチューブを使用する。このチューブ

は、観測ステーションの送信機から、装置の水中部分にあるチューブ開口部まで伸びており、圧力を測定することに

より水位を決定する。チューブ内に一定量の空気を流し、管内の空気の内圧と管外の水の外圧の差を測定することに

より水位を算出する [139]。」 (ハイパーリンクを追加。） 

https://www.harriscountyfws.org/Glossary#bubbler
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図48：アルケマ・クロスビー施設とシーダーバイユー観測ステーション1740。こ

の地図は、アルケマ・クロスビー施設（赤い星印）と最寄りのシーダーバイユー

測候ステーション（赤い丸印）の近接を示している。観測ステーション1740は、

クロスビー施設の約3マイル北東にある [48]。（出典：CSBによる編集画像） 

151. ハリケーン・ハービーの際、観測ステーション1740は総降水量38インチ（約96.5cm）を記録

し（図49）、その結果、シーダーバイユーの水位は約59フィート（約18メートル）となり

（図50）、1984年の観測ステーション設置以来、最高水位を記録した [29]a。この降雨は、ヒ

ューストン地域の年間平均降水量の約80％が、わずか数日間で降り注いだことに相当する 

[54]。2017年8月27日、この観測ステーションは約21.5インチ（約54.6cm）の降雨を記録し、

ハリス郡の12時間および24時間の500年確率降雨量を2インチ以上も上回ったb。 

 

図49：ハリケーン・ハービー時の総雨量。シーダーバイユー観測ステーション

1740は、ハリケーン・ハービーによる降雨量を記録した [29]。2017年8月27日午

前中には、12時間最大降雨量約14インチを観測した [29]。 

                                                      
a 観測ステーション1740の「Stream Elevation」タブをクリックすると、過去の暴風雨による水位データが閲覧可能 [29]。 
b ハリス郡では、0.2％（500年確率）降雨量は24時間で約19インチ（約48.3cm）である。1％（100年確率）降雨量は、

24時間で13インチ強、12時間で約11インチ弱である [217]。アルケマ・クロスビー施設（ハリス郡シーダーバイユー

流域）における500年確率降雨量は、24時間で19.3インチ、2日で20.7インチ、4日で22.3インチである [49, p. 33]。図49

に示すように、ハリケーンハービーの降雨量は、これらの500年確率降雨量の水準基標をすべて上回った。 

https://www.harriscountyfws.org/GageDetail/Index/1740?span=24%20Hours&v=rainfall
https://www.hcfcd.org/glossary/#1322
https://www.hcfcd.org/glossary/#1330
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図50：観測ステーション1740の河川水位データ。このグラフは、ハリケーン・ハ

ービーによるシーダーバイユーの水位変化を示している [29]。2017年8月28日午

前1時33分頃に記録された最高水位は、約59フィートであった [29]a。 

152. シーダーバイユーの水位が59フィートに達したことは、0.2％確率の洪水（500年洪水）で予

測されていた約57フィートという水位を超えていたことになる（表3）[29]b。その結果、ハリ

ケーン・ハービー後にアルケマ・クロスビー施設で発生した洪水は、500年洪水の想定水位を

上回った。クロスビー施設が位置する氾濫原を考慮すると、この規模の洪水が50年間に発生

する可能性は約10％である [55]。 

表3：洪水発生確率ごとの予測水位。これらの洪水発生確率ごとの水位予測値は、

シーダーバイユー（観測ステーション1740）における推定データである [29]。 

 

153. ハリス郡洪水管理地区は、各観測ステーションの測定値履歴を保持している。ハリケーン・

ハービー以前におけるシーダーバイユー（観測ステーション1740）の最高水位は、1994年に

記録された約56フィートであった（表4） [29]。 

  

                                                      
a 高速道路90号線付近のシーダーバイユー（観測ステーション1740）において、堤防頂部（TOB：Top of Bank）は

53.4フィート、水路底（BOC：Bottom of Channel）は36.09フィートである [29]。「Stream Elevation」タブをクリック

すると、観測ステーション1740の過去の情報を閲覧可能 [29]。 
b 観測ステーション1740の 「Stream Elevation 」タブをクリックすると、過去の河川水位データが表示される [29]。 

https://www.harriscountyfws.org/GageDetail/Index/1740?span=24%20Hours&v=rainfall
https://www.harriscountyfws.org/GageDetail/Index/1740?span=24%20Hours&v=rainfall
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表4：過去の暴風雨時の水位データ。これらはシーダーバイユー（観測ステーシ

ョン1740）における過去の水位を示している [29]。なお、ハリス郡洪水管理地区

のウェブサイトには明記されていないが、1994年の洪水はハリケーン・ローザに

よるものである可能性が高い。 

 

4.1. アルケマ・クロスビー施設における洪水保険料率地図

（FIRM）の歴史 

154. アルケマ・クロスビー施設の現在および過去2回の洪水保険料率地図（FIRM: Flood Insurance 

Rate Map）は、FEMAの洪水地図サービスセンターのウェブサイトから閲覧可能である。こ

れらの地図では、クロスビー施設の洪水リスクが時間の経過とともに高まっていることが示

されている。閲覧可能な版の洪水保険料率地図における主な特徴は以下のとおりである。 

 1985年9月：この版では、クロスビー施設の大部分が「ゾーンC：最小浸水区域」に指定さ

れていた [56]a。 

 1996年11月：この版では、クロスビー施設の大部分が「その他の地域（ゾーンX）：500年

氾濫原外とされた地域」に位置するとされていた [57]b。また、施設の南西隅にあるごく一

部が「ゾーンA：100年洪水で浸水する特別洪水危険区域」に分類されたが、基準洪水標高

は設定されていなかった [57]。 

 2007年6月：この現行版では、クロスビー施設全体が100年氾濫原または500年氾濫原に含

まれるとされている [58]c。 

155. これらの地図の改訂の中でも、2007年6月の更新は、アルケマ・クロスビー施設全体が氾濫原

に含まれることが明確になった点で特に重要である（図51）。施設の一部は100年氾濫原に、

残りの部分は500年氾濫原にある。 

                                                      
a 1985年9月27日の洪水保険料率地図（番号4802870240D）を閲覧するには、FEMAの洪水地図サービスセンターのウ

ェブサイトにアクセスし、アルケマ・クロスビー施設の住所（18000 Crosby Eastgate Rd., 77532）を入力してから、

「Show all products for this area」をクリックする。続いて、「Historic Products」フォルダ、「FIRM Panels」の順にク

リックしてから、「Product ID」列に地図「4802870240D」が表示されるまでページを下にスクロールする。 
b 1996年11月6日の洪水保険料率地図（番号48201C0535J）を閲覧するには、FEMAの洪水地図サービスセンターのウ

ェブサイトにアクセスし、アルケマ・クロスビー施設の住所（18000 Crosby Eastgate Rd., 77532）を入力してから、

「Show all products for this area」をクリックする。続いて、「Historic Products」フォルダ、「FIRM Panels」の順にク

リックしてから、「Product ID」列に地図「48201C0535J」が表示される3ページに移動する。 
c 2007年6月18日の洪水保険料率地図（番号48201C0535L）を閲覧するには、FEMAの洪水地図サービスセンターのウ

ェブサイトにアクセスし、アルケマ・クロスビー施設の住所（18000 Crosby Eastgate Rd., 77532）を入力してから、2

つの「地図画像」アイコンの一方をクリックして表示またはダウンロードする。 

https://msc.fema.gov/portal/search
https://msc.fema.gov/portal/search
https://msc.fema.gov/portal/search
https://msc.fema.gov/portal/search
https://msc.fema.gov/portal/search
https://msc.fema.gov/portal/search
https://msc.fema.gov/portal/search
https://msc.fema.gov/portal/search
https://msc.fema.gov/portal/search
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図51：2007年6月の洪水保険料率地図（FIRM）の抜粋。FIRMのこの部分は、ア

ルケマ・クロスビー施設が100年氾濫原および500年氾濫原内に位置していること

を示している [58]。（出典：CSBによる編集画像） 

156. FEMAの洪水地図サイトでは、デジタル版の洪水地図画像も提供されている。図52は、アル

ケマ・クロスビー施設のデジタル洪水地図を示しており、この地図から、アルケマの電力供

給設備と有機過酸化物の低温倉庫は100年氾濫原内にあることがわかる。 

 

図52：100年氾濫原にあるアルケマ・クロスビー施設南部。このデジタル画像は、

アルケマの電力供給設備および有機過酸化物の冷蔵施設がある南部の区域が、

100年氾濫原に含まれることを示している。地図の青色部分は「ゾーンAE：100

年氾濫原」を示している [58]a。 

                                                      
a 2007年6月18日の洪水保険料率地図（番号48201C0535L）のデジタル版を入手するには、FEMAの洪水地図サービス

センターのウェブサイトにアクセスし、アルケマ・クロスビー施設の住所（18000 Crosby Eastgate Rd., 77532）を入力

し、「View Web Map」アイコンをクリックする [58]。 

https://msc.fema.gov/portal/search
https://msc.fema.gov/portal/search
https://msc.fema.gov/portal/search
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157. さらに、アルケマの保険会社であるファクトリーミューチュアル保険会社（FM Global）が

2016年9月に発行した報告書によると、アドロング水路はアルケマ・クロスビー施設に対する

洪水リスク要因であると指摘されている。FM Globalの報告書では、施設の一部が100年氾濫

原に、残りの部分が500年氾濫原に分類されていることが確認されている。 

4.2. 洪水保険調査 

158. FEMAは、洪水保険料率地図（FIRM）を提供するだけでなく、各地域に対して洪水保険調査

を実施し、洪水標高の詳細地図である「洪水プロファイル」を含む報告書も提供している

（図53） [59]。テキサス州ハリス郡の洪水保険調査には、アルケマ・クロスビー施設付近の

河川であるシーダーバイユー、アドロング水路、および施設北東に位置する名称不明の支流

に関する詳細な洪水標高地図が含まれている [59]a。 

  

                                                      
a ハリス郡の洪水保険調査は全12巻から成るが、アルケマ・クロスビー施設の洪水リスクを理解する上で特に関連性

が高いのは第1巻および第8巻である。FEMAの洪水地図サービスセンターのウェブサイト上では、第1巻の製品識別

番号は48201CV001E、第8巻は48201CV008Dである[49]、[60]。これらの文書を閲覧するには、FEMAの洪水地図サー

ビスセンターのウェブサイトに移動し、アルケマ・クロスビー施設の住所（18000 Crosby Eastgate Rd., 77532）を入力

してから、「Show all products for this area」をクリックする。続いて、「Effective Products」フォルダを選択し、「FIS 

Reports」をクリックする [59]。 

https://msc.fema.gov/portal/search
https://msc.fema.gov/portal/search
https://msc.fema.gov/portal/search
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図53：アドロング水路の洪水プロファイルの抜粋。この図は、アドロング水路の

洪水プロファイルの抜粋であり、アルケマ・クロスビー施設周辺の洪水確率ごと

の予測水位を示している [60, p. 35]。赤い長方形はCSBによって追加されたもの

で、ハリケーン・ハービーによる洪水のおおよその水位が500年洪水標高を2フィ

ート以上上回ったことを示している。100年洪水と500年洪水の水位差が1フィー

ト未満であることを考慮すると、500年洪水標高を2フィート超過したことは極め

て重要な事象である。（CSBによる編集画像） 

4.3. 基準洪水標高 

159. 図54に示されているとおり、洪水保険料率地図（FIRM）では、アルケマ・クロスビー施設に

おける基準洪水標高（100年洪水標高に相当）は52フィートと定められている [58]。 
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図54：アルケマ・クロスビー施設における基準洪水標高。洪水保険料率地図

（FIRM）には、クロスビー施設の基準洪水標高が52フィートと示されている 

[58]。（CSBにより編集した地図） 

160. 図55は、アルケマ・クロスビー施設内に複数ある標高測量標のうちの一つを示している。基

準洪水標高は、この測量標の標高よりも6インチ高い位置にある。 

 

図55：液体窒素貯蔵タンク付近の標高測量標。コンクリートブロック上に設置さ

れた金属プレートには、標高が51.5フィートであり、基準洪水標高よりも約6イ

ンチ低いことを示している。ハリケーン・ハービーの際の洪水標高は、この測量

標の高さより3フィート以上高かった。（出典：CSBの写真） 

161. FEMAによると、実際の洪水では基準洪水標高を超える洪水となる場合も多い。FEMAは、近
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年のハリケーン（カトリーナ、アイク、サンディなど）において、地域によっては洪水標高

が基準洪水標高を数フィート上回り、洪水の範囲も洪水保険料率地図（FIRM）に示された範

囲を大幅に超えて広がったと警告している [61]。 

4.4. 2016年の保険報告書が洪水リスクを特定・評価 

162. FM Globalは、ロードアイランド州に本社を置き、世界中に拠点を持つ保険会社であり、大企

業向けに損害防止保険を提供している。FM Globala のエンジニアは、顧客企業の施設を訪問

する際に、洪水、強風、地震のハザードマップを確認し、自然災害による損失リスクを評価

する [62, p. 21]。 

163. ハリケーン・ハービーの1年前、FM Globalのエンジニアはアルケマ・クロスビー施設を訪問

し、クロスビー工場の工場長と面談した上で、クロスビー施設は他の保険リスクに加えて洪

水リスクの影響を受けやすいとの報告書を作成したb。2016年9月のFM Global報告書では、ア

ドロング水路がアルケマ・クロスビー施設に対する洪水リスク要因であると明確に指摘され

ていた。また、同施設が100年氾濫原および500年氾濫原の両方に位置していることも確認さ

れた。さらに、FM Globalは100年洪水と500年洪水について物的損害と事業中断損失の見積も

りを作成し、その結果、500年洪水が発生した場合、100年洪水と比較して、物的損害は5倍、

事業中断損失は16倍に拡大する可能性があることを示した。 

164. FM Globalによると、同社のエンジニアは毎年10万件以上の現地調査を実施し、700種類のデ

ータを収集している [63]。FM Globalはこれらのデータを分析し、保険損失が発生する可能性

の高い施設や、損失が顕在化しやすい要因を特定している [63]。また、FM Globalは顧客企業

に報告書を提供し、リスク改善策の優先順位を決定するための支援を行っている [63]。FM 

Globalのリスク評価ツールの一つであるベンチマークツール「RiskMark」は、評価対象施設

のリスク品質を100点満点のスコアで測定する [63]。RiskMarkのスコアが高いほどリスク品質

が高いことを表し、リスク管理が適切に行われ、損失リスクが低い施設とされる  [64]。

RiskMarkには、自然ハザード（洪水など）を含む4つの構成要素が含まれている [62, p. 21]。

FM Globalの報告によると、RiskMarkのスコアが最も低い施設は、RiskMarkスコアが高い施設

に比べ、損失発生率が7倍高い [63]。さらに、FM Globalは、RiskMarkスコアが低い拠点は、

RiskMarkスコアが高い拠点よりも損失が30倍深刻であると報告している。 

165. 2016年のFM Globalの報告書はアルケマの経営陣にもRiskMarkスコアを提供した。クロスビー

施設のスコアは、他のアルケマ施設や、FM Globalが保険を提供する他の危険物製造施設と比

較して、下位25％グループ（最もリスクが高い）に位置していた。クロスビー施設は、洪水

などの自然ハザードのスコアが低かった。FM Globalはアルケマ・クロスビー施設の洪水リス

クを認識したが、FM Global報告書ではアルケマに対して洪水リスクを軽減するための具体的

な推奨策を提案しなかった。さらに、アルケマが報告書を基に行った変更について、FM 

Globalは満足していたとされる。なお、FM Global報告書ではクロスビー施設の複数の問題点

が指摘されており、施設側はその多くの問題に対応していた。 

  

                                                      
a FM Globalは、2017年より前まではアルケマ・クロスビー施設の保険会社であったが、アルケマは2017年に保険会社

を変更したため、ハリケーン・ハービー発生時にはFM Globalは保険契約会社ではなかった。 
b 2016年9月にFM Globalの担当者と面談した工場長は、2017年初頭にアルケマを退職していた。その後に暫定的な役

割を担ったアルケマのマネージャーは、FM Globalの報告書を知らなかった。 
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5. アルケマ・クロスビー施設の洪水設計 

166. CSBの調査によると、アルケマ・クロスビー施設には特定の洪水設計基準は存在しなかった

が、同施設のハリケーン対策計画、緊急対応計画、プロセスハザード分析（PHA）、ワース

トケースシナリオ、およびハリケーン・ハービーによる洪水に関してアルケマが発表した書

面声明などを通じて、施設がどのように洪水の影響を認識していたかを把握できる。事故後

のアルケマの声明で示された見解は、アルケマの従業員がCSBの調査官に対して述べた内容

とも一致している。同施設は過去に洪水を経験しており、ハリケーン・ハービー以前に多く

の従業員が施設内で確認した最大の水位は約2フィートであった。 

5.1. ハリケーン対策計画 

167. アルケマ・クロスビーのハリケーン対策計画では、洪水対策として以下の対策が記載されて

いる。 

 可能な範囲で貯蔵タンクを満タンにし、浮きあがりを防ぐ。 

 ゴミ収集コンテナを水で満たし、浮きあがりを防ぐ。 

 数フィートの浸水の中でも移動可能な、大型トラクター用タイヤを装備したオフロードフ

ォークリフトを調達する [65]。 

 浅瀬でも航行可能な平底ボートを入手する [66]。 

 個人用保護雨具の一つとして、防水長靴を備蓄する。 

5.2. 緊急対応計画 

168. アルケマ・クロスビーの緊急対応計画には、以下を含めさまざまな緊急事態の可能性につい

て記載されている。 

 有機過酸化物の分解 

 電力の喪失 

 洪水などの異常気象現象 

169. 緊急対応計画の洪水および高水位に関するセクションでは、ハリケーン・ハービー時のよう

な大規模な洪水は考慮されていない。アルケマはこの緊急計画を作成する際、明示されては

いないものの、より低い水位の洪水を前提としていた。緊急対応計画には以下のように記さ

れている。 

設備、作業場、制御室、事務所などに水が入らないよう注意を払うこと。激しい暴風雨

の際は、これらのエリアを点検し、損害や人的被害を防止すること。必要に応じて、必

須でない人員を退避させること。 

大雨の際には、以下の項目を点検すること。 

 タンクのすべての二次防壁の水位を監視する。 

 必要に応じて、雨水貯留ゲートを開放する。 

 必要に応じて、すべての容器および設備を固定する。 

 衛生用下水槽の水位を監視する。 

170. 緊急対応計画では、事前の対策や異常気象時の作業員の安全確保に重点を置いている。しか
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し、アルケマの緊急対応計画には、洪水が電力喪失を引き起こし、それに伴う冷却機能の喪

失が有機過酸化物の分解を招く可能性は記載されていない。 

5.3. 貯蔵施設の安全ガイドライン 

171. アルケマ・クロスビー施設には、有機過酸化物の保管に関するガイダンス、制約、およびプ

ロセス安全情報を提供するための方針が文書化されていた。この方針には、低温倉庫の電力

が喪失した場合に有機過酸化物製品の冷却を行うために、オペレーターが取るべき行動等が

詳細に記されていた。この方針は2016年に改定され、低温倉庫への電力供給が失われた際に

バックアップ発電機が作動しなかった場合には、有機過酸化物製品を冷蔵トレーラーに移動

するよう、作業員に指示した。液体窒素システムは、「他に代替手段がない場合」に使用す

ることとされていた。ハリケーン・ハービーの際に試みられたように、500年洪水の水位の場

合、冷蔵トレーラーに積載してレイダウンエリアに配置していれば、有機過酸化物製品の冷

却が十分に維持され、分解事故を防げたかもしれないa。 

5.4. プロセスハザード分析 

172. アルケマがクロスビー施設の低温倉庫に対して実施したプロセスハザード分析（PHA）では、

洪水リスクについての記録がなかったb。仮にアルケマのPHAが洪水リスクを評価していたと

しても、当時の業界における洪水対策ガイダンスは限られており、ハリケーン・ハービーに

よる洪水のハザードに対して、具体的かつ十分に安全側の対策を講じるには不十分であった。

しかしながら、洪水リスク評価がなかったにもかかわらず、クロスビー施設には、100年洪水

に対しては低温倉庫の冷却能力を維持するための十分な安全対策が整っていたように見受け

られる。 

173. 低温倉庫のPHAが実施された当時のアルケマの全社PHA方針では、洪水が潜在的な起因事象

の一つとして含まれていたが、クロスビー施設のPHAでは洪水リスクについての記録がなか

った。一方で、低温倉庫を対象としたアルケマのPHAでは、低温倉庫内の温度上昇を引き起

こす可能性のあるシナリオとして以下の3つが特定されていた。 

 コンプレッサー故障による冷却機能の喪失 

 冷媒漏れによる冷却機能の喪失 

 電力の喪失 

174. 電力喪失の可能性に対処するため、クロスビーのPHAチームは以下の安全対策を特定した。 

 すべての低温保管施設に電力を供給する非常用発電機 

 代替冷却手段としての液体窒素供給 

 2時間ごとの手動温度チェック、および影響を受けた低温保管施設から、冷却機能を提供

                                                      
a ハリケーン・ハービーの際、アドロング水路の水位は約54.5フィートに達した。レイダウンエリアの標高は52フィ

ートであり、冷蔵トレーラーの燃料タンクは地上から3フィート5インチの高さにあった。もしすべての冷蔵トレーラ

ーがレイダウンエリアに配置されており、作業員が現場に留まって監視できていた場合、冷却機能を失わずに済んだ

かもしれない。 
b アルケマの低温倉庫に関するPHAは2013年11月に完了している。アルケマは、リスク評価およびリスク低減プログ

ラムにおいて、「合理的に実行可能な限り低減（ALARP：As Low As Reasonably Practicable）」の原則を用いている。

化学プロセス安全センター（CCPS）はALARPを、次のように定義している。「リスク低減の努力は、追加的な犠牲

（コスト、時間、労力、またはその他の資源の消費）が、達成されるリスク低減の度合いに対して著しく不均衡にな

るまで続けられるべきという考え方である。「合理的に達成可能な限り低減（ALARA：As Low As Reasonably 

Achievable）」という用語も同義で使用されることが多い [178]。」 
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可能な別の倉庫または移動式の冷蔵トレーラーに有機過酸化物製品を移動する能力 

175. PHAプロセスにおける安全対策の有効性の評価では、ハリケーン・ハービー級の洪水は想定

していなかった。アルケマの企業方針も業界基準も、ハザードの起因事象に依存しない安全

対策を求めている。しかし、ハービーによる洪水は、クロスビー施設の電力喪失を引き起こ

しただけでなく、アルケマが安全防護層として想定していた安全対策にも以下のような共通

の故障モードをもたらした。 

 非常用発電機が浸水し、使用不能になった 

 液体窒素配管が浸水し、使用不能になった 

 冷蔵トレーラーのディーゼル燃料タンクが浸水し、使用不能になった 

176. クロスビー施設は、ハリケーン・ハービーにより生じた洪水の規模に対応できる独立した十

分な安全防護層を欠いていたため、適切に保護されず、有機過酸化物製品が分解する事態に

至った。アルケマ・クロスビーPHAに対する追加の詳細分析については付録Cを参照のこと。 

5.5. プロセス安全のワーストケースシナリオ 

177. アルケマの各事業所では、最も重大なハザードに対する社員の意識を高めるため、プロセス

安全におけるワーストケースシナリオのリストを作成している。アルケマでは、これらのハ

ザードについて従業員に伝えるため、安全オリエンテーション研修や定期的な安全会議を通

じて情報共有を行っている。 

178. アルケマの管理者は、各施設のPHAを評価し、プロセス安全のワーストケースシナリオのリ

ストを作成した。クロスビー施設におけるワーストケースシナリオの作成では、火災、爆発、

化学物質の流出、異常気象など、さまざまなハザードカテゴリーを評価したa。アルケマの管

理者が文書化した異常気象には、さまざまな自然災害が含まれていたがb、洪水は含まれてい

なかった。 

5.6. アルケマの声明 

179. アルケマは、事故後の声明文書において、同社のクロスビー施設における歴史は1960年に遡

ることを強調した。クロスビーでの57年の歴史の中で、多くのハリケーンや熱帯暴風雨が同

施設に影響を与えた。アルケマは、現在の従業員の中には40年間クロスビー施設に勤務して

いる者もおり、過去の最悪の洪水時でもピックアップトラックで敷地内を走行できたと述べ

た。これらの長年の従業員は、2001年の熱帯暴風雨アリソン [67] を、クロスビー施設におけ

る過去最大の洪水の指標として認識していた。また、アルケマは、2008年のハリケーン・ア

イク [68] や2005年のハリケーン・リタ [69] などの近年のハリケーンはハービーよりもクロス

ビーに近い地点に上陸し、両ハリケーンとも大雨をもたらしたが、ハービーのような大規模

な洪水には至らなかったと述べている。 

180. CSBの指摘によると、アルケマが言及した過去の嵐のいずれも、ハリケーン・ハービーの降

水量を超えてはいなかったが、1994年のハリケーン・ローザ（Rosa）および2015年の無名の

暴風雨は、アルケマ・クロスビー施設付近でハリケーン・アイクやリタを上回る降水量を記

録していた。アルケマ・クロスビー施設付近で記録された2日間合計の最高降雨量は以下の通

りである。 

                                                      
a 異常気象には、ハリケーン、干ばつ、竜巻、吹雪、洪水が含まれる [240]。 
b これらの自然災害には、竜巻、雷、異常高温などが含まれていた。 
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 ハリケーン・ローザ（1994年）：23インチ 

 熱帯暴風雨アリソン（2001年）：2.7インチ 

 ハリケーン・リタ（2005年）：3.8インチ 

 ハリケーン・アイク（2008年）：6.5インチ 

 ハリケーン・ハービー（2017年）：26.5インチ 

181. ハリケーン・ハービー以前において、ハリス郡洪水管理地区の雨量計データによると、アル

ケマ・クロスビー施設でハービーに匹敵する降水量を記録した最も直近の事象は2015年10月

の無名の暴風雨であり、2日間で合計13インチの降水量を記録していた [29]a。 

182. アルケマの記録によれば、2015年10月の暴風雨ではクロスビー施設では浸水が発生したもの

の、低温倉庫および非常用発電機は浸水しなかった。また、この暴風雨による化学物質の流

出や火災は発生しなかった。 

  

                                                      
a 2015年の暴風雨の最大雨量は、同年10月31日に記録された。 
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6. 洪水対策のガイダンス 

183. 施設における洪水ハザードへの対処方法については、複数の異なる機関からガイダンスが提

供されている。しかしながら、仮にアルケマがハリケーン・ハービーの到来前にこれらのガ

イダンスを適用していたとしても、本件の事故を防ぐことは困難であったと考えられる。こ

の結論は、米国では、より強固な洪水対策ガイダンスが必要であることを示唆している。 

6.1. 米国土木学会 

184. 米国土木学会（ASCE：American Society of Civil Engineers）は、洪水ハザード地域における建

物および構造物の立地選定、設計、建設の基準として、ASCE 24『洪水耐性設計と建設

（Flood Resistant Design and Construction）』を発行している［70, p.1］a。ASCE 24は、商業施

設、住宅、工業施設、教育施設、医療施設、および重要施設も対象としている［70, p.1］。

また、ASCE 24は、建物の用途や公共またはコミュニティの機能への潜在的リスクに基づき、

洪水設計クラスを定めている（表5） [70, p. 8]。 

表5：洪水設計クラス。各ASCE洪水設計クラスは、建物の用途と公衆に対する

潜在的リスクで決まる [70, p.8]。 

 
 

185. 洪水設計クラス4には、「洪水による故障や機能停止、損傷が発生した場合、地域社会全体に

重大なリスクをもたらす建物」が含まれる [70, p. 8]。また、このクラスには、アルケマ・ク

ロスビー工場のような「危険な燃料や化学物質および有害廃棄物などの物質の製造、処理、

取扱い、保管、使用、または廃棄を行う施設」も該当する [70, p. 8]。 

186. ASCE 24は、基準洪水標高に加え、洪水設計クラスと洪水ハザード区域の特性に応じた基準

洪水標高からの追加高さを規定している［70, p.4］。洪水設計クラス4の建物および構造物は、

基準洪水標高＋2フィート、または500年洪水の水位まで、基礎部分を高くするか保護措置を

講じる必要がある [70, p. 4]。アルケマ・クロスビー施設の基準洪水標高は52フィートである

ため、ASCE 24に従った新規建設では、54フィート以下の建物や構造物には洪水に耐性のあ

る材料を使用し、すべての機器やユーティリティを54フィート以上に配置することが求めら

れる [70, p. 4]。しかし、ハリケーン・ハービーによる洪水標高を考慮すると、この基準では

低温倉庫やそのバックアップシステムを十分に保護することはできなかった。 

6.2. 化学プロセス安全センター 

187. 米国化学工学会（AIChE：American Institute of Chemical Engineers）の化学プロセス安全セン

ター（CCPS：Center for Chemical Process Safety）は、化学、製薬、石油産業におけるプロセ

                                                      
a ASCE 24は建築基準法の対象となる建物および構造物に適用される最低要件を定めており、国際建築基準

（International Codes®）から参照されている規格である [70, p. 1]。 
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ス安全性の課題を特定し、対応するための法人会員制組織である。CCPSは、これらの業界で

広く使用されている一連のガイダンス文書を発行している。 

6.2.1 化学物質の倉庫保管に関する安全ガイドライン 

188. CCPSはその書籍『化学物質の倉庫保管に関する安全ガイドライン（Guidelines for Safe 

Warehousing of Chemicals）』の中で、化学物質の保管は「負傷、疾病、環境被害、物的損害、

事業中断などの潜在的なハザードを含む」と述べている [71, p. 1]。また、自然災害（洪水を

含む）がこれらのハザードの引き金となる可能性があるとも指摘している [71, p. 1]。CCPSは

企業に対し、これらのリスクを評価するよう注意を促しつつ、「化学品の倉庫保管に伴うリ

スクを十分に理解し、適切な措置を講じて損失を防止または軽減することが極めて重要であ

る」と述べている [71, p. 1]。 

189. CCPSは、洪水による化学物質の環境流出の可能性を指摘している[71, p. 59]。洪水リスクを理

解するために、CCPSは企業に対し、FEMAの資料（洪水保険調査や洪水保険料率地図）を参

照するよう求めている。また、CCPSは、「100年洪水の発生間隔とそれに関連する洪水標高

は、洪水ポテンシャルの推定に最も広く使用されている基準である」とも述べている [71, p. 

59]。 

190. CCPSは、包括的な倉庫保管リスク管理戦略の重要性を強調しており、緊急事態計画ではさま

ざまな緊急事態シナリオを考慮することを推奨している [71, p. 135]。また、化学物質の流出

につながる分解反応を、企業の緊急事態計画で考慮すべきシナリオの一つとして挙げている 

[71, p. 135]。さらに、洪水によって引き起こされる化学物質流出の見込みを緊急事態計画に組

み込むことを推奨している [71, p. 136]。 

191. 『化学物質の倉庫保管に関する安全ガイドライン』の中でCCPSは、洪水被害を軽減する目的

で、企業向けに、設計および緊急時の保護対策に関して以下を含めたガイダンスを提供して

いる。 

 倉庫の床面を基準洪水標高より高く設計する 

 適切な余裕高（フリーボード）を考慮した堤防や洪水防壁を建設するa 

 防水閉鎖装置、洪水対策用ドア、窓用シールドを設置する 

 冷却が必要な化学物質を移動させる [71, p. 106] 

192. CCPSのガイダンスでは、建築物を「基準洪水標高より高い位置」に建設することが推奨され

ているが、この条件は100年洪水標高よりも高いことを意味すると解釈できるであろう。しか

し、重要な設備を基準洪水標高よりどれだけ高くすべきかについての具体的な基準が明示さ

れていないため、このCCPSのガイダンスだけではアルケマ・クロスビー事故を防ぐには不十

分であったかもしれない。 

6.2.2. 反応性物質の安全な保管および取扱いに関するガイドライン 

193. CCPSは、その書籍『反応性物質の安全な保管および取扱いに関するガイドライン

（Guidelines for Safe Storage and Handling of Reactive Materials）』の中で、反応性化学物質に関

するガイダンスを提供している。反応性化学物質とは、自己反応性を持ち、分解してより単

                                                      
a 「フリーボード（freeboard）は、安全係数として一定の洪水標高より数フィート分（一般的には1～3フィート）上

に設定される追加の高さであり、特に重要施設に適用される。フリーボードは、波の影響、橋の開口部の収縮、流域

の都市化による水文学的影響など、洪水時の水位上昇に寄与しうる多くの未知の要因を補正するための措置である 

[228, p. 1]。」 

https://www.fema.gov/media-library-data/1436818953164-4f8f6fc191d26a924f67911c5eaa6848/FPM_1_Page_CriticalFacilities.pdf
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純な分子に分かれる物質のことを指す [13, p. 2]。CCPSは特に有機過酸化物について言及し、

これらの化学物質は「特有の安定性の問題を抱えており、工業化学物質の中でも特に危険性

が高い [13, p. 3]」と指摘している。また、有機過酸化物は、「分解の速度が加速し続け、最

終的に制御不能な高速度反応（「暴走」分解反応）に至る可能性がある」と述べている [13, p. 

3]。 

194. CCPSは、設備設計者に対し「安全な施設を設計するための出発点として、既存の規格や基準

の使用を考慮する」ことを推奨している [13, p. 138]。その理由は、「規格や基準には、過去

の経験や事故から得られた技術的知見や教訓が豊富に組み込まれている [13, p. 138]」からで

ある。さらに、多くの規格が危険化学物質の特性や管理システム（例：緊急計画と対応）に

ついて規定していると指摘している [13, p. 138]。 

195. CCPSは、アルケマ・クロスビー事故に関連する有機過酸化物の分解によるハザードについて、

以下を指摘している。 

「有機過酸化物は不安定であるため、その貯蔵と取扱いには特別な注意が必要である 

[13, p. 219]。」 

「有機過酸化物の安全な貯蔵と取扱いにおける主なハザードは熱感受性であり、多くの

場合、可燃性または引火性である [13, p. 219]。」 

「ほとんどの有機過酸化物は、一度着火すると激しく燃焼し、一部の物質は、分解時に

希釈されていない状態（例：乾燥した過酸化ベンゾイルなど）や密封された状態である

場合には、爆ごうを起こす可能性がある [13, p. 219]。」 

196. CCPSは、有機過酸化物の分解特性についても以下のように説明している。 

有機過酸化物はすべて熱に対する感受性を持ち、その感受性は過酸化物の反応性が高く

なるほど増加する。有機過酸化物は常に分解を受け、その速度は物質の温度に依存する。

分解熱から得られる熱エネルギーが周囲への放熱速度を上回ると、温度の上昇によって

残りの過酸化物の分解が加速される。このプロセスが進行して制御不能になると、典型

的な「暴走反応」の分解になる。クメンヒドロペルオキシドなど、一部の有機過酸化物

では、この分解が自己触媒的であるため、暴走の危険性が高まる。すなわち、分解生成

物がさらなる分解を促進し、反応が自己加速的に進行する [13, p. 219]。 

197. CCPSは、洪水の可能性がある場合、反応性化学物質の容器を高い位置に保管することを検討

するよう推奨している [13, p. 156]。しかし、予想洪水標高をどの程度上回る高さに保管すべ

きかについての具体的な基準は示されていない。 

6.2.3. 現場での緊急事態に対する技術計画に関するガイドライン 

198. CCPSは、その書籍『現場での緊急事態に対する技術計画に関するガイドライン（Guidelines 

for Technical Planning for On-Site Emergencies）』の中で、企業が緊急事態計画を策定する際の

ガイダンスを提供している [72, p. 153]。緊急事態計画のガイダンスには、「発生が想定され

る事故の特定、利用可能なリソースの評価、対応戦術の考案、適切な組織化、必要なリソー

スの定義、が含まれる」［72、p. 153］。さらに、CCPSは、特定のハザードごとの対応手順

の策定に関するガイダンスも提供しており、これにはハリケーンおよび洪水に関する対応手

順も含まれている [72, pp. 172-177]。 

199. CCPSは、施設が氾濫原内に位置している場合、洪水の可能性がある場合、または過去に洪水

があった場合には、企業が洪水対応手順を策定することを推奨している [72, p. 177]。CCPSは

企業に対し、洪水の予測水位の考察に資する、利用可能な洪水調査情報を求めるよう指摘し
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ている [72, p. 177]。 

6.3. 連邦緊急事態管理庁 

200. 連邦緊急事態管理庁（FEMA：Federal Emergency Management Agency）は、アルケマ・クロス

ビー施設のような重要施設における非常用電源システム（および電力供給先の機器）を、予

測される最大の洪水標高に対して保護することを推奨している。具体的には、以下のいずれ

かの基準を満たすことが求められる [73, pp. 6-12]。 

 基準洪水標高＋2フィート 

 地方自治体が採用した設計洪水標高＋1フィート 

 500年洪水標高＋1フィート [73, pp. 6-12] 

201. 前述のとおり、ハリケーン・ハービーの際の水位は、基準洪水標高を2フィート以上上回って

いた。この水位を考慮すると、FEMAのガイダンスのみでは、低温倉庫およびバックアップ

システムを十分に保護するには不十分であった。 

6.4. 米国環境保護庁の施設設計基準 

202. 米国環境保護庁（EPA：Environmental Protection Agency）は、異常気象に対する建物のレジリ

エンスを強化するために、施設設計基準を策定している [74]。EPAは、洪水ハザード区域に

ある重要な建物については、100年洪水標高より3フィート高い位置に建設することを推奨し

ている [74]。 

203. もしアルケマがこのガイダンスをハリケーン・ハービー前に適用していた場合、事故を防ぐ

ことができた可能性がある。しかし、このEPAの基準はEPAの対象となる建物に対する指針

であり、一般的な業界ガイダンスとして意図されたものではない。 

6.5. FM Global 

204. FM Globalは、企業向けに洪水対策のガイダンスを提供するために『洪水緊急対応計画の策定

（Creating a Flood Emergency Response Plan）』を発行している [75]。FM Globalは、洪水に備

えておくことで、洪水被害や事業中断を軽減できると確信している [75, p. 1]。また、成功の

要因は、洪水発生前に十分な時間をかけて洪水対策計画を策定することにあると考えている 

[75, p. 1]。 

205. 安全性を高めることに加え、洪水への備えは適切な経営判断でもある。FM Globalの損害履歴

によると、「適切に整備された洪水緊急対応計画を持つ施設は、計画がない、または計画が

不十分な施設と比較して、被害額が約70％少なく、事業の再開も早い」と報告されている [75, 

p. 1]。 

206. FM Globalの洪水対策ガイダンスでは、重要設備の高所設置が洪水リスク軽減の重要な施策で

あるとされている。重要設備を高所に移設することは、洪水発生時の人的介入の必要性を低

減し、重要かつ恒久的なリスク軽減につながるからである [75, p. 1]。 

207. FM Globalは、洪水対策の一環として以下の行動を取ることを推奨している。 

 洪水リスクを評価し、潜在的な被害を把握する 

 信頼性の高い洪水警報システムを導入する 

 洪水警報の発令時間と対応時間のバランスを取る（洪水対応行動を開始するのに利用可能

な時間と、スタッフがその行動をとるのに必要な時間とのバランスをとる）。 
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 重要設備を高所に移設する、恒久的な防水壁を設置するなど、洪水リスクを恒久的に低減

する施策を特定し、導入する 

 一時的な防水壁の設置、重要在庫の移動、高価値な移動式機器の移設など、効果的な緊急

対応策を確立する 

 文書化された洪水対策計画を作成し、その使用方法について従業員訓練を実施し、定期的

に計画全体のシミュレーションを行う [75, p. 2] 

208. FM Globalのガイダンスでは、効果的な洪水計画の他の要素として以下を挙げている [75, pp. 

2-3]。 

 計画の発動、生産資源の再配置、運転の停止の権限を持つ責任者の明確化 

 電気設備の安全な停止・隔離、重要な資材や設備の高所設置・移設手順の文書化 

 主要な建物や区域への浸水を防ぐための信頼性の高い手段・方法の確立 

 洪水が長期化した場合に従業員やその家族を支援するための方策 

 洪水の影響を受けにくい地域に住む従業員に対して特に依頼する体制の構築 

 設備、人員、事業活動の変化に応じた洪水計画の定期的な見直しと更新 

209. FM Globalのガイダンスは一般的な内容であり、アルケマがクロスビー施設の事故を防ぐため

に効果的に活用することは困難であった。 

6.6. 英国環境庁 

210. 英国では、環境庁が『洪水への備え – EPRおよびCOMAHに基づく規制対象施設向けガイド

（Preparing for Flooding – A guide for sites regulated under EPR and COMAH）』を公表し、規制

対象施設が洪水対策計画を策定し、環境許認可および関連規制を遵守するための支援を行っ

ている [76]a b。英国では、ハリス郡と同様に洪水が頻繁に発生する。環境庁の洪水対策ガイ

ダンスでは、規制対象の企業に対し以下の措置を講じるよう推奨している。 

 自社の施設が洪水リスクのある地域に位置しているかどうかを確認する。 

 洪水の発生が差し迫っているかどうかを把握する。 

 洪水警報の仕組みを理解する。 

 敷地の地形情報を入手し、より詳細な洪水シミュレーションを実施する。 

 洪水対応計画を策定する。 

 以下の方法により、施設の洪水レジリエンスを向上させる。 

a. 洪水から業務を保護するための対策を講じる。 

b. 洪水を阻止する、遅らせる、またはそらすため、以下を含む防護措置を適用する。 

i. 排水システムの余剰容量を確保する 

                                                      
a EPRは、イングランドおよびウェールズにおける環境許認可規則（Environmental Permitting Regulations）の略称であ

る [147]。COMAHは、英国の化学産業に適用される重大災害ハザード規制（Control of Major Accident Hazards）を指

す [242]。健康安全局（HSE：Health and Safety Executive）、環境庁（EA：Environment Agency）、およびスコットラ

ンド環境保護庁（SEPA：Scottish Environmental Protection Agency）は、 それぞれこれらの規則の施行を担当する英国

の所轄官庁である [148], [149], [150]。 
b 環境庁は、企業向けに洪水対策の一般的な手引書として『Would your business stay afloat?（あなたのビジネスは洪水
に備えられるか？）』も発行している [219]。 

http://www.legislation.gov.uk/uksi/2016/1154/made
http://www.legislation.gov.uk/uksi/2015/483/contents/made
http://www.hse.gov.uk/aboutus/
https://www.gov.uk/government/organisations/environment-agency
https://www.sepa.org.uk/
https://www.sepa.org.uk/
https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/410606/LIT_5284.pdf
https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/410606/LIT_5284.pdf
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ii. 調整池などの排水技術を活用する 

iii. 地面を高くするか、高台を設ける 

iv. 排水および洪水管理システムの維持管理を適切に行う [76] 

211. 化学製品倉庫について、環境庁は、洪水の影響を受けやすい製品（有機過酸化物など）を、

予測される洪水標高より高い場所に移動させることを推奨している。また、環境庁は、取り

外し可能な防水壁などの洪水対策を採用することを企業に推奨している。さらに、環境庁は、

洪水対策製品の選択肢や供給業者の情報を掲載したウェブサイトを企業に案内している [76, 

pp. 1-4]。 

212. 環境庁のガイダンスは、洪水対策計画は施設の事故対応計画や緊急対応計画の一部として策

定すべきであると記している [76, p. 2]。また、適切な洪水計画には、作業員の安全確保、危

険なプロセスの安全措置、資材の安全確保を含めるべきであると推奨している [76, p. 2]。さ

らに、企業は洪水発生までの時間内に計画を確実に実行できるように準備しておく必要があ

る [76, p. 2]。 

213. 環境庁の洪水計画ガイダンスは、企業に対し、洪水警報が発令されても対応時間が限られる

可能性があること、またすべての洪水対策が機能するとは限らないことを認識し考慮するよ

う警告している [76, p. 2]。 

214. 環境庁の洪水計画ガイダンスでは、「効果的な計画は、その工場の設備および運転方法に特

有の洪水リスクの十分な理解に基づくべきである」と述べている［76, p.3］。また、特に重

大災害ハザード規制（COMAH：Control of Major Accident Hazards）規制の対象となる施設で

は、洪水ハザード・オペラビリティ（Hazop）分析を実施することを推奨している [76, p. 3]。 

215. アルケマ・クロスビー事故との関連性がある点として、環境庁の洪水対策ガイダンスでは、

電力や液体窒素などの主要なユーティリティについて具体的に言及している。洪水対策ガイ

ダンスは、次のように述べている。 

電力（施設内の変圧器や変電所を含む）、ガス、蒸気、加熱装置、冷却装置、水供給シ

ステムを、予測される洪水標高より高い位置に配置するか、洪水耐性を持たせるか、洪

水発生前に安全に隔離または遮断できるようにすべきである。ユーティリティの喪失は

長期間に及ぶ可能性があるため、重要設備のバックアップシステムの導入を検討すべき

である。 

216. また、アルケマ・クロスビー事故に関連する点として、環境庁の洪水対策ガイダンスでは、

倉庫内の影響を受けやすい製品を、予測される洪水標高より高い位置に移動することを推奨

している [76, p. 4]。 

217. 環境庁のガイダンスでは、企業が洪水対策計画を策定する際に以下の要因を考慮することを

推奨している。 

 洪水で設備が浸水することによって生じるハザード 

 電力供給などのユーティリティの短期的および長期的な喪失 

 重要な安全装置の喪失 

 ハードウェア、操作手順、技能、および訓練を考慮に入れた手動操作の実施能力 

 運転を安全に停止し、要員を移動させ、化学物質を安全な状態とするために必要な時間 

[76, p.3]。 
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218. 環境庁の洪水計画ガイダンスは、適切な行動や必要な情報の特定を含め、洪水が予測された

場合に行動を起こすことの重要性を強調している。環境庁は、優れた洪水計画には以下の構

成要素が含まれるとしている。 

 訓練を受けた作業員への洪水対応業務の割り当て 

 洪水警報、天気予報、洪水標高の情報源の特定 

 運転の停止、設備の隔離、作業員の避難など、事前に決めておいた対応を開始するための

「トリガーポイント」の設定（降水量、河川水位、洪水警報など） 

 運用方法も含めた、洪水防御設備の設計詳細 

 緊急対応に必要な資源（ポンプ、発電機、清掃用機材など）の供給元の連絡先と契約状況 

 洪水後の対応（排水作業、工場や設備の健全性の確認、実地棚卸のチェックによる汚染物

質・危険物・放射性物質の紛失確認を含む。） [76, p. 3] 

219. また、環境庁の洪水計画ガイダンスでは、異常気象時の限られた時間や少ない資源を考慮し

た上で、職員がその責任遂行に備え、必要な行動が実際に行えるようにするため、定期的な

訓練の実施と見直しを推奨している［76, p.3］。 

6.7. 英国化学工業協会 

220. 英国の化学業界団体である化学工業協会（CIA：Chemical Industries Association）aは、その報

告書『気候変動の中で化学事業を防御する–  気候変動適応計画の立て方（Safeguarding 

Chemical Businesses in a Changing Climate – How to Prepare a Climate Change Adaptation Plan）』

の中で、気候変動によって英国の化学施設は、激しい降雨により頻繁かつ深刻な洪水のリス

クが増加する状況に直面する可能性があることを認めている [77, p. 4]b。 

221. この報告書では、異常気象に備えることは、気象リスクが増大する中で事業継続を可能にす

る観点からも有益であると述べられている [77, p. 7]。米国の気象現象と同様に、洪水は英国

で最も頻繁に発生する自然災害である [77, p. 7]。しかし、米国とは異なり、英国では、環境

保護システムの一環として、洪水に対する備えを特に化学施設に義務付けている［77, p.7］。 

222. 洪水リスク評価の初期段階として、化学工業協会は、企業に対して以下の質問に対する検討

を行うことを推奨している。 

 施設は洪水の影響を受けやすいか？ 

 施設は過去に洪水の被害を受けたことがあるか？ 

 気候変動は将来の洪水リスクに影響を与えるか？ [77, p. 7] 

223. この報告書は、3つの施設に影響を与えた2013年の洪水事象をレビューしている。この事象か

ら得られた主な教訓として、洪水防御対策は機能しない可能性もあることを認識した上で、

洪水対策計画を策定することが不可欠であるという点が挙げられる [77, pp. 12-13]。 

                                                      
a 化学工業協会（Chemical Industries Association）[192]。英国・化学工業協会は、健康、安全、環境、セキュリティの

問題を網羅するレスポンシブル・ケア・プログラムを英国で実施している [77, p. 10]。米国では、米国化学工業協会

（ACC：American Chemistry Council）が、アルケマ [232] などの会員企業にレスポンシブル・ケア [233] の遵守を求め

ている。 
b 本報告書は、化学ビジネス協会（CBA：Chemical Business Association）[193]、化学工業協会（CIA） [192]、非鉄ア

ライアンス（Non-Ferrous Alliance）[194]、および英国環境庁の気候対応支援サービス（Climate Ready Support Service）

[196]のパートナーシップによって作成された [77]。注：環境庁は2016年3月に気候変動対応プログラムを終了した 

[195]。 

https://www.cia.org.uk/
http://www.chemical.org.uk/home.aspx
https://www.cia.org.uk/
https://www.cia.org.uk/
http://www.nfalliance.org.uk/
http://www.nfalliance.org.uk/
https://www.theguardian.com/environment/2016/apr/14/environment-agency-closes-climate-change-advice-service
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6.8. 国連防災機関 

224. 2015年3月、国際連合（UN）は、既存のリスクを軽減し、自然災害および人為的災害に対す

るレジリエンスaを強化するため、世界的な災害リスク管理に関する文書を発表した [78]。 

225. 結論の一つとして、国連は次のように述べている。 

（2005年から2015年の間）、災害は引き続き甚大な被害をもたらし、その結果、人々、

地域社会、さらには国家全体の福祉と安全に影響を及ぼしてきた。災害によって70万人

以上が命を落とし、140万人以上が負傷し、約2,300万人が家を失った。全体として、15

億人以上が何らかの形で災害の影響を受け、その中でも特に女性、子供、弱い立場にあ

る人々がより不当な影響を受けている。経済的損失の総額は1兆4,000億ドル以上であっ

た。さらに、2008年から2012年の間に、災害によって1億4,400万人が避難を余儀なくさ

れた [78, p. 10]。 

人、地域社会、国、そしてその暮らし、健康、文化、遺産、社会経済的資産、そして生

態系をより効果的に守り、レジリエンスを強化するためには、災害リスクを事前に予測

し、計画し、軽減することが緊急かつ重要である。 

226. 国連報告書では、災害リスク要因には地域的、国家的、または世界的な範囲のものがあるが、

地域特有のリスクを理解することが災害リスク軽減には不可欠であると指摘している [78, p. 

13]。また、発生前に災害リスクを軽減する方が、発生後の対応や復旧に頼るよりも費用対効

果が高いとも指摘している [78, p. 13]。災害発生前にリスクを軽減するには、関連データの収

集と分析が不可欠であり、リスクマップを含むこれらのデータは、適切な意思決定者、一般

市民、および災害にさらされる地域社会に対して共有されるべきである [78, p. 15]。災害リス

クを評価するため、基準（ベースライン）を定期的に見直すべきである [78, p. 14]。報告書は、

災害後の復興においては、「より良い復興」を行い、災害リスク教育と意識向上によって、

将来の災害リスクを軽減することが重要であると指摘している [78, p. 14]。 

227. 国連は、地方政府および国家政府に対し、災害の発生を予防し、既存のリスクを軽減し、レ

ジリエンスを強化することを目的としたリスク軽減戦略と計画を採用することを推奨してい

る [78, p. 16]。政府においても、既存の規制を遵守させるための仕組みやインセンティブの確

立を「促進」するとともに、災害リスク管理に十分重点を置くように規制を更新すべきであ

る [78, p. 17]。 

228. ただし、この国連文書はあくまで一般的なガイダンスを提供するものであり、ハリケーン・

ハービーの襲来前にアルケマが適用すれば事故を防げたと思われるような具体的な規定は含

まれていなかった。 

  

                                                      
a 国連はレジリエンス（resilience）を、「システム、コミュニティ、社会が危険にさらされたとき、その影響に適時

かつ効率的に抵抗、吸収、適応、転換、回復する能力であり、リスク管理を通じた基本的な構造や機能の維持および

回復が含まれる。[220]」と定義している。 
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7. 規制の分析 

7.1. 洪水ハザード 

229. 前節で述べたように、アルケマのような企業が異常気象に備える際に役立つ、産業界で利用

可能な確固とした洪水リスクガイダンスは存在しないに等しい。CCPSに対するCSBの勧告は、

このギャップを埋めることを目的としている。 

7.1.1. 米国のアプローチ 

230. 既存の業界ガイダンスにおける弱点と同様に、連邦安全規制においても、企業が洪水などの

異常気象をどのように評価し、対応すべきかに関する具体的な要件や詳細なガイダンスが不

足している。 

7.1.1.1. OSHAのプロセス安全管理基準 

231. アルケマは、クロスビー施設における有機過酸化物の製造プロセスは、OSHAのプロセス安

全管理（PSM：Process Safety Management）基準a の適用対象であると見なしている。これは、

施設内で使用または保管されている化学物質の量によるものであるb。さらに、アルケマは、

有機過酸化物を保管する建物のうち1棟が、OSHAのPSM基準の適用対象であると認識してい

る。7棟の低温倉庫については、PSM基準の適用対象とは考えていなかった。ただし、アルケ

マは「ベストプラクティス」として、PSMプログラムを施設全体に適用していた。 

232. 1990年の大気浄化法改正により、OSHAにはPSM基準の公布が義務付けられ、同時にEPAには

リスク管理計画（Risk Management Plan）規制の策定が義務付けられた [79]。OSHAが導入し

たPSM基準の主な目的は、規制対象の化学物質を一定量以上保管する施設において、高度に

危険な物質の意図しない放出を防止することである。特に、作業員が当該化学物質による重

大な危険にさらされる可能性がある施設の安全性を確保することに重点を置いている。PSM

は、14の要素を通じて、プロセス安全を体系的に管理することを目的としている [79]c。PSM

は、化学プロセス全体の安全性を確保するための基本的な原則に基づいており、これらは規

制要件として正式に定められている。具体的には、プロセスハザード分析の実施、適切な運

転手順の確立、従業員の十分な訓練と関与の確保、プロセス設備の機械的健全性の維持、そ

して意図しない流出事故発生時に備えた十分な緊急対応計画の確保などが求められるd。 

233. OSHAは、PSM基準の長所はそのパフォーマンスベースの性質にあると考えている [80]。具体

的には、PSM基準自体に明記されていなくても、OSHAのガイダンスを通じてプロセス安全

情報の多くの例を提供していると主張している [80]。さらに、洪水に関連する文書（FEMA

の洪水地図や洪水保険調査など）はPSM基準にプロセス安全情報として明示的に示されては

いないが、OSHAは、洪水リスクのある施設ではこれらの情報をプロセス安全情報とみなす

ことができるとし、それにより管理変更レビューの必要性を促すことができると述べている 

[80]。また、PSM基準では、施設の立地要件が明確に定義されていない。しかし、OSHAは、

これは企業が洪水リスクや洪水ハザードを施設立地のレビューで考慮する必要がないことを

意味するわけではないと主張している [80]。しかしながら、PSM基準には、企業が洪水保険

                                                      
a 29 C.F.R. §1910.119 
b PSM基準は、化学組成と量（付録Aに記載）、または引火特性（引火点が100°F未満）のいずれかにより危険とみな

された化学薬品を対象としている。アルケマ・クロスビー施設には、PSM対象（十分な量の）化学薬品があった。こ

れらは、付録Aに記載された化学物質または引火点が100°F未満の化学物質である。 
c  29 C.F.R. §1910.119 
d  29 C.F.R. §1910.119 

https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=70ea07144691916f299f3532c132b1ee&mc=true&node=se29.5.1910_1119&rgn=div8
https://www.osha.gov/pls/oshaweb/owadisp.show_document?p_table=STANDARDS&p_id=9761
https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=70ea07144691916f299f3532c132b1ee&mc=true&node=se29.5.1910_1119&rgn=div8
https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=70ea07144691916f299f3532c132b1ee&mc=true&node=se29.5.1910_1119&rgn=div8
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料率地図や関連調査をプロセス安全情報として考慮することを義務付ける明示的な規制要件

は含まれていない。また、洪水リスクや洪水ハザードをPHA（プロセスハザード分析）や施

設立地レビューで考慮することも含まれていない。さらに、CSBの調査では、洪水リスクや

洪水ハザードに関する最新で適用可能なOSHAのガイダンスは確認できなかった。 

234. OSHAが業界向けに提供するPSMガイダンスでは、PHAは「プロセスに影響を及ぼす可能性

のある外部要因」を分析すべきであると述べている [81]。企業がPHAの中で洪水リスクを外

部要因として分析することは可能であるが、この限定的なガイダンスでは、洪水や洪水リス

クについての具体的な議論や評価をPHAチームに促すには不十分であろう。 

7.1.1.2. EPAリスク管理プログラム 

235. アルケマは、クロスビー施設においては、二酸化硫黄とイソブチレンの2種類の化学物質が、

EPAのリスク管理計画（RMP : Risk Management Plan）規則aの適用対象であると認識している。

しかし、低温倉庫はRMP規則の適用対象外であると考えている。アルケマ・クロスビー施設

は、2014年に最新のRMPをEPAに提出した。 

236. EPAのRMP規則は、化学事故の防止を目的として策定された。この規則では、施設に対し、

化学物質流出のワーストケースの潜在的影響だけでなく、より発生の可能性が高い、一般市

民にも影響を与えるシナリオについても評価することを求めている。この規則では、施設の

種類に応じて、対象プロセスの潜在的ハザードの分析、従業員の訓練の実施、運転手順の文

書化、対象プロセスの機械的健全性の維持、事故流出等の事象の調査、および事故防止プロ

グラムの定期的な再評価を、施設に対して義務付けているb。また、施設は、事故発生時に取

るべき手順について緊急対応要員と調整し、施設のRMPにすべての遵守手順をまとめなけれ

ばならないc。RMP規則はまた、施設の所有者および運営者が、規制対象物質を一定量以上保

管している場合、政府に登録し、一定の情報を提供することを義務付けている。特に、企業

は、規制対象物質の事故流出が周辺環境に与える影響について、ワーストケースを想定して

分析した結果を提出しなければならない。企業はまた、施設内の化学物質の性質と影響範囲

に関する詳細データ、事故履歴データ、当該化学物質の流出を防ぐための適切な企業プログ

ラム、事故流出時の緊急対応情報など、多くのデータを文書化しなければならないd。 

237. EPAがRMP規則を制定した際、PHAの要件は、OSHAのPSM規則と整合性を持たせることを

意図していた。1996年の新たなRMP規則に関するコメントへの対応としてEPAは、RMPの

PHA要件に関する以下のガイダンスを提供した。「通常、適切に実施されたPHAにおいては、

地震、洪水、強風などの外的要因による損傷に対する脆弱性を検討し、これらの事象によっ

てプロセスの健全性が損なわれた場合の潜在的な影響を評価する。[82]」。また、EPAの一般

RMPガイダンスでは、Program 2e に該当する施設向けに考慮すべき事項として、「内部故障

                                                      
a 40 C.F.R. §§68.150-68.195. 
b 40 C.F.R. Part 68. 
c 40 C.F.R. Part 68. 
d 40 C.F.R. §§68.150-68.195. 
e RMP規則に基づき、アルケマはProgram 3施設に分類される。RMP規則において、Program 2施設とは、Program 1お

よびProgram 3施設の適格要件を満たさない施設を指す。（40 C.F.R. § 68.10(c)）。Program 1施設とは、次の要件をす

べて満たす施設を指す。「(1) RMP提出前の5年間において、規制物質の偶発的な放出により、当該物質、その反応生

成物、当該物質に関係する爆発により発生した過圧、または当該物質に関係する火災により発生した輻射熱に暴露し

たことにより、施設外で(i)死亡、(ii)負傷、または(iii)環境受容体の暴露に対する対応または修復活動のいずれかに至

った事故がなかった。(2) サブパートBおよび§68.25に基づいて行われたワーストケースの流出事故評価における有毒

物質または可燃性物質のエンドポイントまでの距離が、§68.30で定義されるいかなる公共受容体までの距離よりも短

い。(3) 発生源となる定置型施設、地域の緊急計画、対応機関の間で緊急対応手順が調整されている。」（40 C.F.R. § 

68.10(b)）。Program 3施設とは、次のいずれかの要件を満たす施設である。「対象となるプロセスは、本節の(b)項の

https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=70ea07144691916f299f3532c132b1ee&mc=true&node=sp40.17.68.g&rgn=div6&se40.17.68_1150
https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-1996-06-20/pdf/96-14597.pdf
https://www.govinfo.gov/content/pkg/FR-1996-06-20/pdf/96-14597.pdf
https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=70ea07144691916f299f3532c132b1ee&mc=true&node=sp40.17.68.g&rgn=div6&se40.17.68_1150
https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=70ea07144691916f299f3532c132b1ee&mc=true&node=sp40.17.68.g&rgn=div6&se40.17.68_1150
https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=70ea07144691916f299f3532c132b1ee&mc=true&node=sp40.17.68.g&rgn=div6&se40.17.68_1150
https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=70ea07144691916f299f3532c132b1ee&mc=true&node=sp40.17.68.g&rgn=div6&se40.17.68_1150
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だけでなく、合理的に予測される外的要因。地震、ハリケーン、洪水の影響を受けやすい地

域にある場合、規制対象物質を流出させることなく当該プロセスがこれらの自然災害に耐え

られるかを検討する必要がある。」 [83, pp. 6: 10-11]」とも記している。 

238. EPAは、規制間の矛盾を避けるため、次のようにコメントしている。「OSHA PSMとの整合

性を確保するため、EPAは、PHAに関するOSHAの文言を採用した。そのため、EPAは、外的

要因の考慮に関する文言を本規則に追加していない。しかしEPAは、適切なリスク管理プロ

グラムにおいて、発生源として外的要因によって生じるハザードを考慮しなければならない

ことを認めている。適切に実施されたPHAでは、通常、プロセスが地震、洪水、強風などの

外的要因による損傷を受けやすいかどうかを考慮し、これらの事象によってプロセスの健全

性が損なわれた場合の潜在的な影響を評価するべきである。（1996 RMP RTC, 9-23）[82, 

84]。」。 

239. EPAは、次のようにも説明している。「内部故障だけでなく、合理的に予測される外的要因

も考慮すべきである。地震、ハリケーン、洪水の影響を受けやすい地域にある場合、プロセ

スが規制対象物質を放出せずにこれらの自然災害に耐えられるかどうかを検討する必要があ

る（RMP一般ガイダンス、6-10～6-11ページ［83, 84］）」。 

240. EPAはまた、企業のプロセスを検討する際、「考慮すべき事項は、化学物質やプロセスに依

存し、本質的に施設ごとに異なる。そのため、規制は、各施設が当該ハザードに適切に対処

できるよう、独自の措置を決定することを求めている。その際、業界のコンセンサス規範や

基準のような、業界のグッドプラクティスや、広く認められ一般的に受け入れられているエ

ンジニアリングに関するグッドプラクティス（RAGAGEP: recognized and generally accepted 

good engineering practices）を活用する必要がある [84]」。しかし、前述のとおり、業界のコ

ンセンサス規範や基準には、洪水リスクに関して効果的なガイダンスが十分に整備されてい

ない。したがって、限られたOSHAガイダンスや不十分な業界基準に依存したり、業界基準

が存在しない状況の中で、EPAの本来の意図を満たすためには、OSHAのガイダンスの不備を

補う新たなガイダンスが必要である。 

241. 連邦政府の安全要求事項には、両方の規制枠組みにおいて、指定された危険物質を対象とす

る規定が存在し、また、現行の規制構造内で洪水リスクを分析する潜在性があるにもかかわ

らず、PSM基準およびRMP規則のいずれの規定においても、プロセス安全と関連付けた洪水

リスクの評価を明確かつ具体的に義務付ける規制要件は存在しない。 

7.1.2. 欧州連合（EU）のアプローチ 

242. 米国のアプローチとは対照的に、欧州連合（EU）では、主要な化学事故リスクは「セベソ指

令」によって規制されている。この指令は、特定の危険物質を使用、取扱い、または保管す

る産業活動に適用される [85, p. 53]。セベソ指令では、大量の危険化学物質を製造または保管

する一部の施設に対し、安全報告書の作成を義務付けている。この報告書では、施設が重大

事故防止方針を有していること、事故シナリオが特定されリスクが軽減されていること、を

説明する必要がある [85, p. 53]。また、セベソ指令では、施設が工場の地理的要因によって増

大するリスクにも適切に対応することを求めている。したがって、アルケマ・クロスビー施

                                                                                                                                                                            
要件を満たさない場合、かつ以下のいずれかの条件を満たす場合にProgram 3に分類される：(1) プロセスがNAICSコ

ード32211、32411、32511、325181、325188、325192、325199、325211、325311、または32532のいずれかに該当する、

または(2) プロセスがOSHAのプロセス安全管理基準（29 C.F.R. §1910.119）の適用対象である。(e) いずれかの時点で、

対象プロセスがそのProgramレベルの適格基準を満たさなくなった場合、所有者または運営者は、新たに適用される

Programレベルの要件を遵守し、§68.190に従ってRMPを更新しなければならない。(f) 本パートの規定は、40 C.F.R. 

55.2で定義される外大陸棚（OCS：Outer Continental Shelf）の発生源施設には適用されない」（40 C.F.R. §68.10(d)）。 

https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=70ea07144691916f299f3532c132b1ee&mc=true&node=sp40.17.68.g&rgn=div6&se40.17.68_1150
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設のような有機過酸化物を製造する施設がEU内に所在し、セベソ指令の適用対象となる場合、

同指令の下で作成が義務付けられる安全報告書には、ハリケーンによる洪水リスクも含める

必要があった。 

243. EUは、過去の事故を踏まえ、2012年にセベソ指令を改正し、異常気象リスクへの対応を強化

した。セベソ指令は現在、洪水や地震などの自然災害について、企業が安全報告書で定期的

に特定・評価することを義務付けている [85, p. 54]。 

7.2. 反応性ハザード 

244. 2017年8月にアルケマ・クロスビー施設で発生した事故は、反応性事故であった。反応性事故

とは、制御不能な化学反応に伴う突発的な事象であり、温度や圧力の著しい上昇、または大

量のガス発生を伴い、人、財産、または環境に深刻な危害をもたらす潜在性がある [86, p. 

103]。CSBは、2002年9月、重大ハザード調査を完了し、『反応性ハザード管理の改善

（Improving Reactive Hazard Management）』という報告書を発表した [86]。CSBは、反応性事

故を防止するには、良好な反応性ハザードの管理が必要であると結論づけた [86], [87, p. 4]。 

  

245. 『反応性ハザード管理の改善』において、CSBは次のように記している。 

対象物質リストを作成する際、EPAは、化学物質が暴露によって深刻な脅威をもたらす

かどうかのみを考慮した。毒性と可燃性に関しては明確な基準が用いられた。しかし、

現場特有の要因やプロセス条件は複雑であるため、EPAは反応性の指標となる固有の特

性を決定することができなかった。EPAは、当時、「反応性物質を特定するための基準

策定に十分な技術情報がなかった」と結論づけた。その結果、1994年1月のRMPの130の

規制対象化学物質リストには、反応性ハザードに基づいてリストアップされた物質は含

まれていない［86、p.60］。 

246. CSBが2002年に行った『反応性ハザード管理の改善』調査では、「過去の事故の半数以上は、

（有機過酸化物と同様に）OSHAとEPAのプロセス安全規則から除外されている化学物質が関

与していた」ことが判明したa。そこで同調査は、「EPAの事故流出防止規則（40 CFR 68）は、

反応性ハザードの適用範囲に重大な欠陥がある [86, p.87]」と結論づけた。 

247. その結果、CSBはEPAに対し、反応性物質の適用範囲と規制を拡大するための勧告（勧告番

号2001-1-H-R3）を行った。この勧告には次のように記されている。「事故流出防止要件（40 

CFR 68）を改定し、自己反応性化学物質や化学物質の組み合わせ、プロセス固有の条件によ

って引き起こされるものを含め、一般市民に深刻な影響を及ぼす可能性のある壊滅的な反応

性ハザードを明確に規制対象に指定すること。本報告書に示した、反応性ハザードの適用範

囲に関するOSHAへの勧告を考慮すること。規制改正に必要であれば、議会権限を求めるこ

と [86]」。 

248. しかし、EPAはCSBの勧告通りの対応を行わなかった。その代わりにEPAは、2003年の円卓会

議への参加、反応性物質データ収集の改善を目的とした事故報告システムの改定、CCPSとの

協力の下での化学反応性ハザード管理に関する出版物の発行（2003年）、反応性物質に関す

る2つの安全警告の公表（2004年および2005年）など、反応性ハザード管理の強化に役立つと

考えられる他の多くの措置を講じた。EPAはまた、大気浄化法の一般義務条項に基づく権限

を引き続き行使し、「極めて危険な物質」の製造、加工、取扱い、貯蔵を行う施設にRMP要

件を適用するとCSBに通知した。しかし、CSBは、これらの代替措置は不十分であり、勧告

                                                      
a これらの事故に関与した特定の化学物質がOSHAやEPAの規則の直接的な規制対象とはなっていなかった場合でも、

同じプロセス内で使用される他の化学物質が対象となれば、全体として連邦安全規制の対象となった可能性がある。 
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2001-1-H-R3で提案された規制の変更が引き続き必要であると考え、この勧告を「未対応 – 不

適切な対応 [88]」に指定した。CSBは現在、事故防止に向け、EPAに対してこの勧告の再提

示を行っている。何よりもまず、CSBは、反応性化学物質は当初勧告された方法でRMPの対

象とすべきであると引き続き考えている。第二に、アルケマの事故にとってより重要なこと

であるが、もし反応性化学物質がRMPの対象であり、アルケマがRMPの要件に従って、必要

な施設外の影響分析（ワーストケースと代替シナリオの両方）を実施していたならば、同社

はクロスビー施設現場の洪水脆弱性に関連するハザードを特定し、より高いレベルのリスク

ベース思考プロセスを通じて、施設内に保管されていた有機過酸化物に対し、引き続き起こ

りうる脅威を特定できたかもしれない。 
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8. 企業が自社施設の洪水リスクを評価する方法 

249. OSHA、EPA、または既存の化学産業規格において洪水リスクに関するガイダンスが不足して

いることを踏まえると、企業は自社施設の洪水リスクを評価するための適切な手法を確立で

きていないかもしれない。 

250. 本件の事故を受け、アルケマはクロスビー施設の敷地高調査を実施し、施設内の関連地点の

標高を把握するとともに、ハリケーンなどの異常気象時に起こりうる洪水状況を評価するた

めの水文学的調査を委託した。アルケマはこれらのデータを活用し、さまざまな深刻度の洪

水に対するリスクを評価することで、今後の冷却システムの喪失による有機過酸化物製品の

分解に備えた対策を講じることができる。 

251. 2007年、FEMAはアルケマ・クロスビー施設が含まれる地域の洪水関連文書を更新した。

FEMAは、有機過酸化物を保管する低温倉庫が所在する地域の洪水指定地図を変更し、当該

倉庫を500年洪水区域から除外し、100年洪水区域に再分類した。また、FEMAは基準洪水標

高を52フィートと定めた。しかし、アルケマは、この新たな情報をプロセス安全管理システ

ムに反映せず、洪水リスクの再評価を行わなかった。 

252. プロセス安全情報とは、企業が施設のプロセス安全上のハザードを特定し理解するために必

要なすべての情報を広義に表現したものであるa。OSHAは最低限のプロセス安全情報要件と

して「適用する設計コードおよび基準」などを含むデータを定めているが、FEMAの洪水地

図や洪水保険調査をプロセス安全情報として明確に特定してはいないb。さらに、洪水リスク

の考慮をも含むと読み取れるような、プロセス安全情報に関する他の小見出しは見られない。

にもかかわらず、OSHAは、洪水リスクのある施設においては、FEMAの洪水地図や洪水保険

調査を必要なプロセス安全情報と見なすことができるという立場を取っている [80]。 

253. 企業が洪水地図や洪水保険調査をプロセス安全情報と見なさない場合、これらの文書はプロ

セスハザード分析や施設立地レビューの際に考慮から外れるかもしれない。また、洪水関連

の重要な情報文書が更新されても、企業は変更管理レビューの必要性を認識しないかもしれ

ない。その結果、企業のプロセス安全管理システムにおいて、重要な洪水リスク情報が見落

とされるリスクがある。実際、本件において、アルケマがプロセス安全情報の収集に使用し

たチェックリストには、洪水地図や洪水保険調査が考慮されていなかった。 

254. 施設立地レビューの際に洪水リスクを評価することは、企業がプロセス安全ハザードを引き

起こす可能性のある洪水リスクを評価する上で有効なアプローチの一つとなる。OSHAの

PSM基準またはEPAのRMP規則の適用対象となる化学製造施設は、プロセス安全管理システ

ム内のプロセスハザード分析項目の一つとして、施設立地の評価を実施することが求められ

ているc。 

255. しかし、OSHAおよびEPAのいずれの規制機関も、企業が施設立地ハザードを評価する際に網

羅すべき具体的な要件を定義していない。そのため、CSBの調査では、企業の施設立地レビ

ューにおいて洪水リスク評価を求める既存の要件を特定することはできず、また、クロスビ

ー施設においては、洪水リスク評価が文書化されていた形跡はなかった。OSHAの見解は、

PSM基準では施設の立地要件が明確に定義されていないが、それは企業が洪水リスクや洪水

ハザードを施設立地のレビューで考慮する必要がないことを意味するわけではない、という

ものだ [80]。 

                                                      
a 29 C.F.R. §1910.119(d) 
b 29 C.F.R. §1910.119(d) 
c 29 C.F.R. §1910.119および40 C.F.R. §§68.150-68.195 

https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=70ea07144691916f299f3532c132b1ee&mc=true&node=se29.5.1910_1119&rgn=div8
https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=70ea07144691916f299f3532c132b1ee&mc=true&node=se29.5.1910_1119&rgn=div8
https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=70ea07144691916f299f3532c132b1ee&mc=true&node=se29.5.1910_1119&rgn=div8
https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=70ea07144691916f299f3532c132b1ee&mc=true&node=sp40.17.68.g&rgn=div6&se40.17.68_1150
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256. 業界の施設立地ガイダンスは、一般に、プロセスプラント近隣の建物に居る人々を脅かす可

能性のある爆発、火災、有毒化学物質の流出のハザードの評価と管理に重点を置いている 

[89]。ここに焦点が当てられている理由は、2005年にテキサス州テキサスシティーのBP社の

製油所で発生した爆発事故などの事故に端を発している。この事故では、異性化装置の近く

に置かれていたトレーラー付近にいた15名の作業員が死亡した [90]。CSBがBPテキサスシテ

ィー事故に関する調査結果を発表したことを受け、米国石油協会（API：American Petroleum 

Institute）や化学プロセス安全センター（CCPS）などの業界団体は、施設立地ハザードを評

価するためのガイダンス文書を作成した [89]。 

257. API推奨規格752（API RP 752）『プロセスプラントの常設建造物の立地に関連するハザード

管理（Management of Hazards Associated with Location of Process Plant Permanent Buildings）』は、

2009年に関連部分が更新され、OSHAのPSM基準の適用対象となる施設を運営する企業に対

して、新規または既存の施設内の作業員を爆発、火災、有毒物質の流出から保護するための

リスク管理に関する追加ガイダンスを提供している [91, p. 1]。API RP 752では、新規および

既存の建物の立地評価を行うための体系的なプロセスが示されている [91, p. 5]。しかし、API 

RP 752では、有機過酸化物製品を保管するアルケマの低温倉庫のような貯蔵施設は対象から

除外されている。これは、倉庫は主に物質を保管するためのものであり、作業員が常駐する

建物ではないためである [91, p. 5]。 

258. CCPSは、その書籍『ハザード評価手順ガイドライン（Guidelines for Hazard Evaluation 

Procedures）』の中で、施設の立地について以下の3つの重複する側面を挙げている。 

 周辺環境に対する施設の位置 

 施設のレイアウトと設備および建物の配置間隔 

 居住建築物における人員の保護 [92, p. 288]。 

259. 『ハザード評価手順ガイドライン』では、洪水ハザードの評価を排除してはいないものの、

企業が洪水リスクを評価する方法についての具体的なガイダンスは提供されていない [92]。

ただし、CCPSは、図で表した仮想的な施設を用いて概念的に施設ハザード分析を説明してい

る。施設の近くに河川があるという前提の下で、ハザードレビューチームが洪水発生によっ

て引き起こされるであろう施設への損傷を、洪水リスクへの質疑を通して検討するものであ

る [92, pp. 330-336]。 

260. CCPSのガイドラインでは、異常気象の重要性について次のように説明している。 

フェンスラインの外で発生した原因事象については、しばしば後付けのように議論され

る。洪水、停電、強風、地盤変動、その他の自然の力は、発生時期や規模を正確に予測

することは困難であるが、プロセスへの影響はある程度予測可能である。このような予

測可能な影響に対しては、適切な対策を講じることで、人々、財産、および環境を保護

することが可能である。[92, p. 202] 

261. CCPSは、『施設立地およびレイアウトのガイドライン（Guidelines for Facility Siting and 

Layout）』の中で、多くの州や地区が、洪水による損害を最小限に抑えるためにゾーニング

規制を導入していることに言及している［93, p.32］。これらの規制は、企業が洪水の発生し

やすい地域に施設を建設することを制限するかもしれないし、特定の標高における設備の設

置を制約するかもしれない [93, p. 32]。CCPSは、企業が新たな用地を選択する際に確認・検

討すべき洪水情報として、以下を特定した。 

 過去の洪水履歴情報（発生日時、総降水量、洪水深度を含む）の取得 
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 当該地域の洪水管理組織の有無の確認、および洪水管理設備の運用・維持管理責任者の特

定 

 当該地域の洪水モデルの開発状況の確認 [93, p. 157] 

262. 施設立地a に関連するハザードを評価するために、アルケマの技術的PHAチームメンバー（少

なくとも1名のオペレーターを含む）が、「流出により職場や地域社会の人々に影響を与える

化学物質の種類と規模を定性的に特定する」ための施設立地のチェックリストをレビューし

た。しかし、このチェックリストには、洪水や洪水リスクに関して気づきを与える項目は一

切含まれていなかった。 

263. 企業は、PHAプロセスを施設の洪水リスクを評価するための適切な手段と考えることもある

が、実際には、PHAチームに洪水リスクの専門知識を有するメンバーが含まれていないこと

が多い。土木技術者は、洪水リスクに関する高度な専門知識を有する専門家グループの一つ

に相当するため、洪水リスクの特定と評価を行うチームには土木技術者を加えることが望ま

しい [94]。 

264. 業界ガイダンスには潜在的な洪水リスクの評価を含めるべきであり、PHAチームが施設の洪

水リスクを認識した場合は、洪水リスクに関する専門知識を有する者を少なくとも1名は追加

し、チームの専門性を強化すべきである。 

265. OSHAのPSM基準では、PHAチームに関して以下の要件が規定されている。 

 エンジニアリングとプロセスの運転の専門知識を有するチーム 

 評価対象プロセスに特化した経験と知識を持つ、少なくとも1名の従業員 

 使用する特定のPHA手法に精通した者1名b 

266. OSHAはPHAチームに必要な工学分野を特定していないが、化学技術者が関与することが最

も多い。化学技術者の中には洪水リスクに精通している者もいるが、企業は、包括的な洪水

リスクアセスメントを実施するために、化学技術者に研修を提供するか、土木技術者や関連

する洪水評価の経験を有する他の専門家など、外部の専門技術者の支援を確保する必要があ

る。 

  

                                                      
a アルケマは、施設立地（facility siting）を、「対象プロセスのハザードと工場内の人間との位置関係、隣接するプロ

セス工場の建物に影響を及ぼす可能性のあるハザードの特定、およびそれらのハザードに関するリスクの管理」と定

義している。 
b 29 C.F.R. §1910.119(e)(4) 

https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=70ea07144691916f299f3532c132b1ee&mc=true&node=se29.5.1910_1119&rgn=div8
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9. その他の洪水事故 

267. 長年にわたって多くの洪水事故が産業施設に影響を与えてきた。本節では、アルケマ・クロ

スビー事故と関連性のある2つの事例として、福島原子力発電所事故とサンジャシント・パイ

プライン事故について簡単に取り上げる。福島の事故はクロスビーの事故よりもはるかに深

刻なものであったが、産業界は両事故から得られた教訓を活かし、将来の異常気象による被

害を防ぐことができる。 

9.1. 福島第一原発事故報告書 

268. 2011年3月11日に発生した東日本大震災はマグニチュード9.0を記録した。この地震により発

生した津波は、日本の東北沿岸を襲い、一部では30フィート（約9メートル）を超える高さの

波が押し寄せた [95, p. 1]。この地震と津波により、15,000人以上が死亡し、6,000人以上が負

傷した。日本の東北沿岸では、建物やインフラが甚大な被害を受けた [95, p. 1]。 

269. 地震と津波の影響で、東京電力福島第一原子力発電所で原子力事故が発生した [95, p. 1]。こ

の事故は、1986年のチェルノブイリ原発事故以来、最悪の原発事故となった。福島原発での

放射性核種の放出により、半径20キロメートル（12.5マイル）圏内にいた10万人以上の人々

が避難を余儀なくされた [95]。 

270. 福島事故を受けて、国際原子力機関（IAEA：International Atomic Energy Agency）は、「人的、

組織的、技術的な要因を考慮し、事故の原因と背景を詳細に分析し、必要な教訓を得て行動

に移すことができるようにする [95]」ことを目的とした調査を実施した。この報告書では、

原発の設計、緊急事態への備え、深刻な事故への対応策、ならびに対応体制の課題が浮き彫

りになった [95]。調査結果ではさらに、「原子力発電所においてすべての電力が長時間喪失

することはないという前提があった」こと、また「大規模な自然災害と同時に原子力事故が

発生する可能性に対する備えが不十分であったこと」が指摘された [95]。福島事故とアルケ

マ・クロスビー事故では影響の規模に大きな違いがあるものの、両事故から得られる教訓に

は共通点がある。 

271. 東日本大震災は福島施設の電力供給に損害を与え、引き続いて発生した津波は所内のインフ

ラにも甚大な被害をもたらした。この複合的な障害により、敷地外および敷地内の電力が完

全に失われ、稼働中の3基の原子炉および使用済み核燃料プールの冷却機能が失われた [95]。

発電所の作業員による懸命な対応にもかかわらず、3基の原子炉の炉心が過熱し、核燃料が溶

融（メルトダウン）し、3つの格納容器が損傷した。さらに、水素ガスの放出により爆発が発

生し、作業員が負傷し、放射性核種が環境中に放出された [95]。図56は、津波による福島第

一原発の水位上昇を示している。この水位は、主要電気設備（スイッチギア）とバックアッ

プシステム（ディーゼル発電機）の両方の高さを超えていた。 
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図56：福島第一原発の水位。このIAEAの図は、東日本大震災による津波の影響

で福島第一原発が浸水した水位を示している [95]。 

272. ハリケーン・ハービーによる洪水と同様に、東日本大震災による地震と津波は、福島原発が

当初設計された際のハザード想定を大幅に上回った [95, p. 3]。当初の設計で考慮された地震

ハザードと波高は、主に過去の気象データと地震データに基づいて評価されていた [95, p. 3]。

さらに、事故前の時点では、この地域はマグニチュード8クラスの地震の可能性があると分類

されており、マグニチュード9の地震は信憑性がないと判断されていた [95, p. 3]。 

273. IAEAの報告書には、異常気象に備える化学施設にも適用可能な以下のような知見が示されて

いる。 

自然ハザードの評価は、十分に安全側である必要がある。原子力発電所の設計基準を策

定する際に、主に過去のデータに基づいて検討するだけでは、極端な自然ハザードのリ

スクを正しく評価することはできない。包括的なデータが利用可能であっても、観測期

間が比較的短いため、自然ハザードの予測には依然として大きな不確実性が残る [95, p. 

4]。 

自然ハザードの評価では、複数のハザードが同時または連続して発生する可能性と、そ

れらが原子力発電所に及ぼす複合的な影響を考慮する必要がある。また、複数の原子炉

ユニットへの影響も考慮する必要がある [95, p. 4]。 

274. 危険物を取り扱う化学施設と同様に、原子力発電所もリスクを低減するために複数の独立し

た安全防護層を設けている。福島第一原発では、放射性核種の環境中への放出を防ぐために、

4つの安全防護層が存在していた。これらの安全防護層は、幅広い潜在的なハザードから保護

するために作られたが、津波や洪水といった外的ハザードは十分に考慮されていなかった [95, 

p. 5]。その結果、洪水により3つの安全防護層が同時に機能不全に陥ったが、これはすべてが

同一の共通原因によって機能不全に陥ったことになる。IAEA報告書は次のように結論づけて

いる。 

複数の安全システムが共通原因により故障したことは、設計時には想定されていなかっ

たプラントの状態を引き起こした。その結果、深層防護の第四層である、重大事故の進

行防止および影響緩和のための防護手段が機能せず、原子炉の冷却を回復し、格納容器

の健全性を維持することができなかった。電力の完全喪失、監視装置の不作動による安
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全関連パラメータ情報不足、制御装置の喪失、運用手順の不十分さが相まって、事故の

進行を止めることができず、その結果、事故の影響を抑えることが不可能になった [95, 

p. 5]。 

275. 福島施設が当初設計・建設された1960年代および1970年代には、地震や洪水などの外的ハザ

ードを推定する際、過去の気象データと地震データを用いるのが原子力業界の慣行であった 

[95, p. 50]。事業者は、どのような災害事象についても施設に最も近い場所で発生する可能性

を想定し、記録された災害の最大レベルをさらに増加させることにより、検討には安全側な

想定をしていたであろう[95, p. 50]。福島第一原発でも、公式のデータを基にした安全側な推

定値を用いて、最大地震強度および津波の波高を設定していたが、2011年3月11日に実際に発

生した地震や津波はその想定値を上回った。例えば、津波の最大波高は、1960年に発生した

チリ地震のデータを基に海抜約10フィート（約3メートル）と推定された。しかし、実際に福

島第一原発を襲った津波の高さは、その約3倍に相当した [95, p. 50]。2009年の再評価により、

津波の波高は海抜約20フィート（約6メートル）と再評価され、これに応じて施設では特定の

ポンプのモーターの設置位置を高くする措置がとられた [95, p. 51]。しかし、この再評価後で

もバックアップ発電機の高所移動は行っておらず、対策としては不十分であった[95, p. 51]。 

9.2. サンジャシント・パイプライン洪水事故 

276. 1994年10月、ハリケーン・ローザによる大気中の湿気の影響で、テキサス州ヒューストン近

郊のサンジャシント川流域が大規模な洪水に見舞われた [96], [97]。サンジャシント流域は、

アルケマ・クロスビー施設の西方数マイルに位置し、同施設があるシーダーバイユー流域に

隣接している [97]。この洪水により、8本のパイプラインが損壊し、29本のパイプラインが損

傷を受けた [98, p. v]。その結果、35,000バレル以上の石油製品が川に流出した [98, p. v]。河川

に放出された炭化水素の引火により、547人が火傷や煙の吸入により負傷した [98, p. v]a。

（図57）。 

  

                                                      
a  サンジャシント川火災の地元ニュース報道の映像 [222] 

https://www.youtube.com/watch?v=2kYmXxxHLX4
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図57：1994年のサンジャシント川火災。この地元ニュースの写真は、1994年10月

にパイプラインの破裂により石油製品が流出した結果、発生したサンジャシント

川の火災を示している [99]。 

277. 1994年10月中の1週間、ハリケーン・ローザの影響が続いたテキサス州南東部では、ヒュース

トン近郊のサンジャシント川周辺で15～20インチ（約38～50cm）の降雨が記録された [98, p. 

2]。この降雨により発生した洪水は、極めて危険な洪水であった [96]a。洪水により14,000人

が避難を余儀なくされ、20人が死亡した [98, p. v]。パイプラインの流出事故への対応には700

万ドル以上の費用がかかり、推定物的損害額は約1,600万ドルであった [98, p. v]。 

278. 1994年10月19日、洪水の影響で最初のパイプライン（直径8インチの液化石油ガスパイプライ

ン）が破損した [98, p. 4]。翌日の10月20日には、ガソリンを輸送していた直径40インチおよ

び36インチのパイプラインを含む多数のパイプラインが破損した [98, pp. 4-6]。 1994年10月20

日、流出したガソリンが引火し、5回の爆発が引き起こされた [98, p. 6]。この事故を受け、パ

イプラインの流出地点を中心に半径9マイルの避難区域が指定された [98, p. 7]。1994年10月23

日、緊急対応チームは未燃焼の流出石油製品の管理燃焼を実施した [98, pp. 13-17]。 

279. 国家運輸安全委員会（NTSB：National Transportation Safety Board）はこの事故を調査し、1996

年に報告書を発表した [98]。調査の一環として、NTSBは1991年から1993年の3年間に米国内

で発生した洪水によるパイプライン破損事故を調査した [98, p. 35]。その結果、合計21件のパ

イプライン破裂が確認されたが、その中には天然ガスパイプライン13件、「高揮発性液体」

を含むパイプライン3件が含まれていた [98, pp. 35-36]。この調査の結果、NTSBは同様の事故

の再発防止のため、9件の安全勧告を発表した [98, p. v]. 

280. NTSBの調査報告では、11の結論が示されており、そのうち少なくとも以下の2点はアルケ

マ・クロスビー施設の洪水事故にも適用できる。 

1. 洪水によって損壊または破裂した大半のパイプラインの設計基準には、氾濫原調査が考

                                                      
a 米国運輸安全委員会（NTSB）の報告書には、ヒューストン周辺の過去の洪水状況が詳細に記されており、この地域

は洪水の常襲地帯として知られ、1907年から1996年の間に17回の洪水が発生していたことが示されている [98, p. 4]。 
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慮されていなかった。むしろ、事業者は、パイプライン設置当時の一般的な設計基準の

みを使用していた [98, p. 47]。 

2. 氾濫原を横断するパイプラインを設計するための基準は、パイプラインに襲いかかる複

数の脅威を定義し、パイプラインを設計するための調査・研究・将来的な検討を行い、

運用期間中に設計の健全性を定期的に再評価するために必要である [98, p. 47]。 
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10. 緊急対応活動 

281. アルケマ・クロスビー事故が発生する前から、緊急対応コミュニティはハリケーン・ハービ

ーへの対応に追われていた。ハービーによる被害は、テキサス州史上最大規模の災害対応を

要した [27]。緊急対応要員は、82機の航空機と100隻以上のボートを使用して、12万件以上の

救助活動を実施した [27]。また、300万食以上の食料と水が被災者に配布され、2万4000人以

上の避難者がホテルに収容された [27]。さらに、2万1000人以上の連邦職員がハリケーン・ハ

ービーの救援活動に派遣され、テキサス州とルイジアナ州に向けて5万3000ポンドの医療機器

および物資が輸送された [100]。この連邦職員の中には、動員された6,300人以上の現役軍人も

含まれていた [100]。 

282. ハリケーン・ハービーがテキサス沿岸に到達すると、EPA、TCEQ（テキサス州環境品質委員

会）、米国沿岸警備隊、テキサス州土地管理局による統合司令部が組織され、すべての緊急

対応活動を統括した [101]。統合司令部は、州兵および連邦都市捜索救助隊からの支援も受け

た [101]。統合司令部は、コーパスクリスティ、ヒューストン、ボーモントの3つの作戦拠点

に分かれて活動した [101]。ヒューストン地域では、ハリス郡が統合司令部を支援し、ハリス

郡消防署長事務所およびハリス郡消防局を含む緊急対応リソースを提供した。 

283. 米国陸軍工兵隊は150人以上の要員を派遣し、緊急対応において洪水対策およびインフラ復旧

作業を担当した [100]。 

284. 事故発生中、EPAは、航空機搭載型スペクトル測光環境収集（ASPECT: Airborne Spectral 

Photometric Environment Collection Technology）システムを搭載した航空機を投入し、空気中

の有害化学物質を監視した [101]。ASPECTによる測定では、有機過酸化物を積載した冷蔵ト

レーラーが燃焼した際にも、空気中の化学物質濃度は基準値を超えるレベルには達していな

かった [101]。また、EPAは、冷蔵トレーラー内の有機過酸化物の分解が進行する一連の事象

の中で、煙と大気の質を監視し、周辺地域でさらなる火災が発生する可能性を評価した。さ

らに、クロスビー施設から流出する可能性のある有機化学物質を検出するため、下流の表層

水のサンプルを4カ所で採取した [101]。アルケマ・クロスビー施設では、有機過酸化物を積

載した9台のトレーラーが燃焼するなどの化学物質の放出が報告されたが、EPAの水質検査で

は、これらのサンプルから有機過酸化物やその分解生成物は検出されなかった。 
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11. 避難区域 

285. 1.5マイルの避難区域を設定する際、緊急対応当局は、避難区域を維持するための人員配置要

件、冷蔵トレーラーに一時保管されている有機過酸化物製品の燃焼による大気質への影響可

能性、そしてEPA規制対象の化学物質でありアルケマのリスク管理計画に記載されている二

酸化硫黄およびイソブチレンの流出可能性等、複数の要因を考慮した。アルケマは、有機過

酸化物の製造のために二酸化硫黄とイソブチレンを貯蔵・使用している。 

11.1. 二酸化硫黄 

286. アルケマ・クロスビー施設の二酸化硫黄貯蔵タンク（図58）は、イソブチレン貯蔵タンクか

ら300フィート（約90メートル）以上、有機過酸化物製品を保管していた最も近い冷蔵トレー

ラーから約400フィート（約120メートル）の距離にあった。放出の可能性は低いにもかかわ

らず、緊急対応当局は、タンクの圧力開放装置が開放され、そのまま開放状態が継続するシ

ナリオに基づいて、1時間当たり16,000ポンド（約7.3トン）の二酸化硫黄放出をモデル化した。

なお、この事故では二酸化硫黄は放出されなかった。 

 

図58：クロスビー施設の二酸化硫黄貯蔵タンク。アルケマ・クロスビー施設の二

酸化硫黄貯蔵タンクは、事故当時、イソブチレンタンクから約300フィート、有

機過酸化物製品を貯蔵していた最も近い冷蔵トレーラーから約400フィートの距

離にあった。（出典：CSBの写真） 

287. モデリングでは、二酸化硫黄の濃度が急性曝露ガイドライン（AEGL）のレベル2（AEGL-2）

およびレベル3（AEGL-3）に達する可能性のある風下方向への影響範囲を評価した。AEGLの

値の定義は以下の通りである。 

 AEGL-3（死亡の可能性）：この濃度を超えると、一般の人（影響を受けやすい個人を含

む）が生命を脅かす健康被害を受ける、または死亡する可能性がある [102, p. 394]。 

 AEGL-2（負傷の可能性）：この濃度を超えると、一般の人（影響を受けやすい個人を含

む）が不可逆的または重篤で長期的な健康被害を受ける、あるいは避難行動に支障をきた

す可能性がある [102, p. 394]。 

288. モデルでは、二酸化硫黄に4時間暴露した場合のAEGL値として、0.75ppm（AEGL-2）と

19ppm（AEGL-3）が用いられた[102, p. 397]。 
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289. モデリングの結果、AEGL-3（生命を脅かすレベル）の二酸化硫黄濃度は、アルケマ・クロス

ビー施設から約1マイル以上には及ばないことが示された。一方、AEGL-2（健康被害の可能

性があるレベル）の濃度は、アルケマ施設から数マイルにわたって広がる可能性があった。

しかし、緊急対応当局はこのシナリオを現実的ではないと判断し、この可能性を考慮しての

避難区域の拡大は行わなかった。 

11.2. イソブチレン 

290. アルケマ・クロスビー施設のイソブチレン貯蔵タンク（図59）は、有機過酸化物製品を保管

していた最も近い冷蔵トレーラーから100フィート（約30メートル）以上の距離があった。イ

ソブチレンの潜在的危険性を評価するため、緊急対応当局は、イソブチレン貯蔵タンクの爆

発シナリオをモデル化した。モデリングの結果、予測される爆風圧の影響はアルケマ・クロ

スビー施設内に集中することが示された。 

 

図59：アルケマ・クロスビー施設のイソブチレン貯蔵タンク。アルケマ・クロス

ビー施設のイソブチレン貯蔵タンクは、有機過酸化物製品が入った最も近い冷蔵

トレーラーから100フィート以上離れた場所にあった。（出典：CSBの写真） 

 

11.3. アルケマ施設で発生した有機過酸化物の流出と燃焼による、

未だ不明な潜在的健康影響 

291. CSBは、有機過酸化物の分解によって発生した蒸気雲や、有機過酸化物の包装材や冷蔵トレ

ーラーの燃焼で生じた煙に曝露したことによる、クロスビー地域の住民や初期対応者の長期

的な健康影響について、現時点では把握していない。CSBは、この事故によって空気中に拡

散した物質の毒性や潜在的な健康影響について断定的な見解を示すことができない。一部の

緊急対応要員や地元住民は、有機過酸化物の分解によって発生した蒸気雲や、有機過酸化物

の燃焼やアルケマが一時的にこれらの製品を保管していた冷蔵トレーラーの燃焼によって発

生した煙による健康への影響を懸念していた。CSBは、アルケマが提供した関連する安全デ

ータシート（SDS）の情報を確認したが、既存のSDSには、蒸気雲に含まれる未知の物質の成

分や量、あるいは低温倉庫から移動された有機過酸化物製品を保管していたトレーラーの燃

焼生成物に関する情報は含まれていなかった。 

292. 前述のとおり、EPAは、あらゆる物質の流出による大気および水質に対する影響を監視する
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ために、この事故のために要員と機材を投入した。EPAの航空機によるASPECT試験および地

表水の検査では、有機過酸化物の痕跡は検出されなかった。また、EPAは、大気質指標

（AQI：Air Quality Index）とそれに基づく手法を適用し、有害な空気を吸入した人が経験す

るかもしれない潜在的な健康影響を判断しようとした。例えば、有機過酸化物製品や冷蔵ト

レーラーからの不完全燃焼による煤煙粒子を吸い込んだり、関連する粒子状物質を吸い込ん

だりすると、健康に悪影響を及ぼす可能性がある。 

293. AQIは、有害な空気を吸った後、数時間または数日以内に人々が経験する可能性のある健康

影響を表すために使用される指標である [103, p. 2]。EPAの担当者は、有機過酸化物製品や冷

蔵トレーラーの不完全燃焼により発生すると予測される煤粒子の評価を行った。このような

粒子汚染または粒子状物質は、AQIの基準汚染物質の一つとされているa。EPAのパンフレッ

ト『大気質指標：大気質と健康の指針（Air Quality Index: A Guide to Air Quality and Your 

Health）』には、「心臓や肺に疾患のある人、高齢者b 、子供は影響を受けやすいため、リス

クが高いと考えられる [103, p.3]」と記されている。クロスビー事故で発生した可能性のある

有害な大気状態を評価するため、EPAの担当者は、EPAのAQIレベルを使って、不健康、非常

に不健康、危険の3段階からなる大気による健康懸念のモデルを開発した。EPAによるこれら

の大気質カテゴリーの説明は以下のとおりである。 

 不健康：AQI値が151～200の間になると、すべての人が健康への影響を受ける可能性があ

り、特に影響を受けやすい人はより深刻な影響を受ける可能性がある。 

 非常に不健康：AQI値が201～300の間になると、健康警報が発令され、すべての人がより

深刻な健康影響を受ける可能性がある。 

 危険：AQI値が300を超えると、緊急事態の健康警告が発令され、一般住民全員が深刻な健

康影響を受ける可能性が高まる。 [103, p. 3] 

294. EPAの担当者はまた、AQIスコアの上昇に伴い、潜在的な健康リスクが増大することを示す3

段階のカテゴリーを使用して、AQIを組み込んだモデルを開発しようと試みた。しかし、ア

ルケマ・クロスビー事故における予測拡散モデルは、実際の拡散状況を正確に反映しておら

ず、その他の実務上の困難もあったため、AQIを基に継続的または長期的に健康影響を分析

するEPAの試みは、決定的な結論を導き出すに至っていない。事故で放出された蒸気や煙は、

数時間から数日以内に拡散し、消失したため、クロスビー事故での大気排出物に関する裏付

けとなる追加データが不足している。このため、CSBはこの問題について意味のある結論を

出すことができていない。そこで、本報告書では、アルケマ・クロスビー施設で発生した有

機過酸化物の分解による健康影響についての詳細な分析はせず、事故後に医療機関を受診し

た人々が経験した短期的な健康影響について、この事故の重要な側面の一つとして言及する。 

11.4. 人員配置 

295. 二酸化硫黄、イソブチレン、大気質のシナリオを評価した結果に基づき、緊急対応当局は半

径1マイルの避難区域が必要であると判断した。しかし、ハリス郡全域でハリケーン・ハービ

ーの洪水に対する救援活動が行われており、緊急対応要員の需要が非常に高かったため、人

員配置が重要な要素となった。1マイルの避難区域を維持するために必要な人員を評価する際、

                                                      
a 大気質指標の基準汚染物質には、他に地表オゾン、一酸化炭素、二酸化硫黄が含まれる [103, p. 2]。 
b 「通常の加齢プロセスにより、高齢者は有害な空気にさらされることにより健康リスクが高まる可能性がある。研

究によると、60代半ばから空気汚染に対する感受性が増すことが示されている。しかし、心臓発作のリスク、および

それに関連する粒子汚染によるリスクは、男性では40代半ば、女性では50代半ばから始まる可能性がある [103, p. 

3]。」 
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地域の道路配置を考慮すると、1.5マイルの避難区域とするほうが少ない人員で対応可能であ

ることを緊急対応当局が発見した。避難区域を0.5マイル拡大することで、より広範で安全な

避難区域が確保できるうえに、必要な緊急対応要員の数を削減できるため、当局は1.5マイル

の避難区域とすることを決定した。 

11.5 高速道路90号線の通行維持 

296. 避難区域が設定された後も、避難区域の中央とクロスビー施設の近くを通る高速道路90号線

は交通規制されることなく開放されていた。統合司令部がこのような決定を下したのは、ハ

リケーン・ハービーによる深刻な洪水被害を受けていたボーモント地域へ、ヒューストン方

面から人員や機材を輸送するための主要幹線道路が高速道路90号線しか残っていなかったか

らである。この状況は、すべての緊急対応要員と統合司令部にとって難しい決断を迫った。

一方で統合司令部は、冷却が不十分となり、加速度的に分解が進んでいる可能性のある有機

過酸化物の潜在的な危険性を考慮する必要があった。他方、ハリケーン・ハービーが東へ移

動するのに合わせて、緊急対応要員やその他の資源も同様に移動しなければならなかったた

め、高速道路90号線は極めて重要な輸送経路であった。緊急対応要員は、クロスビー施設の

状況を監視し、冷蔵トレーラーでの火災や化学物質の流出の兆候が確認された場合には、直

ちに高速道路90号線を閉鎖する計画を立てていた。 

297. 2017年8月30日（水）以降アルケマは、有機過酸化物を積載した6台の冷蔵トレーラーの空気

温度が上昇しており、そのうち3台では製品の推定SADTを超えていることを示す遠隔測定デ

ータを統合司令部に提供した。しかし、最初に発火した冷蔵トレーラーには遠隔測定データ

を生成する機能がなく、緊急対応要員はそのトレーラー内の有機過酸化物製品が分解し始め

る時間を正確に予測できなかった。また、現場対応チームは、各冷蔵トレーラー内に積載さ

れた有機過酸化物製品の推定リストを作成したものの、トレーラーへの積み込み作業が慌た

だしかったため、リストの正確性を保証できなかった。その結果、最初に燃焼した冷蔵トレ

ーラー内の有機過酸化物が急速な分解・燃焼を開始するのに十分な高温に達したときも、高

速道路90号線は依然として通行可能な状態であったa。 

298. 2017年8月30日（水）午後11時50分頃、有機過酸化物の分解が最初の冷蔵トレーラー内で始ま

ったとみられる時点で、2人の警察官がアルケマ・クロスビー施設から発生した白い煙の中を

車で通過した。警察官が白煙の通報を行った後、緊急対応要員は高速道路90号線を閉鎖した

が、その後、クロスビー施設での分解が目視確認されなかったことや、遠隔測定データが分

解の進行を示していなかったことから、緊急対応要員は高速道路90号線を再び通行可能とし

た。アルケマ施設で白煙が目視確認できなかったため、緊急対応要員は、警察官が通過した

煙の正体は「低層の気象雲（おそらく霧）」であったと結論づけた。最初の有機過酸化物の

分解が確認されなかったため、緊急対応要員は高速道路90号線を再開通させた。確かに難し

い決断ではあったが、高速道路90号線を再開通させたことで、より多くの緊急対応要員や一

般市民が化学物質の雲にさらされる可能性が生じた。後になって、有機過酸化物の分解が確

認された後、緊急対応要員により高速道路90号線のすべての車線が閉鎖された。 

299. この事故は、緊急対応時に選択肢を吟味することの難しさを示している。アルケマ・クロス

ビーの事故は、ハリケーン・ハービーによって引き起こされた大規模な緊急事態の中で起き

ていた。避難区域の厳格な施行を担当する当局者のニーズと、ハリケーン・ハービーへの対

応を優先する当局者のニーズは相反していた。緊急事態当局は当然のことながら、当初は高

                                                      
a 冷蔵トレーラーには複数の種類の有機過酸化物製品が保管されており、燃焼時には酸素が限られていたため、分解

の進行はそれぞれ異なっていたと考えられる。このため、この事故で放出された化学物質の正確な組成を特定するこ

とはできない。 
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速道路90号線を開通させていた。しかし、クロスビー施設の状況が不安定になり、有機過酸

化物の分解が進行する可能性があると報告された時点で、緊急対応当局は高速道路90号線を

閉鎖し、適切な代替ルートを確保すべきであった。緊急事態においては、データは不完全で

あることが多く、矛盾していることさえある。そのため、緊急対応要員は、慎重な判断を優

先し、安全側に立った対応を取り、それにより、自分自身および一般市民の安全を最大限に

確保するよう行動すべきである。 
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12. 洪水災害の発生頻度とコスト 

300. 長い再現期間を持つ洪水（100年洪水や500年洪水など）の発生頻度推定には不確実性が伴う 

[54, p. 2]。 

301. 欧州委員会共同研究センターが2004年に発表した報告書によると、米国における自然災害に

よる損害額は、1970年の年間45億ドルから、1999年には年間60億～100億ドルに増加した（す

べて1970年基準のドル換算） [104, p. 2]a。自然災害の発生率が増加すれば、施設のレジリエ

ンスを強化するための適切な措置が取られない限り、その影響を受ける化学施設では、事故

の頻度や損害コストが増加する可能性がある。 

302. 近年、極端な降雨による洪水の発生が増加しており、EPAの気候専門家の中には、この傾向

は今後も続き [105, 106]、その結果、米国の多くの地域で洪水リスクが高まる [106] と予測す

る者もいる。将来予測によれば、テキサス州は、全米で最も大きな洪水被害を受けるとされ

ている（図60）[106]。 

 

図60：気候変動が抑制されなかった場合の将来の洪水被害 [106]b c。この予測で

は、2014年の米ドルを基準として将来の被害額を推定している。 

303. 国際的な保険会社であるスイス・リーが行った2017年の調査によると、地震、暴風雨、洪水、

山火事などの自然災害の増加したため、災害による世界的な保険損失d が2016年の保険金請求

を急増させた [107]。同報告書によれば、2016年の保険損失の42％は自然災害に起因するもの

であった。また、人為的災害の減少とは対照的に、自然災害は増加し続けている（図61およ

び図62）[108]。北米では2016年、災害事象による保険損失が最も大きく、その主な原因はハ

リケーン、雹（ひょう）、雷雨、深刻な洪水であった [108]。 

                                                      
a 2017年のドル価値に換算すると、1970年の損失額は284億ドルであったが、1999年までに631億ドルに増加した [223]。 
b 「詳細については、EPAの『Climate Change in the United States: Benefits of Global Action』を参照のこと」[182]。（ハ

イパーリンクを追加）。 
c 「気候変動とは、長期間にわたる気候の指標における重大な変化を指す。言い換えれば、気候変動には、気温、降

水量、風のパターンなどの大きな変化が含まれ、数十年またはそれ以上をかけて生じる」[229]。（ハイパーリンクを

追加） 
d この報告書では、大災害（カタストロフィ）を「1億900万ドルを超える保険損失をもたらす事象、あるいは少なく

とも20人の死者、50人の負傷者、2,000人の避難者を出す事象」と定義している [108, p. 2]。 

https://www.epa.gov/cira
https://archive.epa.gov/epa/climatechange/climate-change-basic-information.html
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図61：スイス・リーによる保険損失に関する調査。国際的な保険会社であるスイ

ス・リーは、1970年から2016年までの災害に起因する保険損失を調査した [108, 

p. 2]。 

 

図62：1970年から2016年までに発生した大災害による保険損失。スイス・リーは、

1970年～2016年の間に発生した災害による保険損失額を調査した（単位は10億米

ドル、2016年の価値に換算） [108, p.4]。 

304. 2016年のスイス・リーの報告では、洪水が、米国において保険が不十分な状態のリスクとな

っていることが指摘されている [108]。この指摘は、人々や産業界が洪水リスクを十分に認識

していない可能性を示唆している。同報告書は、「米国は依然として洪水リスクに対して極

めて脆弱な状況にある」と指摘している [108, p. 14]。特にヒューストン都市圏については、

氾濫原に建設された都市であり、大雨時に洪水の影響を受けやすいことに言及した上で、

「2016年と2015年の2度にわたる内陸洪水でヒューストンは数十億ドルの損失を被ったが、こ

れは決して予測不可能な事態ではなかった [108, p.15]」と指摘している。 

305. スイス・リーは、米国の洪水に対する保険が不十分な状況は、「個別事象の選択が不適切な

ために損失の経験が不足し」、「根底にあるリスクの本当の規模を十分に把握できない [108, 

p. 16]」ことが原因であると説明している。要するに、多くの人々は過去の洪水の記憶をもと

にリスクを判断しているが、これでは洪水リスクの程度をきちんと認識する適切な評価方法

とは言えないと結論付けている。このような姿勢はアルケマ・クロスビー施設でも見られ、

従業員は、自分たちの、過去の降雨とそれによる施設への影響の記憶をもとに洪水リスクを

想定していたが、数百年の範囲も考慮したシナリオに基づくリスク評価と比較すると、数十

年の個人的な経験のみに依存するリスク評価は信頼性が低いリスク評価方法と言わざるを得

ない。数十年に一度しか起こらない洪水といった、影響は大きいが頻度の低い事象は、十分

に把握できない可能性がある。このような現実的な見通しをもってしても、スイス・リーは、
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米国における洪水保険の請求額は年間150億ドル程度と予想していたが、スイス・リーがレポ

ートを発表したわずか数ヵ月後にハリケーン・ハービーが引き起こした洪水被害額は200億ド

ルを超えた。 
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13. Natechリスクアセスメントとマネジメント 

306. 世界各地で発生した異常気象（1999年のトルコ地震、2002年の欧州全域の洪水に始まる）に

伴う数多くの化学物質の流出事故を受け、欧州委員会は、京都大学防災研究所などの機関と

協力し、今後このような事故をどのように防ぐことができるか分析を開始した [104, p. 1]。こ

の研究グループは、異常気象（Natecha の一種）発生時における産業事故のリスクに関する情

報がほとんど存在しないことを明らかにした [104, p. 1]。 

307. 欧州委員会共同研究センター（EU-JRC）が発刊した異常気象による産業事故に関する最新の

書籍には、次のように記されている。 

近年、自然災害の発生件数は過去最多を記録し、産業施設やインフラに前例のない被害

をもたらした。2011年の東日本大震災（地震と津波）に加え、最近の主な例としては、

2012年のハリケーン・サンディによる複数の炭化水素の流出や下水の放出、2011年のタ

イの洪水による工業団地の損害、2005年のハリケーン・カトリーナおよびリタによるメ

キシコ湾沖の石油・ガスインフラの壊滅的な被害などが挙げられる。これらの出来事は、

危険な施設や、危険な物質を処理、貯蔵、輸送するその他のインフラにおいて、自然ハ

ザードが火災、爆発、有害物質や放射性物質の放出を引き起こす可能性があることを明

確に示した。自然ハザードによって引き起こされるこうした技術的な「二次的影響」は、

「Natech」事故と呼ばれる。このような事故は、多くの自然災害において繰り返し発生

しているにもかかわらず、見過ごされがちな特徴であり、その社会的、環境的、経済的

影響も重大で長期にわたることが多い [85, p. 1]。 

308. Natechハザードは、すでに異常気象に対処している住民の負担を増大させ、広範囲にわたる

有害化学物質の同時流出を引き起こす可能性がある [85, p. 1]。EU-JRCは、異常気象によるリ

スクの評価が難しい理由として、このテーマが多くの専門分野に関わるものであり、従来の

専門分野の枠を超えた学際的なアプローチが必要であることを指摘している [85, p. 3]。例え

ば、クロスビー施設で発生した洪水は、主に土木工学の問題であるが、洪水によって有機過

酸化物製品の冷却ができなくなったため、化学工学や電気工学とも関連する問題となった。

さらに、異常気象によるリスクは比較的新しいものと見なされており、最近の事故を受けて

ようやく注目されるようになってきた段階である [85, p. 3]。適切な対応をさらに複雑にして

いるのは、「従来の」産業事故を防止するための既存の保護対策や安全防護層が、異常気象

事故も防御してくれるという認識が根強い点である [85, p. 3]。 

309. EU-JRCのNatech報告書は、異常気象を想定したシナリオ検討においては、緊急対応要員と関

連資源の不足を想定しなければならないことを指摘している。なぜなら、緊急対応要員はす

でに異常気象による影響の多くに対処中である可能性が高く、有害化学物質の放出が発生し

た場合、緊急対応要員自身が危険にさらされるとともに、その重要な業務遂行が妨げられる

可能性があるからである [85, p. 4]。異常気象、特に洪水は、事故が発生している施設へのア

クセスを困難にする可能性がある。道路のアクセスや通行ができなくなると、緊急対応要員

が施設に到達できず、地域住民が避難できない事態が発生する可能性がある [85, p. 4]。 

310. 異常気象に対するリスク軽減計画は効果的である [85, p. 35]。EU-JRCの報告では、当然のこ

とながら、リスク軽減策を事前に実施し、異常気象に特化した設計を行っている企業のほう

が、異常気象発生時に被害を抑制し、操業を継続できる可能性が高いと報告されている [85, p. 

35]。しかし、産業界および当局の多くは、異常気象リスクを過小評価している、と同報告書

                                                      
a Natechは、あらゆる種類の自然災害によって引き起こされる技術上の災害（technological disaster triggered by any type 

of natural disaster）と定義される [104, p. 1]。 
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は指摘している。また、異常気象リスクにどのように対処すべきかについてのガイダンスが

ないことも指摘されている [85, p. 35]。 

311. EU-JRCは、企業にとって最も深刻な課題は、安全システムの故障そのものではなく、自然ハ

ザードに対する備えが不十分であることであると指摘している [85, p. 35]。この報告書は、化

学施設が安全措置の基礎として一般的な設計基準を用いることが多く、立地ごとの異常気象

リスクを十分に評価していないと結論づけた [85, p. 35]。 

312. 施設が洪水に見舞われると、複数の要因により運転上の障害や化学物質の流出が発生する恐

れがある。例えば、洪水によって貯蔵タンク（特に大気圧貯蔵タンク）が基礎から浮き上が

ると、内容物が流出する恐れがある。浮き上がったタンクは、内容物を放出してより深刻な

事故につながるだけでなく、他の安定したタンクや浮いているタンクにも影響を与える可能

性がある。水の流れが配管に負荷をかけるため、配管接続部が破損する可能性もある [85, p. 

40]。例えば、アルケマ・クロスビー施設のように、水が電気設備に侵入して停電を引き起こ

し、それが間接的に事故を引き起こすこともある。洪水は広範囲に影響を及ぼしやすく、流

出した危険な化学物質が広い地域に拡散する可能性がある [85, p. 42]。洪水が引き起こす複合

的なリスクは、施設周辺の地域社会と環境の両方に深刻な脅威をもたらす。 
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14. ハリケーン・ハービーによるその他の産業流出事故 

313. ハリケーン・ハービー対応の一環として、263人のEPA職員が救援活動に従事した [101]。ハ

リケーン・ハービーの影響を受けた地域には、合計41カ所のスーパーファンド対象地（EPA

による指定汚染区域）が存在していた [101]。EPAは、2017年9月2日時点で、そのうち13カ所

が浸水または暴風雨に起因すると思われる被害を受けたと報告した [109]。この13カ所のうち

11カ所は、洪水のためにハリケーン発生中にはアクセスができず、EPA職員が試料採取を行

えたのは洪水が引いた後だった [109]。EPAが試料採取の後に分析した結果、1カ所を除き、

スーパーファンド対象地の汚染状況はハリケーン発生前と同様であったと判断された [110]。 

314. サンジャシント川廃棄物埋立地のスーパーファンド対象地には、有毒なダイオキシンが含ま

れていた [111]。この対象地はハリス郡にあり、1960年代に製紙工場の廃棄物を処理するため

に建設された廃棄物貯留池だった [112]。この貯留池の広さは約34エーカー（約13.8ヘクター

ル）で、サンジャシント川の西岸にあった。ハリケーン後にEPAが調査を行ったところ、保

護カバー（廃棄物の流出を防止するために設置）が洪水で損傷し、下の廃棄物が露出してい

たことが判明した [113]。この対象地に関してEPAが推奨するダイオキシンの浄化レベルは1

キログラムあたり30ナノグラムだった。しかし、採取された試料は70,000ナノグラム以上の

濃度を示した [113]。その後の分析で、洪水が保護カバーの下の川底を12フィート浸食したこ

とが判明した [114]。 

315. ハリケーン・ハービーの最中およびその後に、EPAはヒューストン南東部の製油所付近で大

気モニタリング試験を実施したが、通常の大気レベルを超える有害化学物質は検出されなか

った [101]。しかし、バレロ・ヒューストン製油所では、ハリケーン・ハービーの影響で軽質

原油貯蔵タンクが破損し、ベンゼンやその他の有機化合物が流出した [101]。このタンクは、

洪水によって基礎から浮き上がり、タンクの底部と側壁が分離して破損した。 

316. 米国沿岸警備隊が運営する国家対応センターは、米国内で石油、化学物質、放射性物質、生

物学的物質、および病原性物質の環境への放出を報告するための連邦政府指定連絡窓口とな

っている [115]。産業施設が化学物質を環境に流出させた場合、国家対応センターに通知し、

その流出を報告する義務があるa。 

317. ハリケーン・ハービー期間中の国家対応センターのデータによると、産業施設から環境への

流出が102件報告され、そのすべてが何らかの形でハリケーンの影響を受けたものであった 

[116]。このうち44件は、施設のフレアを使用した「管理された」放出であり、ハリケーン到

来前のシャットダウン作業中およびハリケーン通過後の再稼働時に発生した [116]。米国エネ

ルギー省の推計では、ハリケーン・ハービーが上陸する直前に、米国内の石油生産量の

24.5％、メキシコ湾の天然ガス生産量の25.9％、メキシコ湾岸の石油精製能力の43％ [117]

（米国の精製能力の12％）が予防的措置として操業停止された [118]。最大規模の環境汚染は、

ハリケーン・ハービーによる洪水で被害を受けた大型貯蔵タンクから発生した [116]。 

318. 例えば、テキサス州ガリーナパークで発生した流出事故は、マゼラン・ミッドストリーム・

パートナーズL.P.社の施設で発生した。2017年9月1日午前0時過ぎ、マゼラン社は、同社のガ

リーナパーク施設が洪水の影響で、未知の量の「ガソリン系の製品」を流出させたと通知し

た [116]。12時間後の更新情報でマゼラン社は、洪水により1,000バレル（42,000ガロン）のガ

ソリンが流出したと報告した [116]。さらに、その2日後、マゼラン社は、流出が近隣の水域

に到達したと報告した [116]。流出事故から4日後の2017年9月5日、マゼラン社は、ガソリン

の推定流出量を10,988バレル（約46万1,000ガロン）に修正した [116]。 

                                                      
a 40 C.F.R. §302.6 

https://www.ecfr.gov/cgi-bin/retrieveECFR?gp=1&SID=82641f5d829e356fa1acb452b8d27d30&ty=HTML&h=L&mc=true&n=pt40.30.302&r=PART&se40.30.302_16
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319. マゼラン・ミッドストリーム社のガリーナパークターミナルの原油貯蔵タンクの容量は720万

バレルである [119]。このターミナルは、ヒューストンやテキサスシティーの製油所だけでな

く、この地域の他のターミナルやパイプラインにもサービスを提供している [120]。ハリケー

ン・ハービーによる洪水で、施設内の2基の貯蔵タンクが破損し、内容物が流出した [121]。

流出したガソリンの回収作業を行ったが、回収できたのは約20％にとどまり、残りの大部分

は地面に浸透するか、蒸発したと考えられる [121]。 
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15. 勧告 

CSBは、42 U.S.C. §7412(r)(6)(C)(i)および(ii)に基づく権限により、米国の化学産業の安全な操

業を促進し、将来の事故から労働者および地域社会を保護するために、以下の安全勧告を行

う。 

15.1. 反応性物質研究からの環境保護庁への再勧告 

2001-1-H-R3a 

40 CFR 68（リスク管理計画）の偶発的放出防止要件を改定し、公衆に深刻な影響を与える可

能性のある壊滅的な反応性ハザードを明示的に対象とすること。これには、自己反応性化学

物質や化学物質とプロセス固有の条件の組み合わせによって発生するハザードを含めること。

反応性ハザード規制の適用範囲に関するOSHAへの報告書『反応性ハザード管理の改善』の

勧告を考慮すること。規制の改正が必要な場合には、議会の承認を得ること。 

15.2. アルケマ・クロスビー施設 

2017-08-I-TX-R1 

洪水リスクを合理的に実行可能な限り低減（ALARP）すること。洪水に対する安全対策が独

立した安全防護層の要件を満たすようにすること。 

15.3. アルケマ社 

2017-08-I-TX-R2 

18ヵ月以内に、アルケマおよびその子会社のうち、有機過酸化物を製造またはを閾値量以上

の高危険性化学物質（HHC）bを取り扱うプロセスを持つ会社に対し、該当施設がハリケーン

や洪水などの異常気象に関するリスクにさらされているかどうかを定期的に（PHAサイクル

に応じて）評価することを義務付ける方針を策定すること。 

2017-08-I-TX-R3 

有機過酸化物を製造する施設、または閾値量以上の高危険性化学物質（HHC）cを取り扱うプ

ロセスを有する施設に対し、異常気象（ハリケーンや洪水を含む）発生時にバックアップ電

源などの重要な安全対策が意図した通りに機能するよう、企業としての要件を確立すること。 

15.4. 化学プロセス安全センター（CCPS） 

2017-08-I-TX-R4 

米国内の化学施設におけるあらゆる種類の異常気象リスクを幅広く包括的に評価するための

ガイダンスを作成すること。ガイダンスでは、本報告書で特定された問題を取り上げ、異常

気象に備えるために必要な行動、異常気象時の物理的インフラおよび人員のレジリエンスお

よび保護、そして適切な場合には異常気象後の復旧作業を対象とすべきである。このガイダ

ンスには、以下の内容を網羅すること。 

 異常気象（洪水を含むがそれに限定しない）を原因とする、重要な安全装置または機器

の共通要因による機能不全リスクに対応すること。洪水シナリオにおいては、洪水の水

                                                      
a  2001-1-H-R3の現在のステータスは、「未対応 – 不適切な対応 [88]」である。本CSB勧告に対するEPAの対応の詳細

と概要については、「勧告ステータス変更概要」を参照のこと。 
b 29 C.F.R. §1910.119 Appendix A 
c 29 C.F.R. §1910.119 Appendix A 

https://www.csb.gov/assets/recommendation/status_change_summary-_reactives_r3.pdf
https://www.csb.gov/assets/recommendation/status_change_summary-_reactives_r3.pdf
https://www.osha.gov/pls/oshaweb/owadisp.show_document?p_table=STANDARDS&p_id=9761
https://www.osha.gov/pls/oshaweb/owadisp.show_document?p_table=STANDARDS&p_id=9761
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位が施設に到達した場合にも、十分な独立した安全防護層が維持されるよう設計すべき

である。 

 施設の異常気象リスクに対する脆弱性を評価すること。洪水地図のような関連する安全

情報を、プロセス安全情報として組み込むべきである。 

 リスク評価およびプロセスハザード分析を実施する際に、どのような施設に対しても正

確で信頼性の高い評価が行えるよう、関連する専門分野（工学を含む）の専門家を参加

させること。 

15.4. ハリス郡 

2017-08-I-TX-R5 

アルケマ・クロスビー事故で得られた教訓を活かして緊急対応訓練を更新し、避難区域を管

理する職員への有害化学物質の暴露を防ぐこと。危険物質放出時に、避難区域内での緊急機

材・人員の安全な移動を確保するため、既存のプロトコルを更新し、分析ツールの使用、大

気モニタリング、および個人防護具の使用に関する訓練カリキュラムを改定すること。定期

的な再訓練プロセスを制度化すること。 
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付録A: 原因分析 
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付録B: 有機過酸化物に関する追加情報 

320. 表6は、アルケマ・クロスビーの事故に関与した有機過酸化物に関する情報であり、製品の商

品名、有機過酸化物の種類、最大保管温度、自己加速分解温度、および各製品のハザードカ

テゴリー（タイプ）を示す。 

表6：冷蔵有機過酸化物の在庫と特性。有機過酸化物の特性は、安全性データシ

ート（SDS）から抜粋した [122]a。Luperox™ は、アルケマが有機過酸化物製品

の販売に使用している商品名である。 

 

321. DOT規制では、有機過酸化物の危険度に基づいて7つのカテゴリー（「タイプ」）を定めてお

り、この分類は、有機過酸化物の特性に加え、包装形態（容器のデザインやサイズ）も考慮

しているb。有機過酸化物はタイプAからタイプGに分類され、タイプAが最も危険性が高く、

タイプGが最も危険性が低いc。表6に示すように、アルケマ・クロスビーの事故に関与した有

機過酸化物はタイプCおよびタイプDである。これらの有機過酸化物は危険性があるが、最も

危険なカテゴリーには該当しない。タイプCやタイプDの有機過酸化物は爆発の可能性がある

が、最終製品の包装状態の場合、長期的に冷却が停止するような潜在的な加熱シナリオでは、

火災の方が起こりやすい [19]d。 

322. アルケマの冷蔵有機過酸化物に関する追加情報は、全米防火協会（NFPA）432「有機過酸化

物製剤の保管に関する規定（Code for the Storage of Organic Peroxide Formulations）」の保管ク

ラスとともに、同社のウェブサイトで提供されている [11]。2007年、アルケマは『有機過酸

化物 － その安全な取扱いと使用』を発行した [11]。この安全ガイダンスによると、クロスビ

ー事故に関与した冷蔵有機過酸化物製品には、クラスI、II、IIIの有機過酸化物が含まれてい

                                                      
a 個々の製品の安全データシート（SDS）と、アルケマが発行した『Organic Peroxides– Their Safe Handling and Use

（有機過酸化物 ― その安全な取扱いと使用） 』の安全ガイダンス文書との間に温度の不一致があることに注意する

こと。 
b  49 C.F.R. §173.128 (b)（2004） 
c 49 C.F.R. §173.128 (b)（2004） 
d タイプCからタイプFまでの有機過酸化物のSDSでは炎のピクトグラムが使われ「加熱により発火する恐れがある」

警告文が記載されている。タイプAおよびタイプBの有機過酸化物には爆発の危険性がある [19]。 

https://www.luperox.com/export/sites/organicperoxide/.content/medias/downloads/literature/their-safe-handling-and-use.pdf
https://www.luperox.com/export/sites/organicperoxide/.content/medias/downloads/literature/their-safe-handling-and-use.pdf
https://www.luperox.com/export/sites/organicperoxide/.content/medias/downloads/literature/their-safe-handling-and-use.pdf
https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=c5761f6a7f1031b076774e513f20f84a&mc=true&node=se49.2.173_1128&rgn=div8
https://www.ecfr.gov/cgi-bin/text-idx?SID=c5761f6a7f1031b076774e513f20f84a&mc=true&node=se49.2.173_1128&rgn=div8
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た [11, pp.6-7]。このガイダンス文書を作成するにあたり、アルケマは、1997年版のNFPA 432

を使用し、潜在的な危険性に基づいて有機過酸化物を以下のように定義した。 

 クラスI － 「爆ごうはしないが、爆燃の可能性がある製剤」a  

 クラスII －「非常に急速に燃焼し、重大な反応性ハザードを有する製剤」 

 クラスIII － 「急速に燃焼し、中程度の反応性ハザードを有する製剤 [123]」b 

323. アルケマの安全ガイドラインでは、有機過酸化物を表6の適正保管温度以下に維持することの

重要性が強調されている [11, pp. 4-5]c。クロスビー事件に関係した有機過酸化物のうち、

Luperox™ 221は最も低い保管温度（－9°F（約－23℃））が必要であった [124]d。Luperox™ 

221はクラスIの有機過酸化物でもあり、特定条件下で爆燃する可能性がある [11, pp. 6-7]。

Luperox™ 221は、クロスビー施設での在庫が最も少量（3,000ポンド（約1360kg）未満）であ

ったが、SADT（自己加速分解温度）が23°F（約73℃）と低く[124]、施設内で唯一この高リ

スクカテゴリーに分類される製品であり、特に温度管理が不十分な場合に分解のリスクが高

かった [124]。 

  

                                                      
a 爆燃と爆轟は、爆発の一種である。爆轟は通常、爆燃よりも高い圧力を発生させ、より大きな被害をもたらす。 
b NFPA 432の2002年版に記載の定義は、1997年版の定義と同じである。NFPA 432は2009年に廃止され、その内容は

NFPA 400「Hazardous Materials Code（危険物規定）」に統合された [168, p. 1]。 
c この安全ガイダンス文書と個々の製品のSDSとの間には温度設定の不一致があることに注意すること。 
d アルケマ・クロスビー施設ではLuperox™ 221を製造していないが、ニューヨーク州ジェネシオで製造され、顧客に

販売されるまでの一時保管のためにクロスビー施設に出荷される有機過酸化物の一つである。 

http://www.nfpa.org/codes-and-standards/all-codes-and-standards/list-of-codes-and-standards/detail?code=400
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付録C: 冷却喪失リスクの評価 

324. アルケマは、クロスビー施設の有機過酸化物貯蔵に関するプロセスハザード分析（PHA）を

2013年11月に実施した。PHAは、管理者（レビューリーダー）、安全技術者、プロセス技術

者、生産施設のオペレーター、および有機過酸化物の冷蔵倉庫での作業経験を持つ出荷担当

オペレーターで構成されたチームによって実施された。PHAの実施手法として構造化された

What-If分析が用いられた。 

325. 一般的に、企業はリスク評価にリスクマトリックスを使用する。図63は、その一例を示して

いるa。アルケマのリスクマトリックスを使用し、PHAチームは各ハザードのリスクを以下の

3つの評価段階で分析した。 

 既存の安全対策がすべて利用できない場合のリスク（潜在的） 

 既存の安全対策が利用できる場合のリスク（現在） 

 既存の安全対策と提案された追加対策が利用できる場合のリスク（最終） 

 

図63：一般的なリスクマトリックス。この図は、企業がリスクを評価する際に、

潜在的なハザードを頻度と重大度の関数として表現するのに利用できる一般的な

リスクマトリックスの例を示している。アルケマのリスクマトリックスと同様、

このリスクマトリックスでは、許容可能（緑）、選択肢を検討（黄）、許容不可

能（赤）の3つのリスクレベルが使用されているb。 

326. 低温倉庫のレビューでは、温度上昇をもたらす可能性のある以下の3つの潜在的シナリオが評

価された。 

 コンプレッサー故障による冷却機能の喪失 

 冷媒漏れによる冷却機能の喪失 

 電源喪失 

327. アルケマのPHA報告書には、PHAチームが洪水シナリオを検討した記録は残されていなかっ

                                                      
a このリスクマトリックスの例は、『Layer of Protection Analysis: Simplified Process Risk Assessment（安全防護層分析：
簡易プロセスリスク評価）』[126, p. 23] で提供されている例に基づいている。 
b このリスクマトリックスの例は、『Layer of Protection Analysis: Simplified Process Risk Assessment（安全防護層分析：
簡易プロセスリスク評価）』[126, p. 23] を参考にしている。 

https://www.aiche.org/ccps/publications/books/layer-protection-analysis-simplified-process-risk-assessment
https://www.aiche.org/ccps/publications/books/layer-protection-analysis-simplified-process-risk-assessment
https://www.aiche.org/ccps/publications/books/layer-protection-analysis-simplified-process-risk-assessment
https://www.aiche.org/ccps/publications/books/layer-protection-analysis-simplified-process-risk-assessment
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たa。低温倉庫のPHAが実施された時点では、企業のPHA要件には、すべてのPHAチームが洪

水シナリオを検討することを義務付ける規定はなかった。2014年、アルケマは、企業のPHA

方針を改定し、PHAチームに洪水のような自然災害の特定と評価を義務付けた。 

328. 電源喪失を想定したシナリオについて、低温倉庫のPHAでは、事業上の結果と安全上の結果

の両方が文書化されていた。冷却機能の喪失を伴う電源喪失のシナリオでは、PHAチームは

安全上の結果を「製品の分解による火災リスク」として、その影響を「人的傷害の可能性」

として文書化した。チームはさらに、冷蔵倉庫の内部温度がSADTに達するには、電源喪失が

4時間以上続く必要があると記録した。 

329. アルケマのプロセスに従い、PHAチームはまず、いかなる安全対策もない状態での電源喪失

による潜在的影響を評価した。チームは、この評価結果に対して、頻度レベル6（頻繁）を割

り当てた。シナリオの頻度は、アルケマの社内データベース、ベンダーのデータ、プラント

の運用実績に基づいて評価された。アルケマは「頻繁」の定義を「設備のライフサイクルの

10年間に数回起こる可能性のある事象」とした。チームはまた、このシナリオの重大度レベ

ルを「3（甚大）」と評価した。 

330. アルケマは、重大度レベルをさらに4つのカテゴリーに細分化している。 

 安全 － 施設内 

 安全 － 施設外 

 環境 

 財務（ドルまたはユーロ） 

331. PHAには、重大度レベル3（甚大）が選択された要因は詳述されていない。アルケマのPHA方

針によると、重大度レベル3という結果は、「不可逆的な影響を伴う曝露／負傷」または施設

外の一般市民への影響として「公共の避難所待機措置」に相当する。 

332. 図64に示す一般的なリスクマトリックスで、頻度レベル6（頻繁）と重大度レベル3（甚大）

の組み合わせを適用すると、「許容不可能」なリスクと判定される。業務上の機密情報の関

係で示していないが、アルケマのリスクマトリックスを用いた結果も同様である。 

 

図64：低温倉庫の電源喪失に関するリスク評価例（リスク低減効果を考慮しない

                                                      
a PHA報告書では洪水について議論されていない。 
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場合）。このリスク評価例は、アルケマの低温倉庫の電源喪失に関する潜在的リ

スクを、安全対策によるリスク低減効果を考慮せずに推定したものである。 

333. アルケマでは、図64に示される「許容不可能なリスク（赤）」に該当するシナリオ、または

重大度レベルの高い「選択肢を検討（黄）」に分類されるシナリオについては、必ず安全防

護層分析（LOPA: Layer of Protection Analysis）を実施することが求められる。LOPAは、リス

クを分析・評価するための半定量的な手法である。LOPAを用いるとPHAチームは、すでに実

施されている安全対策に着目し、それらがリスク低減にどの程度有効かを判断する。シナリ

オの複雑さによっては、PHAチームが実施する場合もあれば、別のチームが後日、詳細な分

析を実施することもある。 

334. 次に、PHAチームは、既存の安全対策を特定し、それぞれにリスク低減効果の値を割り当て

る。低温倉庫のPHAの電源喪失シナリオでPHAチームが特定した安全対策には以下が含まれ

る。 

 すべての低温倉庫に電力を供給する非常用発電機 

 代替冷却手段としての液体窒素供給 

 2時間ごとに実施される手動温度チェック、および、影響を受けた低温倉庫から別の冷蔵

施設または移動式冷蔵トレーラーへの有機過酸化物の移動能力のチェック 

335. PHAチームは、非常用発電機に2段階、液体窒素システムに1段階、有機過酸化物在庫の再配

置能力に1段階のリスク低減効果を割り当てた。合計でPHAチームは、これらの既存の安全対

策に対して4段階のリスク低減効果を割り当てた。 

336. 図65に示すように、既存の安全対策による4段階のリスク低減効果を適用することで、リスク

レベルは「許容不可能」から「許容可能」へと低下した。同マトリックスにおける「許容可

能なリスク」は、アルケマにとって長期的に受け入れ可能なリスクレベルであると判断され

たため、PHAチームはこれ以上のリスク低減策を推奨しなかった。 

 

図65：低温倉庫の電源喪失に関するリスク評価例（リスク低減効果を考慮した場

合）。このリスク評価例は、アルケマの低温倉庫の電源喪失に関する潜在リスク

を、同社の既存の安全対策に対して4段階のリスク低減効果を適用して推定した

ものである。 
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ハービー洪水 ― シミュレーションによるリスク評価 

337. ハリケーン・ハービーによる有機過酸化物の分解事故から学んだ知識と、アルケマのPHA実

施要件を基に、ハービー級の洪水に対する既存の安全対策を考慮したシミュレーションを用

いてリスク評価を行うことができる。このシミュレーションを用いたリスク評価の目的は、

このレベルの異常気象が化学施設に及ぼす潜在的な影響を示すことである。 

338. 500年洪水時の水位を大きく超える降雨現象は、頻度レベル4（起こりうる）または頻度レベ

ル3（まれ）と評価できる。アルケマのPHA方針では、「起こりうる」事象は、100年に1回か

ら1,000年に1回の頻度での発生が予想されるものと定義されているが、氾濫原に関して入手

可能な最も低い頻度のものは500年洪水であり、ハービーの洪水はその水位を2フィート以上

超えてしまった。さらに、米国海洋大気庁（NOAA）の降雨量推定によると、ハービー時の

降雨量は1,000年に1回未満の発生確率であったとされている [125]。この頻度は、アルケマの

PHA方針においては「まれ」に相当する。この情報を基に、ハービー級の洪水の頻度を「ま

れ」と想定する。 

339. アルケマの詳細な重大度ガイドラインを用いると、避難措置が実施されたハリケーン・ハー

ビーによる有機過酸化物の分解事故は、重大度レベル4（極めて甚大）に該当する。アルケマ

の重大度ガイドラインでは、一般市民の避難を伴う事象は重大度レベル4（極めて甚大）であ

ると明確に定義されている。 

340. 図66は、ハリケーン・ハービー時の降雨によるアルケマのリスクを推定したものである。  洪

水による電源喪失の頻度レベル3（まれ）と、一般市民の避難を伴う影響の重大度レベル4

（極めて甚大）を組み合わせて評価したところ、安全対策を考慮しない場合のリスクレベル

は2（選択肢を検討）となった。 

 

図66：ハリケーン・ハービーの洪水による低温倉庫の電源喪失リスク評価の例。

低温倉庫の電源喪失を引き起こした洪水は、同社の各バックアップシステムも使

用不能にしたため、安全対策が利用できなかった。 

341. アルケマは、電源喪失のシナリオにおいて、以下の安全対策が機能することを想定していた。 

 非常用発電機によるバックアップ電源供給 

 液体窒素による低温倉庫の緊急冷却 

 バックアップ用冷蔵トレーラーによる冗長構成の低温保管施設 
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342. アルケマのPHAにはLOPAが含まれている。これは広く認知されたハザード分析手法であり、

特定のハザードや事故シナリオに対して安全防護層が十分に機能するかどうかを判断するも

のである。CCPSは、その書籍『安全防護層分析：簡易プロセスリスク評価（Layer of 

Protection Analysis: Simplified Process Risk Assessment）』の中で 「安全防護層分析（LOPA）

は、リスクを分析・評価するための半定量的手法である」[126, p. 1] と説明しているa。 

343. ハリケーン・ハービー規模の洪水（500年洪水を大幅に超える規模）シナリオにおいて、洪水

による電源喪失が発生した場合、アルケマにはリスクを低減するための十分な安全対策がな

かった。施設の電源喪失を引き起こした洪水は、アルケマが安全防護層として想定していた

以下の安全対策は、共通の故障モードの影響を受けた。 

 非常用発電機が浸水し、使用不能になった 

 液体窒素配管が浸水し、使用不能になった 

 冷蔵トレーラーのディーゼル燃料タンクが浸水し、使用不能になった 

344. 安全防護層分析（LOPA）において、リスク低減効果が適用されるのは、特定の基準を満たす

特別な安全対策に限られる [126, p. 80]。CCPSはこれらの特別な安全対策を「独立安全防護層

（independent protection layers）」またはIPLと呼んでいる [126]。CCPSによる要件では、独立

安全防護層として認められるためには、デバイス、システム、またはアクション（各種安全

対策）が以下を満たす必要がある [126, p. 80]。 

1. 設計通りに機能した場合、最終事象を防止する効果があること（有効性） 

2. 起因事象および、同じシナリオで既に使用されている他の独立安全防護層の構成要素か

ら独立していること（独立性） 

3. 検証可能であること ― 想定される有効性（最終事象の防止、必要時の故障確率）が、文

書化、レビュー、試験など何らかの方法によって検証可能であること（検証性）[126, p. 

80] 

345. LOPAにおいては、すべての独立安全防護層（IPL）は安全対策であるが、すべての安全対策

が独立安全防護層であるわけではない [126, p. 76]。 

346. 確立されたCCPS要件では、安全対策が独立安全防護層として機能し、LOPAのリスク低減効

果を提供するためには、起因事象から独立している必要がある [126, p. 80]。しかし、ハービ

ー洪水では、施設の電源喪失を引き起こした洪水が、非常用発電機、液体窒素システム、冷

蔵トレーラーにも被害を与えた。最終的に、アルケマの安全対策は、ハービー級の洪水時に

おいては、CCPSが求める独立安全防護層の要件を満たすものはなかった。このリスクを低減

できる独立安全防護層がなかったため、同社はPHAで特定されていない、レベル2（選択肢を

検討）のリスクを知らずのうちに抱えることになった。このシミュレーション例では、アル

ケマのPHA方針は、リスクを「合理的に実行可能な限り低減」するための追加的なリスク低

減策を、LOPAの適用を通じて検討することを求めている。 

347. アルケマの安全防護層分析の実施方法を詳述したマニュアルでは、起因事象を「望ましくな

い結果につながる一連の事象の最初の事象」と説明している。アルケマの安全防護層分析マ

ニュアルでは、起因事象の例として、特に洪水、ハリケーン、地震などの自然現象が挙げら

れている。 

348. アルケマの安全防護層に関する内部ガイダンスでは、起因事象が安全対策の安全機能の遂行

                                                      
a CCPSは「半定量的（semi-quantitative）」を、「結果、発生確率、またはリスクレベルのある程度の定量化を含むリ

スク分析手法 [178]」と定義している。CCPSの引用文は「semiquantitative」を「semi-quantitative」に修正している。 

https://www.aiche.org/ccps/resources/glossary/process-safety-glossary/semi-quantitative
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を妨げる可能性がある場合、その安全対策を独立安全防護層として認めないと規定している。

同ガイダンスでは、独立安全防護層の条件として、当該の安全対策は「起因事象や他の（安

全対策の）性能に関係なく、危険なシナリオの進行を防止できること」が求められている。

したがって、アルケマの安全防護層分析ガイダンスでは、非常用発電機、液体窒素システム、

移動式冷蔵トレーラーなどの安全対策は、洪水によって機能不全になることを理由に、ハー

ビー規模の洪水シナリオにおける安全防護層として適用できないとされる。 

349. 将来的にハリケーン・ハービー規模の洪水が発生した場合においてもアルケマが企業リスク

目標を達成できるようにするためには、クロスビー施設が高い洪水標高でも保護されるよう

にするか、高水位の洪水下でも安全機能を発揮できるように安全対策を改善する必要がある。

考えられる対策の一例として、低温倉庫、電気系統、および非常用発電機の設置高さを上げ

ること、あるいはハリケーンへの準備段階で冷蔵トレーラーを配置できるよう、敷地内に高

台エリアを確保することが挙げられる。 

異常気象に対するレジリエンス 

350. ハリケーン・ハービーに伴う洪水は、アルケマの安全対策が備えていた設計上の能力を超え

たが、CSBの調査は、アルケマの安全対策は100年洪水に対しては十分な保護機能を提供でき

たであろうと結論づけた。 

351. 基準洪水標高が52フィートの100年洪水では、バルブや配管接続部が水没する可能性があるた

め、クロスビー施設の液体窒素システムは使用不能になるであろうが、他の安全対策は設計

通りに機能するであろう。非常用発電機は基準洪水標高より高い位置にあり、おそらく使用

可能であろう。加えて、100年洪水時の水位では、有機過酸化物製品を冷蔵トレーラーに移設

する能力が損なわれる可能性は低い。さらに、100年洪水時でも利用できるように液体窒素シ

ステムの構造を改良すれば、さらなるリスク軽減が可能である。 

352. アルケマの安全対策は100年洪水に対して一定の耐久性を持つと考えられるが、アルケマは、

ハリケーン・ハービーの際の洪水標高やその他の異常気象による将来の洪水に対するレジリ

エンスを確保するための選択肢を評価するにあたり、プログラムの徹底的な見直しを行い、

より頻繁に発生する洪水に対しても安全対策が確実に機能するようにするべきである。 
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